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調査概要①I.

1．調査の背景と目的
対日直接投資は、内外資源の融合によるイノベーションや地域での投資拡大・雇用創出を通じて、
経済の成長力強化と地域の活性化に貢献する。その残高は2023年末に50.5兆円となり、初めて50兆
円の大台を突破。日本政府は、これを2030年までに100兆円に押し上げることを目標に、各種施策
を実行している。
本調査は、日本国内に拠点を置く外資系企業を対象に、各社の事業活動の動向や日本のビジネス環境
に対する見方、必要な支援等について聴取し、ビジネス環境の改善や関連施策の検討における基礎資
料とし、もって対日投資の推進に資することを目的に実施するものである。

2．調査対象
日本国内における外資系企業 7,301 社
うち有効回答数： 1,427社（有効回答率19.5％）
*本調査における外資系企業とは、外国資本比率にかかわらず外国企業・投資家が出資している企業を指す。

3．調査期間
2024年 10 月 15日 ～ 11 月 17日

4．調査項目（※巻末に調査項目一覧を掲載）
Ⅰ．貴社の概要について
Ⅱ．近隣アジア諸国と比較した日本の強みと課題
Ⅲ．貴社のビジネス計画について
Ⅳ．国内における協業・連携
Ⅴ．その他
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調査概要②I.
■回答企業の概要

（注）一部、分類不能な企業も含まれているため、合計数は一致しない。

全体・業種・規模 企業数 構成比 (%)
全体 1,427 100.0

製造業 256 17.9
卸売業・商社 563 39.5
小売業 76 5.3
サービス業 481 33.7
大企業 53 3.7
中小企業 1,315 92.2

回答企業の業種・詳細

製造業 卸売業・商社 小売業
取扱製品 企業数 企業数 企業数

電子部品・デバイス 40 57 4
電気機械器具 23 56 7
化学品 22 46 0
輸送用機械器具 21 28 2
生産用機械器具 21 36 4
医薬品･化粧品 19 24 5
金属製品 14 28 1
飲食料品 10 38 1
業務用機械器具 8 30 2
情報通信機械器具 8 25 2
プラスチック製品 7 8 0
繊維製品･衣服 5 12 8
はん用機械器具 4 5 0
文具・玩具・スポーツ用品 3 14 3
ゴム製品 2 3 0
生活用品・リビング雑貨 0 8 5
その他（不明含む） 49 145 31

サービス業

詳細 企業数

情報通信業 152
学術研究，専門・技術サー
ビス業 71

金融業，保険業 66

運輸業，郵便業 34

建設業 16

教育，学習支援業 10
生活関連サービス業，娯楽
業 9

宿泊業 8

不動産業，物品賃貸業 6

飲食サービス業 5

医療，福祉 3

その他（不明含む） 101
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調査概要③I.
■回答企業の概要

北海道・東北
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0.8%

九州・沖縄

1.8%

東京

64.2%

神奈川

11.7%

その他の関東
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【参考】本報告書で分析に使用した「都市規模」の定義

回答企業の本社所在地

（注）回答企業数が3件以下の県は省略。

分類 定義

大都市圏 特に外資系企業が集中している都府県
（東京都、神奈川県、愛知県、大阪府）

中堅都市圏
大都市圏以外で政令指定都市を有する道府県
（北海道、宮城県、埼玉県、千葉県、新潟県、静岡県、
京都府、兵庫県、岡山県、広島県、福岡県、熊本県）

その他地域 大都市圏、中堅都市圏に該当しない県

社数 割合
大都市圏 1,200社 84%
中堅都市圏 157社 11%
その他地域 70社 5%

18 関西 143
北海道 6 大阪府 82
山形県 4 兵庫県 39

関東 1,150 京都府 14
東京都 916 滋賀県 6
神奈川県 167 中国・四国 12
埼玉県 27 広島県 7
千葉県 26 九州・沖縄 26
茨城県 6 福岡県 14
群馬県 5

中部 78
愛知県 35
静岡県 14
長野県 8
三重県 8
新潟県 5

北海道・東北

（注）小数点以下第2位を四捨五入しているため、内訳と一致しない項目がある。（以下同様）


4.企業規模定義





4.回答企業の概要

		全体・業種・規模 ゼンタイ ギョウシュ キボ						企業数 キギョウスウ		構成比 (%) コウセイヒ

		全体 ゼンタイ						1,427		100.0

				製造業 セイゾウギョウ				256		17.9

						電子部品・デバイス		40		2.8

						輸送用機械器具		21		1.5

						電気機械器具		23		1.6

						化学品		22		1.5

						医薬品･化粧品		19		1.3

						生産用機械器具		21		1.5

						金属製品		14		1.0

						業務用機械器具		8		0.6

						飲食料品		10		0.7

						繊維製品･衣服		5		0.4

						情報通信機械器具		8		0.6

						プラスチック製品		7		0.5

						文具・玩具・スポーツ用品		3		0.2

						ゴム製品		2		0.1

						生活用品・リビング雑貨		0		0.0

						はん用機械器具		4		0.3

						その他（不明含む） フメイ フク		49		3.4

				卸売業・商社 オロシウリギョウ ショウシャ				563		39.5

				小売業 コウリギョウ				76		5.3

				サービス業 ギョウ				481		33.7

						情報通信業（情報サービス、ソフトウェア、インターネット、出版を含む）		152		10.7

						金融業，保険業		66		4.6

						学術研究，専門・技術サービス業（会計、法律、コンサルティング、投資顧問など）		71		5.0

						運輸業，郵便業		34		2.4

						不動産業，物品賃貸業		6		0.4

						建設業		16		1.1

						宿泊業		8		0.6

						医療，福祉		3		0.2

						生活関連サービス業，娯楽業		9		0.6

						飲食サービス業		5		0.4

						教育，学習支援業		10		0.7

						その他（不明含む） フメイフク		101		7.1

				大企業 ダイキギョウ				53		3.7

				中小企業 チュウショウキギョウ				1,315		92.2

														  全  体		大企業		中小企業		中小企業製造業その他		中小卸売業		中小小売業		中小サービス業		  無回答

														1427		53		1315		291		556		71		397		59		1315

														100.0		3.7		92.2		20.4		39.0		5.0		27.8		4.1





5.都市規模の定義

				分類 ブンルイ		定義 テイギ

				大都市圏 ダイトシ		特に外資系企業が集中している都府県
（東京都、神奈川県、愛知県、大阪府） トク ガイシケイキギョウ シュウチュウ トフケン トウキョウト カナガワケン アイチケン オオサカフ

				中堅都市圏 チュウケン トシ ケン		大都市圏以外で政令指定都市を有する道府県
（北海道、宮城県、埼玉県、千葉県、新潟県、静岡県、
京都府、兵庫県、岡山県、広島県、福岡県、熊本県） ダイトシ イガイ セイレイ シテイ トシ ユウ ドウフケン ホッカイドウ ミヤギケン サイタマケン チバケン ニイガタケン シズオカケン キョウトフ ヒョウゴケン オカヤマケン ヒロシマケン フクオカケン クマモトケン

				その他地域 タ チイキ		大都市圏、中堅都市圏に該当しない県 ダイ トシケン チュウケン トシケン ガイトウ ケン

																										社数 シャスウ		割合 ワリアイ

								北海道・東北				18		関西				143						大都市圏		1,200社		84%

										北海道		6				大阪府		82						中堅都市圏		157社		11%

										山形県		4				兵庫県		39						その他地域		70社		5%

								関東				1,150				京都府		14

										東京都		916				滋賀県		6

										神奈川県		167		中国・四国				12

										埼玉県		27				広島県		7

										千葉県		26		九州・沖縄				26

										茨城県		6				福岡県		14

										群馬県		5

								中部				78

										愛知県		35

										静岡県		14

										長野県		8

										三重県		8

										新潟県		5















4.回答企業の概要 (構成比無し

		全体・業種・規模 ゼンタイ ギョウシュ キボ						企業数 キギョウスウ		構成比 (%) コウセイヒ						製造業 セイゾウギョウ		卸売業・商社 オロシウリギョウ ショウシャ		小売業 コウリギョウ						サービス業 ギョウ

		全体 ゼンタイ						1,427		100.0				詳細業種 ショウサイギョウシュ		企業数 キギョウスウ		企業数 キギョウスウ		企業数 キギョウスウ				主な取扱商品 オモ トリアツカイ ショウヒン		企業数 キギョウスウ																				卸売業・商社/主な取扱商品

				製造業 セイゾウギョウ				256		17.9				電子部品・デバイス		40		57		4				情報通信業		152																						  全  体		電子部品・デバイス		電気機械器具		化学品		輸送用機械器具		生産用機械器具		医薬品･化粧品		金属製品		飲食料品		業務用機械器具		情報通信機械器具		プラスチック製品		繊維製品･衣服		はん用機械器具		文具・玩具・スポーツ用品		ゴム製品		生活用品・リビング雑貨		その他

				卸売業・商社 オロシウリギョウ ショウシャ				563		39.5				電気機械器具		23		56		7				学術研究，専門・技術サービス業		71

				小売業 コウリギョウ				76		5.3				化学品		22		46		0				金融業，保険業		66

				サービス業 ギョウ				481		33.7				輸送用機械器具		21		28		2				運輸業，郵便業		34

				大企業 ダイキギョウ				53		3.7				生産用機械器具		21		36		4				建設業		16

				中小企業 チュウショウキギョウ				1,315		92.2				医薬品･化粧品		19		24		5				教育，学習支援業		10

														金属製品		14		28		1				生活関連サービス業，娯楽業		9

														飲食料品		10		38		1				宿泊業		8

														業務用機械器具		8		30		2				不動産業，物品賃貸業		6

														情報通信機械器具		8		25		2				飲食サービス業		5																						557		57		56		46		28		36		24		28		38		30		25		8		12		5		14		3		8		145		563

														プラスチック製品		7		8		0				医療，福祉		3																						100.0		10.2		10.1		8.3		5.0		6.5		4.3		5.0		6.8		5.4		4.5		1.4		2.2		0.9		2.5		0.5		1.4		25.0

														繊維製品･衣服		5		12		8				その他（不明含む） フメイフク		101

														はん用機械器具		4		5		0

														文具・玩具・スポーツ用品		3		14		3																										

														ゴム製品		2		3		0																										

														生活用品・リビング雑貨		0		8		5																										小売業/主な取扱商品

														その他（不明含む） フメイフク		49		145		31																												  全  体		電子部品・デバイス		電気機械器具		化学品		輸送用機械器具		生産用機械器具		医薬品･化粧品		金属製品		飲食料品		業務用機械器具		情報通信機械器具		プラスチック製品		繊維製品･衣服		はん用機械器具		文具・玩具・スポーツ用品		ゴム製品		生活用品・リビング雑貨		その他

																																																75		4		7		0		2		4		5		1		1		2		2		0		8		0		3		0		5		31		75

																																																100.0		5.3		9.3		0.0		2.7		5.3		6.7		1.3		1.3		2.7		2.7		0.0		10.7		0.0		4.0		0.0		6.7		41.3



																サービス業 ギョウ

														詳細業種 ショウサイギョウシュ		企業数 キギョウスウ

														情報通信業		152

														学術研究，専門・技術サービス業		71

														金融業，保険業		66

														運輸業，郵便業		34

														建設業		16

														教育，学習支援業		10

														生活関連サービス業，娯楽業		9

														宿泊業		8

														不動産業，物品賃貸業		6

														飲食サービス業		5

														医療，福祉		3

														その他（不明含む） フメイフク		101













																																																		  全  体		大企業		中小企業		中小企業製造業その他		中小卸売業		中小小売業		中小サービス業		  無回答

																																																		1427		53		1315		291		556		71		397		59

																																																		100.0		3.7		92.2		20.4		39.0		5.0		27.8		4.1





ぼつ

		全体・業種・規模 ゼンタイ ギョウシュ キボ						企業数 キギョウスウ		構成比 (%) コウセイヒ						製造業 セイゾウギョウ				卸売業・商社 オロシウリギョウ ショウシャ				小売業 コウリギョウ								サービス業 ギョウ

		全体 ゼンタイ						1,427		100.0				主な取扱商品 オモ トリアツカイ ショウヒン		企業数 キギョウスウ		構成比 (%) コウセイヒ		企業数 キギョウスウ		構成比 (%) コウセイヒ		企業数 キギョウスウ		構成比 (%) コウセイヒ				主な取扱商品 オモ トリアツカイ ショウヒン		企業数 キギョウスウ		構成比 (%) コウセイヒ																				卸売業・商社/主な取扱商品

				製造業 セイゾウギョウ				256		17.9				電子部品・デバイス		40		2.8		57		4.0		4		0.3				情報通信業		152		10.7																						  全  体		電子部品・デバイス		電気機械器具		化学品		輸送用機械器具		生産用機械器具		医薬品･化粧品		金属製品		飲食料品		業務用機械器具		情報通信機械器具		プラスチック製品		繊維製品･衣服		はん用機械器具		文具・玩具・スポーツ用品		ゴム製品		生活用品・リビング雑貨		その他

				卸売業・商社 オロシウリギョウ ショウシャ				563		39.5				電気機械器具		23		1.6		56		3.9		7		0.5				学術研究，専門・技術サービス業		71		5.0

				小売業 コウリギョウ				76		5.3				化学品		22		1.5		46		3.2		0		0.0				金融業，保険業		66		4.6

				サービス業 ギョウ				481		33.7				輸送用機械器具		21		1.5		28		2.0		2		0.1				運輸業，郵便業		34		2.4

				大企業 ダイキギョウ				53		3.7				生産用機械器具		21		1.5		36		2.5		4		0.3				建設業		16		1.1

				中小企業 チュウショウキギョウ				1,315		92.2				医薬品･化粧品		19		1.3		24		1.7		5		0.4				教育，学習支援業		10		0.7

														金属製品		14		1.0		28		2.0		1		0.1				生活関連サービス業，娯楽業		9		0.6

														飲食料品		10		0.7		38		2.7		1		0.1				宿泊業		8		0.6

														業務用機械器具		8		0.6		30		2.1		2		0.1				不動産業，物品賃貸業		6		0.4

														情報通信機械器具		8		0.6		25		1.8		2		0.1				飲食サービス業		5		0.4																						557		57		56		46		28		36		24		28		38		30		25		8		12		5		14		3		8		145		563

														プラスチック製品		7		0.5		8		0.6		0		0.0				医療，福祉		3		0.2																						100.0		10.2		10.1		8.3		5.0		6.5		4.3		5.0		6.8		5.4		4.5		1.4		2.2		0.9		2.5		0.5		1.4		25.0

														繊維製品･衣服		5		0.4		12		0.8		8		0.6				その他（不明含む） フメイフク		101		7.1

														はん用機械器具		4		0.3		5		0.4		0		0.0

														文具・玩具・スポーツ用品		3		0.2		14		1.0		3		0.2																												

														ゴム製品		2		0.1		3		0.2		0		0.0																												

														生活用品・リビング雑貨		0		0.0		8		0.6		5		0.4																												小売業/主な取扱商品

														その他（不明含む） フメイフク		49		3.4		145		10.2		31		2.2																														  全  体		電子部品・デバイス		電気機械器具		化学品		輸送用機械器具		生産用機械器具		医薬品･化粧品		金属製品		飲食料品		業務用機械器具		情報通信機械器具		プラスチック製品		繊維製品･衣服		はん用機械器具		文具・玩具・スポーツ用品		ゴム製品		生活用品・リビング雑貨		その他

																																																								75		4		7		0		2		4		5		1		1		2		2		0		8		0		3		0		5		31		75

																																																								100.0		5.3		9.3		0.0		2.7		5.3		6.7		1.3		1.3		2.7		2.7		0.0		10.7		0.0		4.0		0.0		6.7		41.3











































																																																										  全  体		大企業		中小企業		中小企業製造業その他		中小卸売業		中小小売業		中小サービス業		  無回答

																																																										1427		53		1315		291		556		71		397		59

																																																										100.0		3.7		92.2		20.4		39.0		5.0		27.8		4.1





4.回答企業の概要 (項目名短縮版）

		全体・業種・規模 ゼンタイ ギョウシュ キボ						企業数 キギョウスウ		構成比 (%) コウセイヒ

		全体 ゼンタイ						1,427		100.0

				製造業 セイゾウギョウ				256		17.9

						電子部品・デバイス		40		2.8

						電気機械器具		23		1.6

						化学品		22		1.5

						輸送用機械器具		21		1.5

						生産用機械器具		21		1.5

						医薬品･化粧品		19		1.3

						金属製品		14		1.0

						飲食料品		10		0.7

						業務用機械器具		8		0.6

						情報通信機械器具		8		0.6

						プラスチック製品		7		0.5

						繊維製品･衣服		5		0.4

						はん用機械器具		4		0.3

						文具・玩具・スポーツ用品		3		0.2

						ゴム製品		2		0.1

						生活用品・リビング雑貨		0		0.0

						その他（不明含む） フメイフク		49		3.4

				卸売業・商社 オロシウリギョウ ショウシャ				563		39.5

				小売業 コウリギョウ				76		5.3

				サービス業 ギョウ				481		33.7

						情報通信業		152		10.7

						学術研究，専門・技術サービス業		71		5.0

						金融業，保険業		66		4.6

						運輸業，郵便業		34		2.4

						建設業		16		1.1

						教育，学習支援業		10		0.7

						生活関連サービス業，娯楽業		9		0.6

						宿泊業		8		0.6

						不動産業，物品賃貸業		6		0.4

						飲食サービス業		5		0.4

						医療，福祉		3		0.2

						その他（不明含む） フメイフク		101		7.1

				大企業 ダイキギョウ				53		3.7

				中小企業 チュウショウキギョウ				1,315		92.2

														  全  体		大企業		中小企業		中小企業製造業その他		中小卸売業		中小小売業		中小サービス業		  無回答

														1427		53		1315		291		556		71		397		59

														100.0		3.7		92.2		20.4		39.0		5.0		27.8		4.1





8.国内外資系企業の詳細業種

				製造業、卸売業・商社、小売業の取扱商品 ウ ギョウ ショウシャ								サービス業の詳細業種

				電子部品・デバイス		101		11.4				情報通信業		152		31.7

				電気機械器具		86		9.7				学術研究，専門・技術サービス業		71		14.8

				化学品		68		7.7				金融業，保険業		66		13.8

				生産用機械器具		61		6.9				運輸業，郵便業		34		7.1

				輸送用機械器具		51		5.7				建設業		16		3.3

				飲食料品		49		5.5				教育，学習支援業		10		2.1

				医薬品･化粧品		48		5.4				生活関連サービス業，娯楽業		9		1.9

				金属製品		43		4.8				宿泊業		8		1.7

				業務用機械器具		40		4.5				不動産業，物品賃貸業		6		1.3

				情報通信機械器具		35		3.9				飲食サービス業		5		1.0

				繊維製品･衣服		25		2.8				医療，福祉		3		0.6

				文具・玩具・スポーツ用品		20		2.3				その他		99		20.7

				プラスチック製品		15		1.7				全体		479		100.0

				生活用品・リビング雑貨		13		1.5

				はん用機械器具		9		1.0

				ゴム製品		5		0.6

				その他		218		24.6

				全体		887		100.0





8.外国親会社業種



				

				

						業種/外国親会社

				　

				　		1,343

















































































































































































































































































































































































































































































































































































						業種/外国親会社

						全体		製造業		卸売業・商社		小売業		サービス業		投資ファンド

				　		1343		56.1		9.4		2.5		28.4		3.6



(N = 1,343）

製造業	



　	56.1	卸売業・商社	



　	9.4	小売業	



　	2.5	サービス業	



　	28.4	投資ファンド	



　	3.6	7.0



　	







8.国内外資系企業業種



				

				

						業種/貴社

				　

				　		1,376

















































































































































































































































































































































































































































































































































































						業種/貴社

						全体		製造業		卸売業・商社		小売業		サービス業

				　		1376		18.6		40.9		5.5		35.0



(N = 1,376)

製造業	



　	18.600000000000001	卸売業・商社	



　	40.9	小売業	



　	5.5	サービス業	



　	35	4.4



　	







9.外国親会社の国・地域





				

				











































































































































































































































































































































































































































































































































































						貴社の直近決算年度の売上高																																																						　

						全体		北米		アジア		欧州		その他 タ								不明 フメイ

						1427		23.1		34.6		37.8		3.9								0.9

						全体		北米				アジア												欧州												その他 タ		無回答

						全体		米国 ベイコク		カナダ		　中国		　台湾		　韓国		　香港		シンガポール		その他アジア		　ドイツ		　フランス		　英国		　スイス		　オランダ		その他欧州 オウシュウ		その他 タ		母国籍不明

						1427		21.9		1.1		9.7		6.9		6.3		3.9		4.7		3.2		12.9		4.6		4.3		4.3		2.0		9.7		3.9		0.9



(N=1,427)

[分類名]
23.1%
[分類名]
34.6%
[分類名]
37.8%
[分類名]
3.9%
[分類名]
0.9%

北米	アジア	欧州	その他	不明	21.9	33.599999999999994	39.599999999999994	3.7	1	[分類名]
21.9%
[分類名]
1.1%
[分類名]
9.7%
[分類名]
6.9%
[分類名]
6.3%
[分類名]
3.9%
[分類名]
4.7%
[分類名]
3.2%
[分類名]
12.9%
[分類名]
4.6%
[分類名]
4.3%
[分類名]
4.3%
[分類名]
2.0%
[分類名]
9.7%
3.9%
0.9%

米国	カナダ	　中国	　台湾	　韓国	　香港	シンガポール	その他アジア	　ドイツ	　フランス	　英国	　スイス	　オランダ	その他欧州	その他	母国籍不明	20.9	1	9.6	5.8	6	4.9000000000000004	4	3.3	12.4	5.0999999999999996	5.4	4	2.5	10.199999999999999	3.7	1	

9.統括拠点



				

				

						アジアにおける統括拠点として機能している国・地域

















								日本 ニホン		中国		シンガポール		台湾		韓国		香港		インド		その他

						N=																(％)

		全体より5p以上 ゼンタイ イジョウ		全体 ゼンタイ		1,232		26.5		17.4		16.8		7.5		6.6		6.0		2.4		16.9

				【北米】		266		32.0		17.3		21.4		1.9		3.0		5.3		4.1		15.1

				【アジア】		471		17.8		22.3		10.2		17.4		14.9		7.4		2.5		7.3

				【欧州】		446		31.6		12.8		21.3		0.9		0.7		4.9		1.1		26.5

				その他		41		34.1		9.8		14.6		2.4		0.0		7.3		2.4		29.3



				【北米】				5.5		-0.1 		4.6		-5.6 		-3.6 		-0.7 		1.7		-1.8 

				【アジア】				-8.7 		4.9		-6.6 		9.9		8.3		1.4		0.1		-9.6 

				【欧州】				5.1		-4.6 		4.5		-6.6 		-5.9 		-1.1 		-1.3 		9.6

				その他				7.6		-7.6 		-2.2 		-5.1 		-6.6 		1.3		0.0		12.4











































































































































































































































































































































































































































































































































						外国親会社のアジアでの展開について、日本以外に法人のある国・地域

						全体		日本		中国		シンガポール		台湾		韓国		香港		インド		その他

		　		　		1232		26.5		17.4		16.8		7.5		6.6		6.0		2.4		16.9



　	

日本	中国	シンガポール	台湾	韓国	香港	インド	その他	26.5	17.399999999999999	16.8	7.5	6.6	6	2.4	16.899999999999999	



10.国内外資系企業の本社所在地



				

				

						本社所在地 ホンシャショザイチ































































































































































































































































































































































































































































































































































						本社所在地 ホンシャショザイチ																																																						　

						全体		北海道・東北		関東		中部		関西		中国・四国		九州・沖縄

						1427		1.3		80.6		5.5		10.0		0.8		1.8

								1		2		3		4		5		6		7		8		9		10		11		12		13		14		15		16		17		18		19		20		21		22		23		24		25		26		27		28		29		30		31		32		33		34		35		36		37		38		39		40		41		42		43		44		45		46		47

						全体		北海道		青森県		岩手県		宮城県		秋田県		山形県		福島県		茨城県		栃木県		群馬県		埼玉県		千葉県		東京都		神奈川県		新潟県		富山県		石川県		福井県		山梨県		長野県		岐阜県		静岡県		愛知県		三重県		滋賀県		京都府		大阪府		兵庫県		奈良県		和歌山県		鳥取県		島根県		岡山県		広島県		山口県		徳島県		香川県		愛媛県		高知県		福岡県		佐賀県		長崎県		熊本県		大分県		宮崎県		鹿児島県		沖縄県

						1427		6		0		3		1		1		4		3		6		3		5		27		26		916		167		5		1		1		1		2		8		3		14		35		8		6		14		82		39		1		1		0		1		1		7		1		0		1		1		0		14		2		2		3		1		1		2		1

						100.0		0.4		0.0		0.2		0.1		0.1		0.3		0.2		0.4		0.2		0.4		1.9		1.8		64.2		11.7		0.4		0.1		0.1		0.1		0.1		0.6		0.2		1.0		2.5		0.6		0.4		1.0		5.7		2.7		0.1		0.1		0.0		0.1		0.1		0.5		0.1		0.0		0.1		0.1		0.0		1.0		0.1		0.1		0.2		0.1		0.1		0.1		0.1

						全体		北海道・東北 トウホク		東京都		神奈川県		その他の
関東 タ カントウ		愛知県		その他の
中部 タ チュウブ		大阪府		兵庫県 ヒョウゴケン		その他の
関西 タ カンサイ		中国・四国 チュウゴク シコク		九州・沖縄 キュウシュウ オキナワ

						1427		18		916		167		67		35		43		82		39		22		12		26

						100.0		1.3		64.2		11.7		4.7		2.5		3.0		5.7		2.7		1.6		0.8		1.8

						全体		北海道・東北 トウホク		東京		神奈川		その他の
関東 タ カントウ		愛知		その他の
中部 タ チュウブ		大阪		兵庫 ヒョウゴ		その他の
関西 タ カンサイ		中国・四国 チュウゴク シコク		九州・沖縄 キュウシュウ オキナワ

						1427		1.3		64.2		11.7		4.7		2.5		3.0		5.7		2.7		1.6		0.8		1.8



(n=1,427)













北海道・東北	関東	中部	関西	中国・四国	九州・沖縄	1.3	80.599999999999994	5.5	10	0.8	1.8	









北海道・東北	東京	神奈川	その他の
関東	愛知	その他の
中部	大阪	兵庫	その他の
関西	中国・四国	九州・沖縄	1.3	64.2	11.7	4.7	2.5	3	5.7	2.7	1.6	0.8	1.8	

10.業種別東京拠点有無

				業種/貴社

				

				

						拠点（東京都のみ/東京都以外）

						N =

				  全  体		1,345

				製造業		238

				卸売業・商社		542

				小売業		71

				サービス業		450





















































































































































































































































































































































































































































































































































































						拠点（東京都のみ/東京都以外）

						  全  体		東京都のみに拠点		東京都以外にも拠点あり

				  全  体		1345		44.8		55.2

				製造業		238		19.3		80.7

				卸売業・商社		542		43.2		56.8

				小売業		71		57.7		42.3

				サービス業		450		58.2		41.8



東京都のみに拠点	











  全  体	製造業	卸売業・商社	小売業	サービス業	44.8	19.3	43.2	57.7	58.2	東京都以外にも拠点あり	











  全  体	製造業	卸売業・商社	小売業	サービス業	55.2	80.7	56.8	42.3	41.8	3.8

4.5

2.9

2.7

2.9



  全  体	製造業	卸売業・商社	小売業	サービス業	







11.都道府県別拠点機能

				①経営企画・管理拠点
(N=997) キョテン								④研究開発拠点
(N=249） キョテン								 ⑤製造・加工拠点
(N=200) キョテン

				順位 ジュンイ		都道府県 トドウフケン		拠点数 キョテンスウ		構成比（％) コウセイヒ		順位 ジュンイ		都道府県 トドウフケン		拠点数 キョテンスウ		構成比（％) コウセイヒ		順位 ジュンイ		都道府県 トドウフケン		拠点数 キョテンスウ		構成比（％) コウセイヒ

				1		東京都		752		61.9		1		東京都		115		33.9		1		東京都		38		13.8

				2		神奈川県		143		11.8		2		神奈川県		63		18.6		2		神奈川県		28		10.1

				3		大阪府		82		6.7		3		大阪府		21		6.2		3		埼玉県		21		7.6

				4		愛知県		36		3.0		4		埼玉県		15		4.4		4		静岡県		18		6.5

				5		兵庫県		32		2.6		5		千葉県		13		3.8		5		愛知県		16		5.8

				6		埼玉県		26		2.1		6		茨城県		12		3.5		6		千葉県		14		5.1

				7		千葉県		21		1.7		6		愛知県		12		3.5		7		栃木県		13		4.7

				8		茨城県		15		1.2		8		京都府		8		2.4		8		大阪府		10		3.6

				9		福岡県		14		1.2		8		兵庫県		8		2.4		9		福島県		9		3.3

				10		静岡県		11		0.9		8		福岡県		8		2.4		9		茨城県		9		3.3

				10		京都府		11		0.9										9		岐阜県		9		3.3

																				9		兵庫県		9		3.3



































12.常時従業員数

						全体 ゼンタイ										製造業										卸売業・商社										小売業										サービス業								不明 フメイ

				順位 ジュンイ		地域 チイキ		常時従業員数 ジョウジジュウギョウインスウ		構成比（％） コウセイヒ				順位 ジュンイ		地域 チイキ		常時従業員数 ジョウジジュウギョウインスウ		構成比（％） コウセイヒ				順位 ジュンイ		地域 チイキ		常時従業員数 ジョウジジュウギョウインスウ		構成比（％） コウセイヒ				順位 ジュンイ		地域 チイキ		常時従業員数 ジョウジジュウギョウインスウ		構成比（％） コウセイヒ				順位 ジュンイ		地域 チイキ		常時従業員数 ジョウジジュウギョウインスウ		構成比（％） コウセイヒ

				1		東京都		22,166		35.7				1		広島県		4,502		14.8				1		東京都		5,573		56.7				1		東京都		1,861		32.5				1		東京都		9,833		68.2				北海道		187

				2		神奈川県		5,688		9.2				2		東京都		4,076		13.4				2		神奈川県		1,434		14.6				2		千葉県		877		15.3				2		大阪府		1,426		9.9				青森県		0

				3		広島県		4,623		7.5				3		神奈川県		3,137		10.3				3		大阪府		859		8.7				3		神奈川県		582		10.2				3		埼玉県		530		3.7				岩手県		0

				4		大阪府		4,553		7.3				4		埼玉県		2,830		9.3				4		群馬県		405		4.1				4		大阪府		529		9.2				4		神奈川県		478		3.3				宮城県		18

				5		埼玉県		3,914		6.3				5		大阪府		1,612		5.3				5		愛知県		310		3.2				5		愛知県		356		6.2				5		千葉県		451		3.1				秋田県		0

				6		群馬県		1,954		3.2				6		群馬県		1,356		4.5				6		埼玉県		195		2.0				6		福岡県		354		6.2				6		福岡県		384		2.7				山形県		0

				7		千葉県		1,802		2.9				7		福島県		1,232		4.0				7		千葉県		188		1.9				7		埼玉県		341		6.0				7		三重県		293		2.0				福島県		0

				8		愛知県		1,731		2.8				8		茨城県		1,225		4.0				8		兵庫県		144		1.5				8		兵庫県		266		4.6				8		愛知県		214		1.5				茨城県		100

				9		福岡県		1,593		2.6				9		三重県		1,133		3.7				9		福岡県		131		1.3				9		群馬県		193		3.4				9		静岡県		150		1.0				栃木県		0

				10		三重県		1,509		2.4				10		栃木県		975		3.2				10		静岡県		105		1.1				10		宮城県		180		3.1				10		北海道		83		0.6				群馬県		0

						全体 ゼンタイ		62,021		100.0						全体 ゼンタイ		30,445		100.0						全体 ゼンタイ		9,824		100.0						全体 ゼンタイ		5,721		100.0						全体 ゼンタイ		14,413		100.0				全体 ゼンタイ		1618

																																																						全体 ゼンタイ		製造業		サービス業		卸売業・商社		小売業		不明 フメイ

																																																						62,021		30,445		14,413		9,824		5,721		1,618

																																																								49.1		23.2		15.8		9.2		2.6



[分類名]
[値]人
[パーセンテージ]



[分類名]
[値]人
[パーセンテージ]
[分類名]
[値]人
[パーセンテージ]
[分類名]
[値]人
[パーセンテージ]
[分類名]
[値]人
[パーセンテージ]

製造業	サービス業	卸売業・商社	小売業	不明	30445	14413	9824	5721	1618	製造業	サービス業	卸売業・商社	小売業	不明	49.088212057206434	23.23890295222586	15.839796198061947	9.2242949968559049	2.6087937956498606	


14.売上高増減(経年)



				

				

						貴社の直近決算年度の売上高の前年度比増減

				　		N=

				2021年 ネン		1,253

				2022年 ネン		1,296

				2023年 ネン		1,419

				2024年 ネン		1,340















































































































































































































































































































































































































































































































































































						貴社の直近決算年度の売上高の前年度比増減

						全体		10％以上増加		1～10％未満増加		横ばい		1～10％未満減少		10％以上減少

				2021年 ネン		1253		22.5		13.5		23.0		12.1		28.9

				2022年 ネン		1296		32.6		18.1		25.9		7.3		16.0

				2023年 ネン		1419		34.7		20.6		23.9		8.4		12.5						55.3

				2024年 ネン		1340		29.4		19.3		27.3		9.9		14.0						48.7

																						6.6



10％以上増加	

2021年	2022年	2023年	2024年	22.5	32.6	34.700000000000003	29.4	1～10％未満増加	

2021年	2022年	2023年	2024年	13.5	18.100000000000001	20.6	19.3	横ばい	

2021年	2022年	2023年	2024年	23	25.9	23.9	27.3	1～10％未満減少	

2021年	2022年	2023年	2024年	12.1	7.3	8.4	9.9	10％以上減少	

2021年	2022年	2023年	2024年	28.9	16	12.5	14	

2021年	2022年	2023年	2024年	2021年	2022年	2023年	2024年	

















15.事業計画進行度合い (経年)

								事業計画は想定通り進行していますか

				　		N=

				2023年		1,482

				2024年		1,387

										  

































































































































































































































































































































































































































































































































































						事業計画は想定通り進行していますか

						全体		想定よりも進行度合いが良い		想定通り進行している		想定よりも進行度合いが悪い

		　		2023年 ネン		1482		7.0		56.0		37.0

				2024年 ネン		1387		5.3		59.2		35.5



想定よりも進行度合いが良い	



2023年	2024年	7	5.3	想定通り進行している	



2023年	2024年	56	59.2	想定よりも進行度合いが悪い	



2023年	2024年	37	35.5	3.6



2023年	2024年	2023年	2024年	







16.国内事業計画(経年)



				

				

						将来的な国内事業の計画について

				　		N=

				2021年 ネン		1,289

				2022年 ネン		1,333

				2023年 ネン		1,493

				2024年 ネン		1,385















































































































































































































































































































































































































































































































































































						将来的な国内事業の計画について

						全体		強化・拡大する		現状維持する		縮小する		撤退する

				2021年 ネン		1289		53.7		42.7		3.0		0.5

				2022年 ネン		1333		56.7		40.8		2.1		0.4

				2023年 ネン		1493		62.4		34.4		2.3		0.8

				2024年 ネン		1385		54.2		42.1		2.7		0.9



強化・拡大する	









2021年	2022年	2023年	2024年	53.7	56.7	62.4	54.2	現状維持する	









2021年	2022年	2023年	2024年	42.7	40.799999999999997	34.4	42.1	縮小する	3.0 

2.1

2.3





2021年	2022年	2023年	2024年	3	2.1	2.2999999999999998	2.7	撤退する	0.5

0.4

0.8





2021年	2022年	2023年	2024年	0.5	0.4	0.8	0.9	2.0 

1.1

2.9



2021年	2022年	2023年	2024年	2021年	2022年	2023年	2024年	







16.親会社地域別事業計画

				親会社地域5category

				

				

						将来的な国内事業の計画について

						N=

				  全  体		1,385

				北米		313

				アジア		486

				欧州		524

				その他		53

				不明		9

												 

























































































































































































































































































































































































































































































































































						将来的な国内事業の計画について

						  全  体		強化・拡大する		現状維持する		縮小する		撤退する

				  全  体		1385		54.2		42.1		2.7		0.9

				北米		313		48.6		48.2		1.9		1.3

				アジア		486		54.9		40.5		3.7		0.8

				欧州		524		57.8		38.9		2.3		1.0

				その他		53		49.1		49.1		1.9

				不明		9		33.3		55.6		11.1



強化・拡大する	













  全  体	北米	アジア	欧州	その他	不明	54.2	48.6	54.9	57.8	49.1	33.299999999999997	現状維持する	













  全  体	北米	アジア	欧州	その他	不明	42.1	48.2	40.5	38.9	49.1	55.6	縮小する	













  全  体	北米	アジア	欧州	その他	不明	2.7	1.9	3.7	2.2999999999999998	1.9	11.1	撤退する	













  全  体	北米	アジア	欧州	その他	不明	0.9	1.3	0.8	1	2.9

3.6

1.7

2.8

6.9

12.5



  全  体	北米	アジア	欧州	その他	不明	







17.拠点設置・拡大予定(経年)



				

				

						今後3 年程度の新規拠点の設置または既存拠点の強化の予定





				新規拠点設置の
予定がある・検討している

				既存拠点強化の
予定がある・検討している

				新規拠点設置や既存拠点強化の予定はない



































										  

























































































































































































































































































































































































































































































































































						今後3 年程度の新規拠点の設置または既存拠点の強化の予定

						全体		新規拠点設置の予定がある・検討している		既存拠点強化の予定がある・検討している		新規拠点設置や既存拠点強化の予定はない

				2021年(N=1,315)		1315		8.7		17.6		71.5

				2022年(N=1,348)		1348		12.9		24.9		62.8

				2023年(N=1,537)		1537		14.6		27.8		58.1

				2024年(N=1,378)		1378		12.5		21.3		68.4



2021年(N=1,315)	8.7

17.6

71.5



新規拠点設置の予定がある・検討している	既存拠点強化の予定がある・検討している	新規拠点設置や既存拠点強化の予定はない	8.6999999999999993	17.600000000000001	71.5	2022年(N=1,348)	12.9

24.9

62.8



新規拠点設置の予定がある・検討している	既存拠点強化の予定がある・検討している	新規拠点設置や既存拠点強化の予定はない	12.9	24.9	62.8	2023年(N=1,537)	14.6

27.8

58.1



新規拠点設置の予定がある・検討している	既存拠点強化の予定がある・検討している	新規拠点設置や既存拠点強化の予定はない	14.6	27.8	58.1	2024年(N=1,378)	

新規拠点設置の予定がある・検討している	既存拠点強化の予定がある・検討している	新規拠点設置や既存拠点強化の予定はない	12.5	21.3	68.400000000000006	







17.親会社国別拠点設置・拡大予定



				

				

				Q25

				日本国内において新規拠点の設置または既存拠点の強化の予定

								N=		新規拠点設置の予定がある・
検討している		既存拠点強化の予定がある・
検討している		新規拠点設置や既存拠点強化の予定はない

						  全  体		1,378		12.5		21.3		68.4

						【北米】		314		7.6		16.9		76.4

						【アジア】		484		15.9		24.0		63.0

						　シンガポール		65		23.1		23.1		55.4

						　中国		136		16.9		31.6		53.7

						　香港		55		14.5		20.0		69.1

						　台湾		96		15.6		25.0		63.5

						　韓国		87		8.0		16.1		77.0

						　その他アジア		45		20.0		20.0		66.7

						【欧州】		520		12.5		21.7		68.3

						その他		52		9.6		23.1		69.2

														単位：件、％

						【北米】				-4.9 		-4.4 		8.0

						【アジア】				3.4		2.7		-5.4 

						　シンガポール				10.6		1.8		-13.0 

						　中国				4.4		10.3		-14.7 

						　香港				2.0		-1.3 		0.7

						　台湾				3.1		3.7		-4.9 

						　韓国				-4.5 		-5.2 		8.6

						　その他アジア				7.5		-1.3 		-1.7 

						【欧州】				0.0		0.4		-0.1 

						その他				-2.9 		1.8		0.8





18.立地場所の選定における重視項目



				

				

				Q26

				新規拠点の設置または既存拠点の強化を行う場合、立地場所の選定において重視する点

								N=		新規の
顧客獲得が
見込める		充実した
インフラ　		ビジネス
コスト　		現地にて
優秀な人材の確保が見込める		本社との
近接性・
アクセス		関連産業
クラスターが存在する		BCPを
考慮した
拠点の分散　 コウリョ キョテン ブンサン		魅力的な
地方自治体のインセンティブ		許認可等に
要する期間の短さ		大学や企業と研究開発
できる		教育環境　		その他


                (%)

						  全  体		1,246		49.4		40.9		38.3		35.0		14.8		11.5		10.0		8.9		5.5		5.1		1.8		6.0

				都市規模 トシ キボ		大都市圏 ダイトシケン		1,038		50.2		40.0		36.8		34.4		15.0		11.6		10.2		8.8		5.7		4.6		1.9		6.1

						中堅都市圏 チュウケントシケン		142		45.8		47.2		43.7		33.8		12.7		11.3		8.5		8.5		5.6		9.2		1.4		6.3

						その他地域 チイキ		66		43.9		40.9		50.0		47.0		15.2		10.6		9.1		12.1		1.5		4.5		1.5		4.5

				拠点機能 キョテンキノウ		経営企画・管理拠点		896		48.9		42.0		39.5		35.7		16.2		11.3		10.9		9.0		4.9		4.7		1.6		5.9

						営業・販売・
マーケティング拠点		947		51.7		42.0		39.5		35.9		15.8		11.3		10.5		8.8		5.1		4.5		1.6		5.5

						調達拠点		365		45.5		49.3		47.4		39.7		18.9		11.5		13.2		11.5		6.0		3.3		1.1		6.0

						研究開発拠点		227		33.9		53.3		46.3		47.1		17.2		10.6		16.3		15.0		5.3		11.0		1.8		7.9

						製造・加工拠点		183		33.9		52.5		53.0		45.9		21.9		10.4		19.1		13.1		6.0		5.5		1.1		6.6

						物流拠点		313		41.9		53.7		52.1		39.6		15.3		13.1		13.4		10.9		6.7		5.1		1.3		5.4

						販売・サービス提供拠点		518		50.8		41.1		42.3		34.6		13.7		11.8		9.8		8.5		4.4		4.6		1.2		6.8

						顧客対応拠点		632		50.0		45.4		41.1		37.0		15.0		13.0		12.5		9.0		5.2		5.2		1.7		7.1

						データセンター		120		45.8		61.7		43.3		47.5		19.2		17.5		20.8		15.8		5.0		6.7		3.3		5.8

						その他		76		52.6		35.5		38.2		38.2		13.2		11.8		13.2		11.8		13.2		6.6		5.3		11.8

																																単位：件、％

						大都市圏 ダイトシケン				0.8		-0.9 		-1.5 		-0.6 		0.2		0.1		0.2		-0.1 		0.2		-0.5 		0.1		0.1

						中堅都市圏 チュウケントシケン				-3.6 		6.3		5.4		-1.2 		-2.1 		-0.2 		-1.5 		-0.4 		0.1		4.1		-0.4 		0.3

						その他地域 チイキ				-5.5 		0.0		11.7		12.0		0.4		-0.9 		-0.9 		3.2		-4.0 		-0.6 		-0.3 		-1.5 

						経営企画・管理拠点				-0.5 		1.1		1.2		0.7		1.4		-0.2 		0.9		0.1		-0.6 		-0.4 		-0.2 		-0.1 

						営業・販売・
マーケティング拠点				2.3		1.1		1.2		0.9		1.0		-0.2 		0.5		-0.1 		-0.4 		-0.6 		-0.2 		-0.5 

						調達拠点				-3.9 		8.4		9.1		4.7		4.1		0.0		3.2		2.6		0.5		-1.8 		-0.7 		0.0

						研究開発拠点				-15.5 		12.4		8.0		12.1		2.4		-0.9 		6.3		6.1		-0.2 		5.9		0.0		1.9

						製造・加工拠点				-15.5 		11.6		14.7		10.9		7.1		-1.1 		9.1		4.2		0.5		0.4		-0.7 		0.6

						物流拠点				-7.5 		12.8		13.8		4.6		0.5		1.6		3.4		2.0		1.2		0.0		-0.5 		-0.6 

						販売・サービス提供拠点				1.4		0.2		4.0		-0.4 		-1.1 		0.3		-0.2 		-0.4 		-1.1 		-0.5 		-0.6 		0.8

						顧客対応拠点				0.6		4.5		2.8		2.0		0.2		1.5		2.5		0.1		-0.3 		0.1		-0.1 		1.1

						データセンター				-3.6 		20.8		5.0		12.5		4.4		6.0		10.8		6.9		-0.5 		1.6		1.5		-0.2 

						その他				3.2		-5.4 		-0.1 		3.2		-1.6 		0.3		3.2		2.9		7.7		1.5		3.5		5.8





20.業種別ビジネス環境魅力



				

				

				Q16

				世界のほかの市場と比較して、貴社が日本の魅力と感じる項目

								N=		市場全体の規模や
成長性		社会・経済の安定性／地政学上の安定性		インフラの充実		顧客産業・関連産業の集積・存在		自社のビジネス分野の中長期的な成長性		洗練された消費者の
存在		国内企業や大学・研究機関の技術・製品開発力の高さ		消費者の
所得水準の高さ		社会課題先進国としてのビジネス機会がある（※）		アジア地域の統括拠点としての
適性		高度人材の獲得		知財等の
法整備

						  全  体		1,353		46.2		39.1		36.6		31.9		26.4		22.1		13.3		12.2		10.5		10.2		8.1		7.5

				業種別 ギョウシュベツ		製造業		244		35.2		41.0		41.0		35.2		18.9		22.5		18.4		12.3		12.7		12.7		12.3		7.8

						卸売業・商社		540		44.8		39.3		35.6		34.4		25.2		25.2		13.3		12.2		8.9		8.9		5.6		6.7

						小売業		71		42.3		26.8		39.4		19.7		26.8		23.9		8.5		18.3		9.9		8.5		4.2		4.2

						サービス業		454		53.3		40.3		34.8		30.4		31.7		18.5		11.9		11.5		12.1		11.2		9.3		8.6

				製造
卸小売
詳細 セイゾウ オロシ コウ ショウサイ		機械器具		267		45.3		34.1		38.6		40.8		24.0		18.4		16.5		3.7		11.2		7.5		7.5		5.2

						電子部品		100		41.0		41.0		37.0		45.0		29.0		18.0		16.0		15.0		8.0		12.0		17.0		7.0

						化学品		66		33.3		40.9		36.4		47.0		21.2		24.2		15.2		4.5		9.1		12.1		4.5		9.1

						その他		415		41.4		40.7		37.3		23.4		22.4		29.6		12.8		19.3		9.9		10.4		5.1		7.2

				サービス詳細 ショウサイ		情報通信業		144		64.6		36.1		35.4		34.0		34.7		20.8		9.7		13.2		16.7		11.1		9.0		9.7

						学術研究,専門・技術サービス業		69		42.0		37.7		26.1		34.8		26.1		8.7		31.9		5.8		11.6		10.1		15.9		10.1

						金融業・保険業		62		71.0		40.3		32.3		22.6		30.6		9.7		1.6		17.7		11.3		12.9		6.5		6.5

						その他		178		42.1		44.9		38.8		28.7		31.5		23.6		9.6		10.1		9.0		11.2		7.9		7.3

																																単位：件、％

				※「高齢化などの社会課題先進国であり、新技術・サービス開発によるビジネス機会がある」

						製造業				-11.0 		1.9		4.4		3.3		-7.5 		0.4		5.1		0.1		2.2		2.5		4.2		0.3

						卸売業・商社				-1.4 		0.2		-1.0 		2.5		-1.2 		3.1		0.0		0.0		-1.6 		-1.3 		-2.5 		-0.8 

						小売業				-3.9 		-12.3 		2.8		-12.2 		0.4		1.8		-4.8 		6.1		-0.6 		-1.7 		-3.9 		-3.3 

						サービス業				7.1		1.2		-1.8 		-1.5 		5.3		-3.6 		-1.4 		-0.7 		1.6		1.0		1.2		1.1

						機械器具				-0.9 		-5.0 		2.0		8.9		-2.4 		-3.7 		3.2		-8.5 		0.7		-2.7 		-0.6 		-2.3 

						電子部品				-5.2 		1.9		0.4		13.1		2.6		-4.1 		2.7		2.8		-2.5 		1.8		8.9		-0.5 

						化学品				-12.9 		1.8		-0.2 		15.1		-5.2 		2.1		1.9		-7.7 		-1.4 		1.9		-3.6 		1.6

						その他				-4.8 		1.6		0.7		-8.5 		-4.0 		7.5		-0.5 		7.1		-0.6 		0.2		-3.0 		-0.3 

						情報通信業				18.4		-3.0 		-1.2 		2.1		8.3		-1.3 		-3.6 		1.0		6.2		0.9		0.9		2.2

						学術研究,専門・技術サービス業				-4.2 		-1.4 		-10.5 		2.9		-0.3 		-13.4 		18.6		-6.4 		1.1		-0.1 		7.8		2.6

						金融業・保険業				24.8		1.2		-4.3 		-9.3 		4.2		-12.4 		-11.7 		5.5		0.8		2.7		-1.6 		-1.0 

						その他				-4.1 		5.8		2.2		-3.2 		5.1		1.5		-3.7 		-2.1 		-1.5 		1.0		-0.2 		-0.2 





21.ビジネス環境変化



						

						





								N=

				改善 カイゼン		ビジネスにおける行政手続きの簡素化・デジタル化		1,356

						コーポレートガバナンス（企業統治）・企業価値の意識 イシキ		1,354

						ビジネスにおける外国語での
コミュニケーション		1,359

						外資系企業に対する日本企業・社会の受け入れ態勢		1,352

						ビジネスパートナーの発掘		1,354

						オフィス・事業用地の確保		1,353

				変化なし ヘンカ		入国管理制度(高度外国人材の就労・在留手続き等)		1,354

						銀行取引		1,358

						会社設立手続きや許認可制度に関する法規		1,351

						資金調達		1,350

				悪化 アッカ		高度人材の確保		1,357

						一般人材の確保		1,359









































































































































































































































































































































































































































































































































































						  全  体		改善している		変わらない		悪化している

				ビジネスにおける行政手続きの簡素化・デジタル化		1356		29.5		63.1		7.3				22.2

				.コーポレートガバナンス（企業統治）・企業価値の意		1354		26.4		71.3		2.3				24.1

				ビジネスにおける外国語でのコミュニケーション		1359		25.5		69.4		5.1				20.4

				外資系企業に対する日本企業・社会の受け入れ態勢		1352		16.2		79.1		4.8				11.4

				ビジネスパートナーの発掘		1354		14.2		79.4		6.3				7.9

				オフィス・事業用地の確保		1353		12.0		76.1		11.9				0.1

				入国管理制度(高度外国人材の就労・在留手続き等)		1354		10.6		81.5		7.9				2.7

				銀行取引		1358		9.2		82.0		8.8				0.4

				会社設立手続きや許認可制度に関する法規		1351		8.4		88.2		3.4				5.0

				資金調達		1350		6.3		90.1		3.7				2.6

				高度人材の確保		1357		7.1		62.5		30.5				-23.4

				一般人材の確保		1359		6.5		56.1		37.3



改善している	

























ビジネスにおける行政手続きの簡素化・デジタル化	.コーポレートガバナンス（企業統治）・企業価値の意	ビジネスにおける外国語でのコミュニケーション	外資系企業に対する日本企業・社会の受け入れ態勢	ビジネスパートナーの発掘	オフィス・事業用地の確保	入国管理制度(高度外国人材の就労・在留手続き等)	銀行取引	会社設立手続きや許認可制度に関する法規	資金調達	高度人材の確保	一般人材の確保	29.5	26.4	25.5	16.2	14.2	12	10.6	9.1999999999999993	8.4	6.3	7.1	6.5	変わらない	























ビジネスにおける行政手続きの簡素化・デジタル化	.コーポレートガバナンス（企業統治）・企業価値の意	ビジネスにおける外国語でのコミュニケーション	外資系企業に対する日本企業・社会の受け入れ態勢	ビジネスパートナーの発掘	オフィス・事業用地の確保	入国管理制度(高度外国人材の就労・在留手続き等)	銀行取引	会社設立手続きや許認可制度に関する法規	資金調達	高度人材の確保	一般人材の確保	63.1	71.3	69.400000000000006	79.099999999999994	79.400000000000006	76.099999999999994	81.5	82	88.2	90.1	62.5	56.1	悪化している	























ビジネスにおける行政手続きの簡素化・デジタル化	.コーポレートガバナンス（企業統治）・企業価値の意	ビジネスにおける外国語でのコミュニケーション	外資系企業に対する日本企業・社会の受け入れ態勢	ビジネスパートナーの発掘	オフィス・事業用地の確保	入国管理制度(高度外国人材の就労・在留手続き等)	銀行取引	会社設立手続きや許認可制度に関する法規	資金調達	高度人材の確保	一般人材の確保	7.3	2.2999999999999998	5.0999999999999996	4.8	6.3	11.9	7.9	8.8000000000000007	3.4	3.7	30.5	37.299999999999997	4.7

4.7

5.1

5.5

5.3

5.7

5.9

6.4

4.9

4.8

5.1

ビジネスにおける行政手続きの簡素化・デジタル化	.コーポレートガバナンス（企業統治）・企業価値の意	ビジネスにおける外国語でのコミュニケーション	外資系企業に対する日本企業・社会の受け入れ態勢	ビジネスパートナーの発掘	オフィス・事業用地の確保	入国管理制度(高度外国人材の就労・在留手続き等)	銀行取引	会社設立手続きや許認可制度に関する法規	資金調達	高度人材の確保	一般人材の確保	ビジネスにおける行政手続きの簡素化・デジタル化	.コーポレートガバナンス（企業統治）・企業価値の意	ビジネスにおける外国語でのコミュニケーション	外資系企業に対する日本企業・社会の受け入れ態勢	ビジネスパートナーの発掘	オフィス・事業用地の確保	入国管理制度(高度外国人材の就労・在留手続き等)	銀行取引	会社設立手続きや許認可制度に関する法規	資金調達	高度人材の確保	一般人材の確保	







22.特に改善を期待する項目



				

				

						日本でのビジネス活動にあたり、特に改善を期待する項目





				一般人材の確保

				高度人材の確保

				ビジネスにおける行政手続きの
簡素化・デジタル化

				ビジネスにおける外国語での
コミュニケーション

				ビジネスパートナーの発掘

				銀行取引

				入国管理制度

				外資系企業に対する日本企業・
社会の受け入れ態勢

				会社設立手続きや許認可制度に
関する法規制

				資金調達

				オフィス・事業用地の確保

				コーポレートガバナンス
（企業統治）・企業価値の意識















								 



























































































































































































































































































































































































































































































































































						世界のほかの市場と比較して、貴社が日本の魅力と感じる項目

						全体		一般人材の確保		高度人材の確保		ビジネスにおける行政手続きの簡素化・デジタル化		ビジネスにおける外国語でのコミュニケーション		ビジネスパートナーの発掘		銀行取引		入国管理制度		外資系企業に対する日本企業・社会の受け入れ態勢		会社設立手続きや許認可制度に関する法規制		資金調達		オフィス・事業用地の確保		コーポレートガバナンス（企業統治・企業価値の意識）

		　		　		1537		21.7		18.0		14.1		12.8		7.4		6.2		6.0		5.2		3.7		2.0		1.4		1.3



(N = 1,192)

　	

























一般人材の確保	高度人材の確保	ビジネスにおける行政手続きの簡素化・デジタル化	ビジネスにおける外国語でのコミュニケーション	ビジネスパートナーの発掘	銀行取引	入国管理制度	外資系企業に対する日本企業・社会の受け入れ態勢	会社設立手続きや許認可制度に関する法規制	資金調達	オフィス・事業用地の確保	コーポレートガバナンス（企業統治・企業価値の意識）	21.7	18	14.1	12.8	7.4	6.2	6	5.2	3.7	2	1.4	1.3	



24.業種別採用計画達成度

				業種/貴社

				

				

						過去1年間の採用計画は達成できましたか

						N =

				  全  体		1,297

				製造業		234

				卸売業・商社		518

				小売業		67

				サービス業		435

												 

























































































































































































































































































































































































































































































































































						過去1年間の採用計画は達成できましたか

						  全  体		達成した		ほぼ達成した		あまり達成できなかった		達成できなかった

				  全  体		1297		26.4		39.9		20.4		13.3

				製造業		234		15.8		46.6		23.5		14.1						62.4		37.6

				卸売業・商社		518		31.1		37.5		17.2		14.3						68.6		31.5

				小売業		67		26.9		47.8		9.0		16.4						74.7		25.4

				サービス業		435		26.9		37.7		24.1		11.3						64.6		35.4



達成した	











  全  体	製造業	卸売業・商社	小売業	サービス業	26.4	15.8	31.1	26.9	26.9	ほぼ達成した	











  全  体	製造業	卸売業・商社	小売業	サービス業	39.9	46.6	37.5	47.8	37.700000000000003	あまり達成できなかった	











  全  体	製造業	卸売業・商社	小売業	サービス業	20.399999999999999	23.5	17.2	9	24.1	達成できなかった	











  全  体	製造業	卸売業・商社	小売業	サービス業	13.3	14.1	14.3	16.399999999999999	11.3	9.2

8.6

9.1

12.2

7.7



  全  体	製造業	卸売業・商社	小売業	サービス業	







24.都市規模別採用計画達成度

				都市規模

				

				

						過去1年間の採用計画は達成できましたか



						N =

				  全  体		1,297

				大都市圏		1,088

				中堅都市圏		142

				その他地域		67

												 

























































































































































































































































































































































































































































































































































						過去1年間の採用計画は達成できましたか

						  全  体		達成した		ほぼ達成した		あまり達成できなかった		達成できなかった

				  全  体		1297		26.4		39.9		20.4		13.3						66.3		33.7

				大都市圏		1088		26.9		41.2		19.8		12.1						68.1		31.9

				中堅都市圏		142		26.8		32.4		21.8		19.0						59.2		40.8

				その他地域		67		16.4		35.8		28.4		19.4						52.2		47.8



達成した	

  全  体	大都市圏	中堅都市圏	その他地域	26.4	26.9	26.8	16.399999999999999	ほぼ達成した	

  全  体	大都市圏	中堅都市圏	その他地域	39.9	41.2	32.4	35.799999999999997	あまり達成できなかった	

  全  体	大都市圏	中堅都市圏	その他地域	20.399999999999999	19.8	21.8	28.4	達成できなかった	

  全  体	大都市圏	中堅都市圏	その他地域	13.3	12.1	19	19.399999999999999	

  全  体	大都市圏	中堅都市圏	その他地域	







24.新規採用者数(経年)

						過去1年間の新規採用者数



				　		N=

				2023年 ネン		1,510

				2024年 ネン		1,405















































































































































































































































































































































































































































































































































								過去1年間の新規採用者数

								全体		3人未満		3～5人		6～10人		11～20人		21～30人		31～50人		51～100人		101人以上		新規採用なし

						2023年 ネン		1510		40.6		16.6		10.1		7.0		2.6		1.9		1.1		0.8		19.3

						2024年 ネン		1405		40.4		16.6		8.5		4.8		1.9		1.1		1.1		0.6		25.1



(N = 1,405)

3人未満	



2023年	2024年	40.596026490066222	40.4	3～5人	



2023年	2024年	16.622516556291391	16.600000000000001	6～10人	



2023年	2024年	10.066225165562914	8.5	11～20人	



2023年	2024年	7.0198675496688745	4.8	21～30人	



2023年	2024年	2.5827814569536423	1.9	31～50人	



2023年	2024年	1.8543046357615895	1.1000000000000001	51～100人	



2023年	2024年	1.1258278145695364	1.1000000000000001	101人以上	



2023年	2024年	0.79470198675496684	0.6	新規採用なし	



2023年	2024年	19.337748344370862	25.1	1.8



2023年	2024年	







25.確保が困難な人材の分野



				

				

						確保が困難な人材の分野について





						N=		営業・
マーケティング
人材		IT・技術人材		経営・企画人材		一般作業人材		経理・財務人材		総務・人事人材		その他

				全体		583		57.3		39.1		18.2		16.0		12.7		8.4		16.0

				【北海道・東北】		11		9.1		45.5		0.0		45.5		9.1		0.0		27.3

				【関東】		451		61.2		38.4		18.0		12.2		12.0		8.0		16.0

				　東京		350		62.3		40.3		19.1		9.7		12.6		7.7		16.0

				　それ以外		101		57.4		31.7		13.9		20.8		9.9		8.9		15.8

				【中部】		46		45.7		45.7		17.4		21.7		13.0		4.3		19.6

				【関西】		55		52.7		36.4		18.2		25.5		18.2		12.7		10.9

				【中国・四国】		7		42.9		42.9		28.6		42.9		14.3		14.3		14.3

				【九州・沖縄】		13		30.8		46.2		38.5		46.2		15.4		23.1		15.4

																				単位：件、％









































































































































































































































































































































































































































































































































						確保が困難な人材の分野について

						  全  体		営業・マーケティング人材		IT・技術人材（デジタルトランスフォーメーション（DX）推進など）		経営・企画人材		一般作業人材（工場・倉庫・配送など）		経理・財務人材		総務・人事人材		その他

				全体		583		57.3		39.1		18.2		16.0		12.7		8.4		16.0

				北海道・東北		11		9.1		45.5		0.0		45.5		9.1		0.0		27.3

				関東		451		61.2		38.4		18.0		12.2		12.0		8.0		16.0

				中部		46		45.7		45.7		17.4		21.7		13.0		4.3		19.6

				関西		55		52.7		36.4		18.2		25.5		18.2		12.7		10.9

				中国・四国		7		42.9		42.9		28.6		42.9		14.3		14.3		14.3

				九州・沖縄		13		30.8		46.2		38.5		46.2		15.4		23.1		15.4













全体	営業・マーケティング人材	IT・技術人材（デジタルトランスフォーメーション（DX）推進など）	経営・企画人材	一般作業人材（工場・倉庫・配送など）	経理・財務人材	総務・人事人材	その他	57.3	39.1	18.2	16	12.7	8.4	16	北海道・東北	営業・マーケティング人材	IT・技術人材（デジタルトランスフォーメーション（DX）推進など）	経営・企画人材	一般作業人材（工場・倉庫・配送など）	経理・財務人材	総務・人事人材	その他	9.1	45.5	0	45.5	9.1	0	27.3	関東	営業・マーケティング人材	IT・技術人材（デジタルトランスフォーメーション（DX）推進など）	経営・企画人材	一般作業人材（工場・倉庫・配送など）	経理・財務人材	総務・人事人材	その他	61.2	38.4	18	12.2	12	8	16	中部	営業・マーケティング人材	IT・技術人材（デジタルトランスフォーメーション（DX）推進など）	経営・企画人材	一般作業人材（工場・倉庫・配送など）	経理・財務人材	総務・人事人材	その他	45.7	45.7	17.399999999999999	21.7	13	4.3	19.600000000000001	関西	営業・マーケティング人材	IT・技術人材（デジタルトランスフォーメーション（DX）推進など）	経営・企画人材	一般作業人材（工場・倉庫・配送など）	経理・財務人材	総務・人事人材	その他	52.7	36.4	18.2	25.5	18.2	12.7	10.9	中国・四国	営業・マーケティング人材	IT・技術人材（デジタルトランスフォーメーション（DX）推進など）	経営・企画人材	一般作業人材（工場・倉庫・配送など）	経理・財務人材	総務・人事人材	その他	42.9	42.9	28.6	42.9	14.3	14.3	14.3	九州・沖縄	営業・マーケティング人材	IT・技術人材（デジタルトランスフォーメーション（DX）推進など）	経営・企画人材	一般作業人材（工場・倉庫・配送など）	経理・財務人材	総務・人事人材	その他	30.8	46.2	38.5	46.2	15.4	23.1	15.4	営業・マーケティング人材	IT・技術人材（デジタルトランスフォーメーション（DX）推進など）	経営・企画人材	一般作業人材（工場・倉庫・配送など）	経理・財務人材	総務・人事人材	その他	









26.国内事業における人材雇用状況





				

						人材雇用の状況 ジンザイコヨウ ジョウキョウ



						N=

				全体		1,385

		業種 ギョウシュ		製造業		248

				卸売業・商社		553

				小売業		74

				サービス業		465

		本社地の都市規模 ホンシャチ トシキボ		大都市		1,162

				　東京都		880

				　神奈川県		167

				　愛知県		33

				　大阪府		82

				中堅都市		155

				その他都市		68













































































































































































































































































































































































































































































































































































						人材雇用の状況 ジンザイコヨウ ジョウキョウ

						全体		採用活動を実施し、必要な人材を確保できている。あるいは確保できる見込みである		採用活動を実施しているが、必要な人材の確保が困難。あるいは困難な見込みである		採用活動は実施していない あるいは予定していない				 

		貴社業種 キシャギョウシュ		全体		1385		24.3		42.4		33.3						66.7

				製造業		248		25.4		49.6		25.0						75.0

				卸売業・商社		553		22.2		37.8		40.0						60.0

				小売業		74		23.0		41.9		35.1						64.9

				サービス業		465		26.7		43.0		30.3						69.7

				大都市		1162		25.5		41.0		33.6						66.5

				　東京都		880		27.5		40.1		32.4						67.6

				　神奈川県		167		22.8		45.5		31.7						68.3

				　愛知県		33		6.1		45.5		48.5						51.6

				　大阪府		82		17.1		39.0		43.9						56.1

				中堅都市		155		18.1		45.8		36.1						63.9

				その他地方都市		68		19.1		58.8		22.1						77.9



採用活動を実施し、必要な人材を確保できている。あるいは確保できる見込みである	

全体	製造業	卸売業・商社	小売業	サービス業	大都市	　東京都	　神奈川県	　愛知県	　大阪府	中堅都市	その他地方都市	24.3	25.4	22.2	23	26.7	25.5	27.5	22.8	6.1	17.100000000000001	18.100000000000001	19.100000000000001	採用活動を実施しているが、必要な人材の確保が困難。あるいは困難な見込みである	

全体	製造業	卸売業・商社	小売業	サービス業	大都市	　東京都	　神奈川県	　愛知県	　大阪府	中堅都市	その他地方都市	42.4	49.6	37.799999999999997	41.9	43	41	40.1	45.5	45.5	39	45.8	58.8	採用活動は実施していない あるいは予定していない	

全体	製造業	卸売業・商社	小売業	サービス業	大都市	　東京都	　神奈川県	　愛知県	　大阪府	中堅都市	その他地方都市	33.299999999999997	25	40	35.1	30.3	33.6	32.4	31.7	48.5	43.9	36.1	22.1	全体	製造業	卸売業・商社	小売業	サービス業	大都市	　東京都	　神奈川県	　愛知県	　大阪府	中堅都市	その他地方都市	 	全体	製造業	卸売業・商社	小売業	サービス業	大都市	　東京都	　神奈川県	　愛知県	　大阪府	中堅都市	その他地方都市	











27.親会社国別人材確保取組



				

				





								N=		自社の知名度向上・広報
強化		給与引上げ		社員の英語等外国語能力
向上		リモート
ワークの推進		採用活動への予算・
資源配分増		女性活躍の
推進		国外人材の
採用・異動（高度人材）		成果重視の
評価制度改革		リスキリング		国外人材の
採用・異動（その他の
人材）		大学等教育
機関からの
インターンシップ
受け入れ		留学生の
雇用		その他

						  全  体		1,238		39.4		34.7		28.8		26.3		21.5		21.4		19.4		16.7		13.8		12.4		7.4		5.3		2.4

						【北米】		280		41.8		32.1		32.5		28.9		21.1		23.9		19.6		16.4		15.4		8.2		8.2		2.9		2.1

						【アジア】		436		36.9		34.9		18.3		18.3		21.6		16.1		21.6		13.3		11.0		16.7		6.7		9.2		2.1

						　シンガポール		58		37.9		36.2		29.3		25.9		27.6		17.2		31.0		17.2		19.0		17.2		10.3		10.3		3.4

						　中国		124		35.5		29.8		10.5		18.5		20.2		9.7		24.2		14.5		10.5		20.2		4.8		12.9		0.8

						　香港		48		39.6		31.3		25.0		10.4		20.8		14.6		14.6		20.8		4.2		16.7		2.1		6.3		0.0

						　台湾		86		39.5		37.2		22.1		16.3		14.0		22.1		23.3		16.3		14.0		20.9		9.3		10.5		0.0

						【欧州】		470		40.2		36.2		36.8		30.6		22.6		24.5		17.2		19.6		15.1		10.9		7.9		3.0		2.6

																																		単位：件、％

						【北米】				2.4		-2.6 		3.7		2.6		-0.4 		2.5		0.2		-0.3 		1.6		-4.2 		0.8		-2.4 		-0.3 

						【アジア】				-2.5 		0.2		-10.5 		-8.0 		0.1		-5.3 		2.2		-3.4 		-2.8 		4.3		-0.7 		3.9		-0.3 

						　シンガポール				-1.5 		1.5		0.5		-0.4 		6.1		-4.2 		11.6		0.5		5.2		4.8		2.9		5.0		1.0

						　中国				-3.9 		-4.9 		-18.3 		-7.8 		-1.3 		-11.7 		4.8		-2.2 		-3.3 		7.8		-2.6 		7.6		-1.6 

						　香港				0.2		-3.4 		-3.8 		-15.9 		-0.7 		-6.8 		-4.8 		4.1		-9.6 		4.3		-5.3 		1.0		-2.4 

						　台湾				0.1		2.5		-6.7 		-10.0 		-7.5 		0.7		3.9		-0.4 		0.2		8.5		1.9		5.2		-2.4 

						【欧州】				0.8		1.5		8.0		4.3		1.1		3.1		-2.2 		2.9		1.3		-1.5 		0.5		-2.3 		0.2





28.就労在留円滑化top3



						

						

								日本国内での就労・在留にあたり必要な環境整備の重要度/3つまで





				手続き・制度 テツヅ セイド		行政手続きの簡素化・デジタル化

						在留資格（ビザ）の取得のしやすさ

						社会保障制度（国民年金・厚生年金・確定拠出年金等）における事務手続き負担の軽減

						相続税や報酬に対する課税など在留外国人資産家・投資家が直面する税負担の軽減

				生活環境 セイカツカンキョウ		公共機関・医療機関等の多言語対応

						住居探し・契約手続きの円滑化

						銀行における個人口座の開設の円滑化

						生活面に関する相談体制の充実

						子弟等の教育環境(インターナショナルスクール)の充実

				就労環境 シュウロウカンキョウ		ワークライフバランスや多様な働き方の推進

						成果重視の評価制度の推進

				その他 タ		その他

						該当しない、わからない



































































































































































































































































































































































































































































































































































								日本国内での就労・在留にあたり必要な環境整備の重要度/1番目に重要

								全体		行政手続きの簡素化・デジタル化		在留資格（ビザ）の取得のしやすさ		社会保障制度（国民年金・厚生年金・確定拠出年金等）における事務手続き負担の軽減		相続税や報酬に対する課税など在留外国人資産家・投資家が直面する税負担の軽減		公共機関・医療機関等の多言語対応		住居探し・契約手続きの円滑化		銀行における個人口座の開設の円滑化		生活面に関する相談体制の充実		子弟等の教育環境(インターナショナルスクール)の充実		ワークライフバランスや多様な働き方の推進		成果重視の評価制度の推進		その他		該当しない、わからない

								1537		41.8		36.6		27.4		13.8		30.5		18.9		15.6		13.5		9.2		25.3		17.3		1.8		17.0



(n=1,310)





























行政手続きの簡素化・デジタル化	在留資格（ビザ）の取得のしやすさ	社会保障制度（国民年金・厚生年金・確定拠出年金等）における事務手続き負担の軽減	相続税や報酬に対する課税など在留外国人資産家・投資家が直面する税負担の軽減	公共機関・医療機関等の多言語対応	住居探し・契約手続きの円滑化	銀行における個人口座の開設の円滑化	生活面に関する相談体制の充実	子弟等の教育環境(インターナショナルスクール)の充実	ワークライフバランスや多様な働き方の推進	成果重視の評価制度の推進	その他	該当しない、わからない	41.8	36.6	27.4	13.8	30.5	18.899999999999999	15.6	13.5	9.1999999999999993	25.3	17.3	1.8	17	





29.資金調達実績



				

				





								N=		自己資金
（内部留保など）		親会社等の関係
会社からの借入		金融機関からの
融資		補助金・助成金		自治体制度融資		VC（ベンチャーキャピタル）出資		エンジェル投資家出資		IPO
（新規公開株式）		その他

						  全  体		1,365		56.5		54.1		20.0		6.7		1.1		1.1		0.7		0.1		2.0

						製造業 セイゾウギョウ		243		54.3		54.3		30.9		13.2		1.2		1.2		0.4		0.4		2.1

						卸売業・商社 オロシウリギョウ ショウシャ		548		57.3		53.6		22.6		5.7		1.6		0.0		0.0		0.0		0.7

						小売業 コウリギョウ		72		63.9		45.8		15.3		4.2		0.0		1.4		0.0		0.0		1.4

						サービス業 ギョウ		457		55.8		56.5		12.7		5.7		0.7		2.4		1.8		0.2		3.1

																										単位：件、％

						製造業 セイゾウギョウ				-2.2 		0.2		10.9		6.5		0.1		0.1		-0.3 		0.3		0.1

						卸売業・商社 オロシウリギョウ ショウシャ				0.8		-0.5 		2.6		-1.0 		0.5		-1.1 		-0.7 		-0.1 		-1.3 

						小売業 コウリギョウ				7.4		-8.3 		-4.7 		-2.5 		-1.1 		0.3		-0.7 		-0.1 		-0.6 

						サービス業 ギョウ				-0.7 		2.4		-7.3 		-1.0 		-0.4 		1.3		1.1		0.1		1.1







								N=		自己資金
（内部留保など）		親会社等の関係
会社からの借入		金融機関からの
融資		補助金・助成金		自治体制度
融資		VC（ベンチャーキャピタル）出資		エンジェル投資家出資		IPO
（新規公開株式）		その他

						  全  体		1,365		56.5		54.1		20.0		6.7		1.1		1.1		0.7		0.1		2.0

						1980年以前 ネン イゼン		122		59.8		39.3		33.6		5.7		0.0		0.0		0.0		0.0		4.1

						1981～1990年 ネン		125		65.6		43.2		29.6		5.6		2.4		0.0		0.0		0.0		1.6

						1991～2000年 ネン		199		63.8		46.2		23.1		5.5		1.5		0.0		0.0		0.0		2.5

						2001～2010年 ネン		303		63.4		47.2		20.1		7.6		0.7		0.3		0.0		0.0		1.0

						2011～2015年 ネン		212		51.4		64.2		17.9		7.5		1.9		1.4		0.9		0.0		2.4

						2016年～2020年 ネン ネン		249		50.2		61.8		16.5		6.8		1.2		1.2		0.8		0.4		2.0

						2021年以降 ネン イコウ		148		40.5		71.6		5.4		7.4		0.0		5.4		3.4		0.7		1.4

						不明 フメイ		7		42.9		71.4		14.3		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

																										単位：件、％

						1980年以前 ネン イゼン				3.3		-14.8 		13.6		-1.0 		-1.1 		-1.1 		-0.7 		-0.1 		2.1

						1981～1990年 ネン				9.1		-10.9 		9.6		-1.1 		1.3		-1.1 		-0.7 		-0.1 		-0.4 

						1991～2000年 ネン				7.3		-7.9 		3.1		-1.2 		0.4		-1.1 		-0.7 		-0.1 		0.5

						2001～2010年 ネン				6.9		-6.9 		0.1		0.9		-0.4 		-0.8 		-0.7 		-0.1 		-1.0 

						2011～2015年 ネン				-5.1 		10.1		-2.1 		0.8		0.8		0.3		0.2		-0.1 		0.4

						2016年～2020年 ネン ネン				-6.3 		7.7		-3.5 		0.1		0.1		0.1		0.1		0.3		0.0

						2021年以降 ネン イコウ				-16.0 		17.5		-14.6 		0.7		-1.1 		4.3		2.7		0.6		-0.6 

						不明 フメイ				-13.6 		17.3		-5.7 		-6.7 		-1.1 		-1.1 		-0.7 		-0.1 		-2.0 





31.協業実施状況





				

				

						（1）協業・連携の実施状況





						N=

		全体				1,380

		製造業、卸・商社、
小売業		医薬品・化粧品		48

				電子部品		100

				機械器具		275

				金属製品		41

				飲食料品		48

				化学品		66

		サービス業		情報通信業		144

				学術研究,専門・技術サービス業		70

				金融業・保険業		64















































































































































































































































































































































































































































































































































































						（1）協業・連携の実施状況

						全体		実施している		過去実施も、現在は行っていない		実施したことはないが、検討している		実施したことはなく、検討もしていない				 

		規模		全体		1380		20.7		7.5		11.5		60.3

				医薬品・化粧品		48		45.8		2.1		2.1		50.0

				電子部品		100		22.0		11.0		13.0		54.0

				機械器具		275		20.0		9.1		10.5		60.4

				金属製品		41		19.5		4.9		7.3		68.3

				飲食料品		48		6.3		10.4		4.2		79.2

				化学品		66		19.7		10.6		12.1		57.6



				情報通信業		144		25.0		9.0		17.4		48.6

				学術研究,専門・技術サービス業		70		35.7		8.6		11.4		44.3

				金融業・保険業		64		17.2		3.1		6.3		73.4





																								作業用

																										全体		実施している		過去に実施も、現在は行っていない		実施したことはないが、検討している		実施したことはなく、検討もしていない		無回答						全体		実施している		過去に実施したことがあるが、現在は行っていない		実施したことはないが、検討している		実施したことはなく、検討もしていない		無回答

				機械器具		301		20.6		9.3		14.3		53.8		2.0								1980年以前		126		32		11		6		69		8				2016年以降		407		108		28		95		160		16

				電子部品		89		22.5		12.4		16.9		48.3		0.0										100.0		25.4		8.7		4.8		54.8		6.3						100.0		26.5		6.9		23.3		39.3		3.9

				化学品		74		28.4		5.4		17.6		44.6		4.1								1981～1990年		132		21		11		6		87		7				2015年以前		1115		220		86		118		650		41

				金属製品		51		19.6		5.9		15.7		54.9		3.9										100.0		15.9		8.3		4.5		65.9		5.3						100.0		19.7		7.7		10.6		58.3		3.7

				飲食料品		56		12.5		12.5		7.1		62.5		5.4								1991～2000年		240		40		18		23		152		7

				医薬品・化粧品		47		34.0		6.4		14.9		40.4		4.3										100.0		16.7		7.5		9.6		63.3		2.9

				その他		194		20.1		11.3		9.8		55.2		3.6								2001～2010年		396		86		30		48		219		13

				情報通信業		168		27.4		6.0		23.2		41.1		2.4										100.0		21.7		7.6		12.1		55.3		3.3

				学術研究,専門・技術サービス業		72		27.8		5.6		23.6		36.1		6.9								2011～2015年		221		41		16		35		123		6

				金融業・保険業		72		19.4		4.2		8.3		63.9		4.2										100.0		18.6		7.2		15.8		55.7		2.7

				その他		184		22.8		3.3		13.6		57.6		2.7								2016～2020年		298		76		19		56		133		14

																										100.0		25.5		6.4		18.8		44.6		4.7

																								2021年以降		109		32		9		39		27		2

		1		医薬品・化粧品		47		34		6.4		14.9		40.4		4.3										100.0		29.4		8.3		35.8		24.8		1.8

		2		電子部品		89		22.5		12.4		16.9		48.3		0								不明		7		1		0		2		2		2

		3		機械器具		301		20.6		9.3		14.3		53.8		2										100.0		14.3		0.0		28.6		28.6		28.6

		4		金属製品		51		19.6		5.9		15.7		54.9		3.9								全体		1537		331		115		215		817		59

		5		飲食料品		56		12.5		12.5		7.1		62.5		5.4										100.0		21.5		7.5		14.0		53.2		3.8

		6		化学品		74		28.4		5.4		17.6		44.6		4.1

				その他		194		20.1		11.3		9.8		55.2		3.6



実施している	

全体	医薬品・化粧品	電子部品	機械器具	金属製品	飲食料品	化学品	情報通信業	学術研究,専門・技術サービス業	金融業・保険業	20.7	45.8	22	20	19.5	6.3	19.7	25	35.700000000000003	17.2	過去実施も、現在は行っていない	

全体	医薬品・化粧品	電子部品	機械器具	金属製品	飲食料品	化学品	情報通信業	学術研究,専門・技術サービス業	金融業・保険業	7.5	2.1	11	9.1	4.9000000000000004	10.4	10.6	9	8.6	3.1	実施したことはないが、検討している	

全体	医薬品・化粧品	電子部品	機械器具	金属製品	飲食料品	化学品	情報通信業	学術研究,専門・技術サービス業	金融業・保険業	11.5	2.1	13	10.5	7.3	4.2	12.1	17.399999999999999	11.4	6.3	実施したことはなく、検討もしていない	

全体	医薬品・化粧品	電子部品	機械器具	金属製品	飲食料品	化学品	情報通信業	学術研究,専門・技術サービス業	金融業・保険業	60.3	50	54	60.4	68.3	79.2	57.6	48.6	44.3	73.400000000000006	

全体	医薬品・化粧品	電子部品	機械器具	金属製品	飲食料品	化学品	情報通信業	学術研究,専門・技術サービス業	金融業・保険業	 	全体	医薬品・化粧品	電子部品	機械器具	金属製品	飲食料品	化学品	情報通信業	学術研究,専門・技術サービス業	金融業・保険業	

















32.詳細業種別協業・連携内容



				

				

				Q34.02

				具体的な協業・連携の内容

								N=		共同マーケティング・
販路開拓
(日本市場)		共同研究開発		新製品・
サービスの
共同開発		共同マーケティング・
販路開拓
(日本以外の
外国市場)		資本提携
(協業・連携パートナーへの出資やM&Aなど)		共同生産		資本提携
(合弁会社の設立など)		（設備などの）共同購入・利用		その他

						  全  体		519		40.5		37.6		37.0		11.6		6.7		5.0		3.7		2.7		9.1

				製造・卸小売 セイゾウ オロシコウリ		機械器具		101		44.6		45.5		30.7		7.9		4.0		8.9		3.0		4.0		1.0

						電子部品		44		38.6		38.6		34.1		4.5		4.5		4.5		2.3		2.3		0.0

						化学品		28		17.9		42.9		35.7		3.6		7.1		10.7		7.1		0.0		3.6

						金属製品		13		46.2		30.8		61.5		15.4		7.7		7.7		0.0		0.0		15.4

						飲食料品		10		30.0		50.0		30.0		0.0		0.0		20.0		0.0		10.0		10.0

						医薬品・化粧品		22		36.4		63.6		36.4		18.2		4.5		4.5		4.5		0.0		9.1

						繊維製品・衣服		6		50.0		16.7		83.3		16.7		16.7		0.0		0.0		0.0		16.7

						文具・玩具・生活用品等		6		50.0		0.0		83.3		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						プラスチック・ゴム製品		9		22.2		22.2		55.6		0.0		33.3		22.2		0.0		0.0		11.1

						その他		74		35.1		32.4		32.4		8.1		4.1		1.4		1.4		4.1		14.9

				サービス		情報通信業		73		58.9		35.6		45.2		15.1		6.8		2.7		6.8		2.7		6.8

						学術研究,専門・技術サービス業		37		24.3		37.8		27.0		18.9		5.4		2.7		5.4		5.4		18.9

						金融業・保険業		17		52.9		29.4		29.4		17.6		23.5		0.0		5.9		0.0		5.9

						運輸業，郵便業		7		57.1		0.0		28.6		42.9		14.3		0.0		14.3		0.0		14.3

						その他		55		34.5		32.7		40.0		18.2		7.3		1.8		3.6		1.8		20.0

																										単位：件、％

						機械器具				4.1		7.9		-6.3 		-3.7 		-2.7 		3.9		-0.7 		1.3		-8.1 

						電子部品				-1.9 		1.0		-2.9 		-7.1 		-2.2 		-0.5 		-1.4 		-0.4 		-9.1 

						化学品				-22.6 		5.3		-1.3 		-8.0 		0.4		5.7		3.4		-2.7 		-5.5 

						金属製品				5.7		-6.8 		24.5		3.8		1.0		2.7		-3.7 		-2.7 		6.3

						飲食料品				-10.5 		12.4		-7.0 		-11.6 		-6.7 		15.0		-3.7 		7.3		0.9

						医薬品・化粧品				-4.1 		26.0		-0.6 		6.6		-2.2 		-0.5 		0.8		-2.7 		0.0

						繊維製品・衣服				9.5		-20.9 		46.3		5.1		10.0		-5.0 		-3.7 		-2.7 		7.6

						文具・玩具・生活用品等				9.5		-37.6 		46.3		-11.6 		-6.7 		-5.0 		-3.7 		-2.7 		-9.1 

						プラスチック・ゴム製品				-18.3 		-15.4 		18.6		-11.6 		26.6		17.2		-3.7 		-2.7 		2.0

						その他				-5.4 		-5.2 		-4.6 		-3.5 		-2.6 		-3.6 		-2.3 		1.4		5.8

						情報通信業				18.4		-2.0 		8.2		3.5		0.1		-2.3 		3.1		0.0		-2.3 

						学術研究,専門・技術サービス業				-16.2 		0.2		-10.0 		7.3		-1.3 		-2.3 		1.7		2.7		9.8

						金融業・保険業				12.4		-8.2 		-7.6 		6.0		16.8		-5.0 		2.2		-2.7 		-3.2 

						運輸業，郵便業				16.6		-37.6 		-8.4 		31.3		7.6		-5.0 		10.6		-2.7 		5.2

						その他				-6.0 		-4.9 		3.0		6.6		0.6		-3.2 		-0.1 		-0.9 		10.9





33.業種別協業・連携パートナー



				

				

						協業・連携（検討中を含む）のパートナー





						N=		大企業
（代理店を除く）		中小企業
（代理店、
スタートアップを除く）		大学
（研究室、
教授などとの連携を含む）		代理店		大学以外の
研究機関		スタートアップ		その他

				全体		522		45.0		42.7		38.5		25.9		12.6		12.5		5.2

				製造業		112		42.9		37.5		47.3		19.6		16.1		13.4		3.6

				卸売業・商社		190		37.9		40.5		36.3		34.7		11.1		9.5		5.3

				小売業		18		44.4		50.0		27.8		38.9		11.1		0.0		0.0

				サービス業		187		55.1		47.6		34.8		20.3		12.3		16.6		7.0

																				単位：件、％

				製造業				-2.1 		-5.2 		8.8		-6.3 		3.5		0.9		-1.6 

				卸売業・商社				-7.1 		-2.2 		-2.2 		8.8		-1.5 		-3.0 		0.1

				小売業				-0.6 		7.3		-10.7 		13.0		-1.5 		-12.5 		-5.2 

				サービス業				10.1		4.9		-3.7 		-5.6 		-0.3 		4.1		1.8









































































































































































































































































































































































































































































































































						協業・連携（検討中を含む）のパートナー

						  全  体		大企業（代理店を除く）		中小企業（代理店、スタートアップを除く）		大学（研究室、教授などとの連携を含む）		代理店		大学以外の研究機関		スタートアップ		その他

				  全  体		522		45.0		42.7		38.5		25.9		12.6		12.5		5.2

				製造業		112		42.9		37.5		47.3		19.6		16.1		13.4		3.6

				卸売業・商社		190		37.9		40.5		36.3		34.7		11.1		9.5		5.3

				小売業		18		44.4		50.0		27.8		38.9		11.1		0.0		0.0

				サービス業		187		55.1		47.6		34.8		20.3		12.3		16.6		7.0

		  全  体 (n=522)

		製造業 (n=112)

		卸売業・商社 (n=190)

		小売業 (n=18)

		サービス業 (n=187)



  全  体	大企業（代理店を除く）	中小企業（代理店、スタートアップを除く）	大学（研究室、教授などとの連携を含む）	代理店	大学以外の研究機関	スタートアップ	その他	45	42.7	38.5	25.9	12.6	12.5	5.2	製造業	大企業（代理店を除く）	中小企業（代理店、スタートアップを除く）	大学（研究室、教授などとの連携を含む）	代理店	大学以外の研究機関	スタートアップ	その他	42.9	37.5	47.3	19.600000000000001	16.100000000000001	13.4	3.6	卸売業・商社	大企業（代理店を除く）	中小企業（代理店、スタートアップを除く）	大学（研究室、教授などとの連携を含む）	代理店	大学以外の研究機関	スタートアップ	その他	37.9	40.5	36.299999999999997	34.700000000000003	11.1	9.5	5.3	小売業	大企業（代理店を除く）	中小企業（代理店、スタートアップを除く）	大学（研究室、教授などとの連携を含む）	代理店	大学以外の研究機関	スタートアップ	その他	44.4	50	27.8	38.9	11.1	0	0	サービス業	大企業（代理店を除く）	中小企業（代理店、スタートアップを除く）	大学（研究室、教授などとの連携を含む）	代理店	大学以外の研究機関	スタートアップ	その他	55.1	47.6	34.799999999999997	20.3	12.3	16.600000000000001	7	大企業（代理店を除く）	中小企業（代理店、スタートアップを除く）	大学（研究室、教授などとの連携を含む）	代理店	大学以外の研究機関	スタートアップ	その他	







34.協業・連携と今後の事業計画

				国内企業・大学・研究機関などとの協業・連携の取り組みについて、実施状況

				

				

						将来的な国内事業の計画について

						N =

				  全  体		1,385

				実施している		283

				過去に実施したことがあるが、現在は行っていない		101

				実施したことはないが、
検討している		157

				実施したことはなく、
検討もしていない		827

												 

























































































































































































































































































































































































































































































































































						将来的な国内事業の計画について

						  全  体		強化・拡大する		現状維持する		縮小する		撤退する

				  全  体		1385		54.2		42.1		2.7		0.9

				実施している		283		66.4		32.2		1.1		0.4

				過去に実施したことがあるが、現在は行っていない		101		58.4		38.6		3.0

				実施したことはないが、検討している		157		78.3		21.0		0.6

				実施したことはなく、検討もしていない		827		45.1		50.1		3.6		1.2



強化・拡大する	











  全  体	実施している	過去に実施したことがあるが、現在は行っていない	実施したことはないが、検討している	実施したことはなく、検討もしていない	54.2	66.400000000000006	58.4	78.3	45.1	現状維持する	











  全  体	実施している	過去に実施したことがあるが、現在は行っていない	実施したことはないが、検討している	実施したことはなく、検討もしていない	42.1	32.200000000000003	38.6	21	50.1	縮小する	











  全  体	実施している	過去に実施したことがあるが、現在は行っていない	実施したことはないが、検討している	実施したことはなく、検討もしていない	2.7	1.1000000000000001	3	0.6	3.6	撤退する	











  全  体	実施している	過去に実施したことがあるが、現在は行っていない	実施したことはないが、検討している	実施したことはなく、検討もしていない	0.9	0.4	1.2	2.9

1.5

0.9

1.4

1.2



  全  体	実施している	過去に実施したことがあるが、現在は行っていない	実施したことはないが、検討している	実施したことはなく、検討もしていない	







34.協業・連携と今後の事業計画 (経年)

				国内企業・大学・研究機関などとの協業・連携の取り組みについて、実施状況

				

				

						将来的な国内事業の計画について

						N =

				2023年 ネン		1,493

				2024年 ネン		1,385







																										2023年 ネン



















												 

























































































































































































































































































































































































































































































































































						将来的な国内事業の計画について																				  全  体		強化・拡大する		現状維持する		縮小する		撤退する		  無回答		  全  体（DK除外） ジョガイ		強化・拡大する		現状維持する		縮小する		撤退する

						  全  体		強化・拡大する		現状維持する		縮小する		撤退する												1537		932		514		35		12		44		1493		932		514		35		12

				2023年 ネン		1493		62.4		34.4		2.3		0.8												100		60.6		33.4		2.3		0.8		2.9				62.4		34.4		2.3		0.8

				2024年 ネン		1385		54.2		42.1		2.7		0.9









強化・拡大する	





2023年	2024年	62.424648359008707	54.2	





現状維持する	





2023年	2024年	34.427327528466172	42.1	





縮小する	





2023年	2024年	2.344273275284662	2.7	





撤退する	





2023年	2024年	0.80375083724045537	0.9	





2.9

1.5



2023年	2024年	0.9

1.4

1.2

2023年	2024年	







35.パートナーの発掘手段

						協業・連携のパートナーを発掘するにあたり、活用したあるいは活用予定の手段（複数回答可）

				

				





										展示会やイベントへの参加（国内）		既存のパートナー企業を通じた紹介		海外親会社を通じた紹介		大学等の研究機関を通じた紹介		展示会やイベントへの参加（海外）		自社ウェブサイト・SNS等を活用した広報や
アプローチ		自治体等の公的機関による支援		外部専門人材の
活用		その他

								N=																		(%)

						  全  体		507		68.8		49.1		28.0		22.1		21.3		21.3		7.9		7.1		4.7

				業種 ギョウシュ		製造業 セイゾウギョウ		106		71.7		44.3		26.4		24.5		25.5		13.2		8.5		6.6		5.7

						卸売業・商社 オロシウリギョウ ショウシャ		189		75.7		48.7		26.5		21.2		19.0		21.2		3.7		6.9		4.2

						小売業 コウリギョウ		17		76.5		29.4		23.5		11.8		35.3		23.5		5.9		0.0		0.0

						サービス業 ギョウ		183		61.2		54.6		30.6		21.9		21.3		27.3		12.0		8.7		4.4

				会社設立時期 カイシャ セツリツ ジキ		1980年以前 ネン イゼン		48		68.8		43.8		14.6		35.4		22.9		12.5		8.3		6.3		8.3

						1981～1990年 ネン		36		58.3		38.9		25.0		19.4		19.4		8.3		2.8		0.0		8.3

						1991～2000年 ネン		52		69.2		46.2		21.2		15.4		15.4		25.0		3.8		5.8		1.9

						2001～2010年 ネン		99		63.6		47.5		30.3		29.3		22.2		23.2		9.1		11.1		4.0

						2011～2015年 ネン		75		65.3		52.0		21.3		17.3		18.7		16.0		5.3		5.3		8.0

						2016年～2020年 ネン ネン		100		74.0		49.0		38.0		19.0		19.0		25.0		6.0		8.0		3.0

						2021年以降 ネン イコウ		96		76.0		56.3		32.3		19.8		28.1		27.1		14.6		7.3		3.1























37.親会社国別_日本の重要性

				親会社地域（アジア、欧州国別）

				

				

						地政学的リスクを踏まえた、日本市場・事業及び日本法人の重要性について





						N =

				  全  体		1,368

				【北米】		308

				【アジア】		484

				　シンガポール		64

				　中国		137

				　香港		55

				　台湾		95

				【欧州】		516





















												 

























































































































































































































































































































































































































































































































































						地政学的リスクを踏まえた、日本市場・事業及び日本法人の重要性について

						  全  体		向上した		変化なし		低下した		不明		  無回答

				  全  体		1368		12.7		56.1		7.7		23.4

				【北米】		308		13.0		57.5		6.8		22.7

				【アジア】		484		15.3		51.2		8.3		25.2

				　シンガポール		64		7.8		50.0		10.9		31.3

				　中国		137		20.4		48.9		8.8		21.9

				　香港		55		12.7		61.8		7.3		18.2

				　台湾		95		21.1		48.4		10.5		20.0

				　韓国		88		8.0		52.3		8.0		31.8

				　その他アジア		45		15.6		51.1		0.0		33.3

				【欧州】		516		10.9		59.5		7.8		21.9

				　英国		57		14.0		45.6		14.0		26.3

				　フランス		64		12.5		62.5		6.3		18.8

				　ドイツ		180		10.6		59.4		5.0		25.0

				　スイス		54		14.8		64.8		7.4		13.0

				　オランダ		26		3.8		61.5		19.2		15.4

				　その他欧州		135		8.9		61.5		7.4		22.2

				その他		51		7.8		56.9		9.8		25.5

				不明		9		0.0		77.8		0.0		22.2



向上した	



































  全  体	【北米】	【アジア】	　シンガポール	　中国	　香港	　台湾	　韓国	　その他アジア	【欧州】	　英国	　フランス	　ドイツ	　スイス	　オランダ	　その他欧州	その他	12.7	13	15.3	7.8	20.399999999999999	12.7	21.1	8	15.6	10.9	14	12.5	10.6	14.8	3.8	8.9	7.8	変化なし	



































  全  体	【北米】	【アジア】	　シンガポール	　中国	　香港	　台湾	　韓国	　その他アジア	【欧州】	　英国	　フランス	　ドイツ	　スイス	　オランダ	　その他欧州	その他	56.1	57.5	51.2	50	48.9	61.8	48.4	52.3	51.1	59.5	45.6	62.5	59.4	64.8	61.5	61.5	56.9	低下した	



































  全  体	【北米】	【アジア】	　シンガポール	　中国	　香港	　台湾	　韓国	　その他アジア	【欧州】	　英国	　フランス	　ドイツ	　スイス	　オランダ	　その他欧州	その他	7.7	6.8	8.3000000000000007	10.9	8.8000000000000007	7.3	10.5	8	0	7.8	14	6.3	5	7.4	19.2	7.4	9.8000000000000007	不明	



































  全  体	【北米】	【アジア】	　シンガポール	　中国	　香港	　台湾	　韓国	　その他アジア	【欧州】	　英国	　フランス	　ドイツ	　スイス	　オランダ	　その他欧州	その他	23.4	22.7	25.2	31.3	21.9	18.2	20	31.8	33.299999999999997	21.9	26.3	18.8	25	13	15.4	22.2	25.5	  無回答	5.6

8.0

4.1

8.1

2.0

1.3

3.4

5.4

8.0

4.8

3.6

3.8

4.2

8.1

7.9

4.5

10.3



  全  体	【北米】	【アジア】	　シンガポール	　中国	　香港	　台湾	　韓国	　その他アジア	【欧州】	　英国	　フランス	　ドイツ	　スイス	　オランダ	　その他欧州	その他	







39.今後の資金調達

				

				

						今後の調達方針 コンゴ チョウタツホウシン





				特に変更の予定なし

				日本国内での調達比率を拡大し、
海外からの調達比率を縮小する

				海外からの調達比率を拡大し、
日本国内での調達比率を縮小する

































								 



























































































































































































































































































































































































































































































































































						全体		特に変更の予定なし		日本国内での調達比率を拡大し、海外からの調達比率を縮小する		海外からの調達比率を拡大し、日本国内での調達比率を縮小する

		　		　		1381		82.8		11.6		5.6

								1143		160		78



(N = 1,381)

　	

特に変更の予定なし	日本国内での調達比率を拡大し、海外からの調達比率を縮小する	海外からの調達比率を拡大し、日本国内での調達比率を縮小する	82.8	11.6	5.6	



39.調達において重視する国、地域

				海外からの調達比率を拡大する企業が、調達において重視する国/地域（複数回答可）

				※貴機構の情報により作成、体裁を合わせるためグラフのみ作成しました。 キキコウ ジョウホウ サクセイ テイサイ ア サクセイ

				適宜ご利用ください。 テキギ リヨウ

																		（N=78）

				全体 ゼンタイ		中国 チュウゴク		米国 ベイコク		ベトナム		台湾 タイワン		インド		ドイツ		シンガポール		香港 ホンコン		タイ		韓国 カンコク		スイス		英国 エイコク		オランダ		インドネシア		マレーシア		その他 タ

				78		37		21		17		16		11		10		9		8		8		6		4		3		2		2		2		8





中国	米国	ベトナム	台湾	インド	ドイツ	シンガポール	香港	タイ	韓国	スイス	英国	オランダ	インドネシア	マレーシア	その他	37	21	17	16	11	10	9	8	8	6	4	3	2	2	2	8	







40.日本以外で重視している国

				今後の調達方針において、日本以外で重視している国・地域（複数回答可）





																		（N=1,073）

				全体 ゼンタイ		中国		米国		ドイツ		台湾		インド		韓国		ベトナム		シンガポール		タイ		英国		香港		スイス		オランダ		その他

				1073		365		325		169		159		154		151		149		111		111		76		63		39		29		163





中国	米国	ドイツ	台湾	インド	韓国	ベトナム	シンガポール	タイ	英国	香港	スイス	オランダ	その他	365	325	169	159	154	151	149	111	111	76	63	39	29	163	







40.日本以外で重視している国（業種別）

				今後の調達方針において、日本以外で重視している国・地域（業種別・複数回答可） ギョウシュベツ







				N		中国		米国		ドイツ		台湾		インド		韓国		ベトナム		シンガポール		タイ		英国		香港		スイス		オランダ		その他

		製造業(N=208) セイゾウギョウ		208		101		47		31		42		44		24		29		8		27		7		5		9		5		29

		卸売業・商社(N=451) オロシウリギョウ ショウシャ		451		160		138		91		63		55		49		59		30		44		23		13		14		16		76

		小売業(N=53) コウリギョウ		53		15		15		11		6		3		14		5		4		6		3		6		2		1		7

		サービス業(N-325) ギョウ		325		77		115		34		44		46		57		49		66		31		41		38		13		7		48



製造業(N=208)	

中国	米国	ドイツ	台湾	インド	韓国	ベトナム	シンガポール	タイ	英国	香港	スイス	オランダ	その他	101	47	31	42	44	24	29	8	27	7	5	9	5	29	卸売業・商社(N=451)	

中国	米国	ドイツ	台湾	インド	韓国	ベトナム	シンガポール	タイ	英国	香港	スイス	オランダ	その他	160	138	91	63	55	49	59	30	44	23	13	14	16	76	小売業(N=53)	

中国	米国	ドイツ	台湾	インド	韓国	ベトナム	シンガポール	タイ	英国	香港	スイス	オランダ	その他	15	15	11	6	3	14	5	4	6	3	6	2	1	7	サービス業(N-325)	

中国	米国	ドイツ	台湾	インド	韓国	ベトナム	シンガポール	タイ	英国	香港	スイス	オランダ	その他	77	115	34	44	46	57	49	66	31	41	38	13	7	48	







41.親会社国別機能移転(実施・検討) (経年)

				親会社地域（アジア、欧州国別）

				

				

						親会社の保有する海外拠点における機能について、日本国内に移転予定の有無

								N =

				  全  体		2023年 ネン		1471

						2024年 ネン		1362



				【北米】		2023年 ネン		320

						2024年 ネン		306



				【アジア】		2023年 ネン		496																								1471		320		496		58		141		75		85		591

						2024年 ネン		479																								1362		306		479		64		134		56		94		518



				　シンガポール		2023年 ネン		58

						2024年 ネン		64



				　中国		2023年 ネン		141

						2024年 ネン		134				 



				　香港		2023年 ネン		75

						2024年 ネン		56



				　台湾		2023年 ネン		85

						2024年 ネン		94



				【欧州】		2023年 ネン		591

						2024年 ネン		518

















































































































































































































































































































































































































































































































						親会社の保有する海外拠点における機能について、日本国内に移転予定の有無

						  全  体		実施した・予定がある		検討している

				  全  体		1362		2.8		5.5

								3.9		4.4



				【北米】		306		1.6		3.1

								3.6		3.9



				【アジア】		479		3.0		7.5

								4.0		6.1



				　シンガポール		64		5.2		3.4

								7.8		6.3



				　中国		134		2.1		10.6

								3.0		8.2



				　香港		56		2.7		9.3

								3.6		5.4



				　台湾		94		2.4		8.2

								3.2		7.4



				【欧州】		518		3.4		5.2

								3.9		3.3















																		2023年 ネン

								  全  体		実施した・予定がある		検討している		予定はない				  全  体		実施した・予定がある		検討している		予定はない		  無回答								実施した・予定がある

TSR: TSR:
2023年無回答除外％		検討している

				  全  体				1362		53		60		1249				1537		41		81		1349		66				1362		1471		2.8		5.5

								100.0		3.9		4.4		91.7				100.0		2.7		5.3		87.8		4.3				306		320		1.6		3.1

				親会社国・地域		【北米】		306		11		12		283				337		5		10		305		17				479		496		3.0		7.5

								100.0		3.6		3.9		92.5				100.0		1.5		3.0		90.5		5.0				64		58		5.2		3.4

						【アジア】		479		19		29		431				516		15		37		444		20				134		141		2.1		10.6

								100.0		4.0		6.1		90.0				100.0		2.9		7.2		86.0		3.9				56		75		2.7		9.3

						　シンガポール		64		5		4		55				62		3		2		53		4				94		85		2.4		8.2

								100.0		7.8		6.3		85.9				100.0		4.8		3.2		85.5		6.5				518		591		3.4		5.2

						　中国		134		4		11		119				147		3		15		123		6

								100.0		3.0		8.2		88.8				100.0		2.0		10.2		83.7		4.1

						　香港		56		2		3		51				76		2		7		66		1

								100.0		3.6		5.4		91.1				100.0		2.6		9.2		86.8		1.3

						　台湾		94		3		7		84				89		2		7		76		4

								100.0		3.2		7.4		89.4				100.0		2.2		7.9		85.4		4.5

						【欧州】		518		20		17		481				610		20		31		540		19

								100.0		3.9		3.3		92.9				100.0		3.3		5.1		88.5		3.1



実施した・予定がある	

  全  体	【北米】	【アジア】	　シンガポール	　中国	　香港	　台湾	【欧州】	2.7872195785180147	3.9	1.5625	3.6	3.024193548387097	4	5.1724137931034484	7.8	2.1276595744680851	3	2.666666666666667	3.6	2.3529411764705883	3.2	3.3840947546531304	3.9	検討している	

  全  体	【北米】	【アジア】	　シンガポール	　中国	　香港	　台湾	【欧州】	5.5064581917063222	4.4000000000000004	3.125	3.9	7.459677419354839	6.1	3.4482758620689653	6.3	10.638297872340425	8.1999999999999993	9.3333333333333339	5.4	8.235294117647058	7.4	5.2453468697123524	3.3	

  全  体	【北米】	【アジア】	　シンガポール	　中国	　香港	　台湾	【欧州】	







41.機能別機能移転(実施・検討) (経年)

				親会社地域（アジア、欧州国別）

				

				

						親会社の保有する海外拠点における機能について、日本国内に移転予定の有無

								N =

				  全  体		2023年 ネン		122

						2024年 ネン		113



				経営企画・管理拠点		2023年 ネン		41

						2024年 ネン		31



				営業・販売・マーケティング拠点		2023年 ネン		58

						2024年 ネン		51



				調達拠点		2023年 ネン

						2024年 ネン		17



				研究開発拠点		2023年 ネン		25				 

						2024年 ネン		19



				製造・加工拠点		2023年 ネン		34

						2024年 ネン		27



				物流拠点		2023年 ネン		9

						2024年 ネン		13



				販売・サービス提供
拠点		2023年 ネン

						2024年 ネン		26



				顧客対応拠点		2023年 ネン		42

						2024年 ネン		35



				データセンター		2023年 ネン		11

						2024年 ネン		9









































































































































































































































































































































































































































































































































						親会社の保有する海外拠点における機能について、日本国内に移転予定の有無



						  全  体		実施した・予定がある		検討している																  全  体		実施した・予定がある		検討している						

TSR: TSR:
2024年　Q23×Q22		

TSR: TSR:
2023年														  全  体		実施した・予定がある		検討している		予定はない		  無回答

				  全  体		122		41		81														  全  体		122		41		81						  全  体		113		53		60		0		0

						113		53		60														経営企画・管理拠点		41		15		26								100.0		46.9		53.1		0.0		0.0

																								営業・販売・マーケティング拠点		58		20		38						経営企画・管理拠点		31		16		15		0		0

				経営企画・管理拠点		41		15		26														研究開発拠点		25		4		21								100.0		51.6		48.4		0.0		0.0

						31		16		15														製造・加工拠点		34		8		26						営業・マーケティング拠点		51		24		27		0		0

																								物流拠点		9		3		6								100.0		47.1		52.9		0.0		0.0

				営業・販売・マーケティング拠点		58		20		38														顧客対応拠点		42		15		27						調達拠点		17		10		7		0		0

						51		24		27														データセンター		11		3		8								100.0		58.8		41.2		0.0		0.0

																																				研究開発拠点		19		5		14		0		0

				調達拠点																																		100.0		26.3		73.7		0.0		0.0

						17		10		7																										製造・加工拠点		27		10		17		0		0

																																						100.0		37.0		63.0		0.0		0.0

				研究開発拠点		25		4		21																										物流拠点		13		5		8		0		0

						19		5		14																												100.0		38.5		61.5		0.0		0.0

																																				販売・サービス提供拠点		26		14		12		0		0

				製造・加工拠点		34		8		26																												100.0		53.8		46.2		0.0		0.0

						27		10		17																										顧客対応拠点		35		19		16		0		0

																																						100.0		54.3		45.7		0.0		0.0

				物流拠点		9		3		6																										データセンター		9		4		5		0		0

						13		5		8																												100.0		44.4		55.6		0.0		0.0

																																				その他		5		3		2		0		0

				販売・サービス提供拠点																																		100.0		60.0		40.0		0.0		0.0

						26		14		12																										  無回答		2		2		0		0		0

																																						100.0		100.0		0.0		0.0		0.0

				顧客対応拠点		42		15		27

						35		19.0		16.0



				データセンター		11		3.0		8.0

						9		4		5



実施した・予定がある	

  全  体	経営企画・管理拠点	営業・販売・マーケティング拠点	調達拠点	研究開発拠点	製造・加工拠点	物流拠点	販売・サービス提供拠点	顧客対応拠点	データセンター	41	53	15	16	20	24	10	4	5	8	10	3	5	14	15	19	3	4	検討している	

  全  体	経営企画・管理拠点	営業・販売・マーケティング拠点	調達拠点	研究開発拠点	製造・加工拠点	物流拠点	販売・サービス提供拠点	顧客対応拠点	データセンター	81	60	26	15	38	27	7	21	14	26	17	6	8	12	27	16	8	5	

  全  体	経営企画・管理拠点	営業・販売・マーケティング拠点	調達拠点	研究開発拠点	製造・加工拠点	物流拠点	販売・サービス提供拠点	顧客対応拠点	データセンター	







42.協業・連携状況別日本への機能移転



				

				





								N=		営業・
マーケティング拠点		顧客対応
拠点		経営企画・管理拠点		製造・加工拠点		販売・
サービス
提供拠点		研究開発
拠点		調達拠点		物流拠点		データ
センター		その他

						  全  体		111		45.9		31.5		27.9		24.3		23.4		17.1		15.3		11.7		8.1		4.5

						実施している		42		57.1		42.9		28.6		19.0		31.0		23.8		14.3		9.5		7.1		7.1

						過去に実施したことがあるが、現在は行っていない		9		55.6		44.4		33.3		33.3		22.2		11.1		11.1		0.0		22.2		11.1

						実施したことはないが、検討している		25		44.0		36.0		28.0		24.0		24.0		32.0		28.0		24.0		8.0		4.0

						実施したことはなく、検討もしていない		35		31.4		11.4		25.7		28.6		14.3		0.0		8.6		8.6		5.7		0.0

																												単位：件、％

						実施している				11.2		11.4		0.7		-5.3 		7.6		6.7		-1.0 		-2.2 		-1.0 		2.6

						過去に実施したことがあるが、現在は行っていない				9.7		12.9		5.4		9.0		-1.2 		-6.0 		-4.2 		-11.7 		14.1		6.6

						実施したことはないが、検討している				-1.9 		4.5		0.1		-0.3 		0.6		14.9		12.7		12.3		-0.1 		-0.5 

						実施したことはなく、検討もしていない				-14.5 		-20.1 		-2.2 		4.3		-9.1 		-17.1 		-6.7 		-3.1 		-2.4 		-4.5 





43.ビジネス展開(個社)



				

				

						貴社が取組を推進している/その検討をしているテーマ/1番目





				サプライチェーンの再構築

				デジタルトランスフォーメーション（DX）

				サステナビリティ

				データセキュリティ・プライバシー

				健康・ヘルスケア

				AI・ロボティクス

				リモートワーク

				人権の保護と推進

				女性活躍の推進

				その他



















































































































































































































































































































































































































































































































































































						貴社が取組推進・検討をしているテーマ

						全体		サプライチェーンの再構築：ローカライゼーション、多角化、サプライチェーンの透明性など		デジタルトランスフォーメーション（DX）：データ利活用、業務プロセスのデジタル化など		サステナビリティ：環境（脱炭素化など）、循環経済、ESGの取り組みなど		データセキュリティ・プライバシー：データの保護とプライバシーに関する規制への対応、セキュリティシステムの強化など		健康・ヘルスケア：従業員の健康増進、関連福利厚生・社内制度の強化		AI・ロボティクス：AIを活用した自動化、ロボティクスの活用、新たなビジネスモデルの探求など		リモートワーク：リモートワーク環境の整備、リモート下での人事制度の最適化など		人権の保護と推進：多様性の促進、不当な労働慣行の排除など		女性活躍の推進：女性のリーダーシップの強化、女性従業員へのキャリア支援、職場の均等な機会の提供など		その他

		　		　		1252		23.7		22.9		12.1		11.7		8.1		8.0		5.8		4.1		2.1		1.5

												サプライチェーンの再構築：ローカライゼーション、多角化、サプライチェーンの透明性など		23.7

												デジタルトランスフォーメーション（DX）：データ利活用、業務プロセスのデジタル化など		22.9

												サステナビリティ：環境（脱炭素化など）、循環経済、ESGの取り組みなど		12.1

												データセキュリティ・プライバシー：データの保護とプライバシーに関する規制への対応、セキュリティシステムの強化など		11.7

												健康・ヘルスケア：従業員の健康増進、関連福利厚生・社内制度の強化		8.1

												AI・ロボティクス：AIを活用した自動化、ロボティクスの活用、新たなビジネスモデルの探求など		8

												リモートワーク：リモートワーク環境の整備、リモート下での人事制度の最適化など		5.8

												人権の保護と推進：多様性の促進、不当な労働慣行の排除など		4.1

												女性活躍の推進：女性のリーダーシップの強化、女性従業員へのキャリア支援、職場の均等な機会の提供など		2.1

												その他		1.5



(N = 1,252)

　	サプライチェーンの再構築：ローカライゼーション、多角化、サプライチェーンの透明性など	デジタルトランスフォーメーション（DX）：データ利活用、業務プロセスのデジタル化など	サステナビリティ：環境（脱炭素化など）、循環経済、ESGの取り組みなど	データセキュリティ・プライバシー：データの保護とプライバシーに関する規制への対応、セキュリティシステムの強化など	健康・ヘルスケア：従業員の健康増進、関連福利厚生・社内制度の強化	AI・ロボティクス：AIを活用した自動化、ロボティクスの活用、新たなビジネスモデルの探求など	リモートワーク：リモートワーク環境の整備、リモート下での人事制度の最適化など	人権の保護と推進：多様性の促進、不当な労働慣行の排除など	女性活躍の推進：女性のリーダーシップの強化、女性従業員へのキャリア支援、職場の均等な機会の提供など	その他	23.7	22.9	12.1	11.7	8.1	8	5.8	4.0999999999999996	2.1	1.5	



43.ビジネス展開(政府経済界)



				

				

						日本政府・経済界の取り組むべきテーマ(1番目） バンメ





				デジタルトランスフォーメーション（DX）

				サステナビリティ

				サプライチェーンの再構築

				データセキュリティ・プライバシー

				AI・ロボティクス

				人権の保護と推進

				女性活躍の推進

				健康・ヘルスケア

				リモートワーク

				その他

















































































































































































































































































































































































































































































































































































						日本政府・経済界の取り組むべきテーマ

						全体		デジタルトランスフォーメーション（DX）：データ利活用、業務プロセスのデジタル化など		サステナビリティ：環境（脱炭素化など）、循環経済、ESGの取り組みなど		サプライチェーンの再構築：ローカライゼーション、多角化、サプライチェーンの透明性など		データセキュリティ・プライバシー：データの保護とプライバシーに関する規制への対応、セキュリティシステムの強化など		AI・ロボティクス：AIを活用した自動化、ロボティクスの活用、新たなビジネスモデルの探求など		人権の保護と推進：多様性の促進、不当な労働慣行の排除など		女性活躍の推進：女性のリーダーシップの強化、女性従業員へのキャリア支援、職場の均等な機会の提供など		健康・ヘルスケア：従業員の健康増進、関連福利厚生・社内制度の強化		リモートワーク：リモートワーク環境の整備、リモート下での人事制度の最適化など		その他

		　		　		1224		25.1		14.3		13.2		10.5		9.2		7.6		7.2		6.0		3.3		3.8

								デジタルトランスフォーメーション（DX）：データ利活用、業務プロセスのデジタル化など		25.1

								サステナビリティ：環境（脱炭素化など）、循環経済、ESGの取り組みなど		14.3

								サプライチェーンの再構築：ローカライゼーション、多角化、サプライチェーンの透明性など		13.2

								データセキュリティ・プライバシー：データの保護とプライバシーに関する規制への対応、セキュリティシステムの強化など		10.5

								AI・ロボティクス：AIを活用した自動化、ロボティクスの活用、新たなビジネスモデルの探求など		9.2

								人権の保護と推進：多様性の促進、不当な労働慣行の排除など		7.6

								女性活躍の推進：女性のリーダーシップの強化、女性従業員へのキャリア支援、職場の均等な機会の提供など		7.2

								健康・ヘルスケア：従業員の健康増進、関連福利厚生・社内制度の強化		6

								リモートワーク：リモートワーク環境の整備、リモート下での人事制度の最適化など		3.3

								その他		3.8



(N = 1,224)

　	デジタルトランスフォーメーション（DX）：データ利活用、業務プロセスのデジタル化など	サステナビリティ：環境（脱炭素化など）、循環経済、ESGの取り組みなど	サプライチェーンの再構築：ローカライゼーション、多角化、サプライチェーンの透明性など	データセキュリティ・プライバシー：データの保護とプライバシーに関する規制への対応、セキュリティシステムの強化など	AI・ロボティクス：AIを活用した自動化、ロボティクスの活用、新たなビジネスモデルの探求など	人権の保護と推進：多様性の促進、不当な労働慣行の排除など	女性活躍の推進：女性のリーダーシップの強化、女性従業員へのキャリア支援、職場の均等な機会の提供など	健康・ヘルスケア：従業員の健康増進、関連福利厚生・社内制度の強化	リモートワーク：リモートワーク環境の整備、リモート下での人事制度の最適化など	その他	25.1	14.3	13.2	10.5	9.1999999999999993	7.6	7.2	6	3.3	3.8	



Microsoft_Excel_Worksheet.xlsx

定義


						分類 ブンルイ			製造業その他 セイゾウギョウ タ			卸売業 オロシウリギョウ			小売業 コウリギョウ			サービス業 ギョウ


						大企業 ダイキギョウ			中小企業以外の企業 チュウショウキギョウイガイ キギョウ


						中小企業 チュウショウキギョウ			3億円以下
または300人以下 オクエンイカ ニンイカ			1億円以下
または100人以下 オクエンイカ ニンイカ			5,000万円以下
または50人以下 マンエンイカ ニンイカ			5,000万円以下
または100人以下 マンエンイカ ニンイカ










image1.emf

分類 製造業その他 卸売業 小売業 サービス業


大企業 中小企業以外の企業


中小企業


3億円以下


または300人以下


1億円以下


または100人以下


5,000万円以下


または50人以下


5,000万円以下


または100人以下





4.企業規模定義





4.回答企業の概要

		全体・業種・規模 ゼンタイ ギョウシュ キボ						企業数 キギョウスウ		構成比 (%) コウセイヒ

		全体 ゼンタイ						1,427		100.0

				製造業 セイゾウギョウ				256		17.9

						電子部品・デバイス		40		2.8

						輸送用機械器具		21		1.5

						電気機械器具		23		1.6

						化学品		22		1.5

						医薬品･化粧品		19		1.3

						生産用機械器具		21		1.5

						金属製品		14		1.0

						業務用機械器具		8		0.6

						飲食料品		10		0.7

						繊維製品･衣服		5		0.4

						情報通信機械器具		8		0.6

						プラスチック製品		7		0.5

						文具・玩具・スポーツ用品		3		0.2

						ゴム製品		2		0.1

						生活用品・リビング雑貨		0		0.0

						はん用機械器具		4		0.3

						その他（不明含む） フメイ フク		49		3.4

				卸売業・商社 オロシウリギョウ ショウシャ				563		39.5

				小売業 コウリギョウ				76		5.3

				サービス業 ギョウ				481		33.7

						情報通信業（情報サービス、ソフトウェア、インターネット、出版を含む）		152		10.7

						金融業，保険業		66		4.6

						学術研究，専門・技術サービス業（会計、法律、コンサルティング、投資顧問など）		71		5.0

						運輸業，郵便業		34		2.4

						不動産業，物品賃貸業		6		0.4

						建設業		16		1.1

						宿泊業		8		0.6

						医療，福祉		3		0.2

						生活関連サービス業，娯楽業		9		0.6

						飲食サービス業		5		0.4

						教育，学習支援業		10		0.7

						その他（不明含む） フメイフク		101		7.1

				大企業 ダイキギョウ				53		3.7

				中小企業 チュウショウキギョウ				1,315		92.2

														  全  体		大企業		中小企業		中小企業製造業その他		中小卸売業		中小小売業		中小サービス業		  無回答

														1427		53		1315		291		556		71		397		59		1315

														100.0		3.7		92.2		20.4		39.0		5.0		27.8		4.1





5.都市規模の定義

				分類 ブンルイ		定義 テイギ

				大都市圏 ダイトシ		特に外資系企業が集中している都府県
（東京都、神奈川県、愛知県、大阪府） トク ガイシケイキギョウ シュウチュウ トフケン トウキョウト カナガワケン アイチケン オオサカフ

				中堅都市圏 チュウケン トシ ケン		大都市圏以外で政令指定都市を有する道府県
（北海道、宮城県、埼玉県、千葉県、新潟県、静岡県、
京都府、兵庫県、岡山県、広島県、福岡県、熊本県） ダイトシ イガイ セイレイ シテイ トシ ユウ ドウフケン ホッカイドウ ミヤギケン サイタマケン チバケン ニイガタケン シズオカケン キョウトフ ヒョウゴケン オカヤマケン ヒロシマケン フクオカケン クマモトケン

				その他地域 タ チイキ		大都市圏、中堅都市圏に該当しない県 ダイ トシケン チュウケン トシケン ガイトウ ケン

																										社数 シャスウ		割合 ワリアイ

								北海道・東北				18		関西				143						大都市圏		1,200社		84%

										北海道		6				大阪府		82						中堅都市圏		157社		11%

										山形県		4				兵庫県		39						その他地域		70社		5%

								関東				1,150				京都府		14

										東京都		916				滋賀県		6

										神奈川県		167		中国・四国				12

										埼玉県		27				広島県		7

										千葉県		26		九州・沖縄				26

										茨城県		6				福岡県		14

										群馬県		5

								中部				78

										愛知県		35

										静岡県		14

										長野県		8

										三重県		8

										新潟県		5















4.回答企業の概要 (構成比無し

		全体・業種・規模 ゼンタイ ギョウシュ キボ						企業数 キギョウスウ		構成比 (%) コウセイヒ						製造業 セイゾウギョウ		卸売業・商社 オロシウリギョウ ショウシャ		小売業 コウリギョウ						サービス業 ギョウ

		全体 ゼンタイ						1,427		100.0				詳細業種 ショウサイギョウシュ		企業数 キギョウスウ		企業数 キギョウスウ		企業数 キギョウスウ				主な取扱商品 オモ トリアツカイ ショウヒン		企業数 キギョウスウ																				卸売業・商社/主な取扱商品

				製造業 セイゾウギョウ				256		17.9				電子部品・デバイス		40		57		4				情報通信業		152																						  全  体		電子部品・デバイス		電気機械器具		化学品		輸送用機械器具		生産用機械器具		医薬品･化粧品		金属製品		飲食料品		業務用機械器具		情報通信機械器具		プラスチック製品		繊維製品･衣服		はん用機械器具		文具・玩具・スポーツ用品		ゴム製品		生活用品・リビング雑貨		その他

				卸売業・商社 オロシウリギョウ ショウシャ				563		39.5				電気機械器具		23		56		7				学術研究，専門・技術サービス業		71

				小売業 コウリギョウ				76		5.3				化学品		22		46		0				金融業，保険業		66

				サービス業 ギョウ				481		33.7				輸送用機械器具		21		28		2				運輸業，郵便業		34

				大企業 ダイキギョウ				53		3.7				生産用機械器具		21		36		4				建設業		16

				中小企業 チュウショウキギョウ				1,315		92.2				医薬品･化粧品		19		24		5				教育，学習支援業		10

														金属製品		14		28		1				生活関連サービス業，娯楽業		9

														飲食料品		10		38		1				宿泊業		8

														業務用機械器具		8		30		2				不動産業，物品賃貸業		6

														情報通信機械器具		8		25		2				飲食サービス業		5																						557		57		56		46		28		36		24		28		38		30		25		8		12		5		14		3		8		145		563

														プラスチック製品		7		8		0				医療，福祉		3																						100.0		10.2		10.1		8.3		5.0		6.5		4.3		5.0		6.8		5.4		4.5		1.4		2.2		0.9		2.5		0.5		1.4		25.0

														繊維製品･衣服		5		12		8				その他（不明含む） フメイフク		101

														はん用機械器具		4		5		0

														文具・玩具・スポーツ用品		3		14		3																										

														ゴム製品		2		3		0																										

														生活用品・リビング雑貨		0		8		5																										小売業/主な取扱商品

														その他（不明含む） フメイフク		49		145		31																												  全  体		電子部品・デバイス		電気機械器具		化学品		輸送用機械器具		生産用機械器具		医薬品･化粧品		金属製品		飲食料品		業務用機械器具		情報通信機械器具		プラスチック製品		繊維製品･衣服		はん用機械器具		文具・玩具・スポーツ用品		ゴム製品		生活用品・リビング雑貨		その他

																																																75		4		7		0		2		4		5		1		1		2		2		0		8		0		3		0		5		31		75

																																																100.0		5.3		9.3		0.0		2.7		5.3		6.7		1.3		1.3		2.7		2.7		0.0		10.7		0.0		4.0		0.0		6.7		41.3



																サービス業 ギョウ

														詳細業種 ショウサイギョウシュ		企業数 キギョウスウ

														情報通信業		152

														学術研究，専門・技術サービス業		71

														金融業，保険業		66

														運輸業，郵便業		34

														建設業		16

														教育，学習支援業		10

														生活関連サービス業，娯楽業		9

														宿泊業		8

														不動産業，物品賃貸業		6

														飲食サービス業		5

														医療，福祉		3

														その他（不明含む） フメイフク		101













																																																		  全  体		大企業		中小企業		中小企業製造業その他		中小卸売業		中小小売業		中小サービス業		  無回答

																																																		1427		53		1315		291		556		71		397		59

																																																		100.0		3.7		92.2		20.4		39.0		5.0		27.8		4.1





ぼつ

		全体・業種・規模 ゼンタイ ギョウシュ キボ						企業数 キギョウスウ		構成比 (%) コウセイヒ						製造業 セイゾウギョウ				卸売業・商社 オロシウリギョウ ショウシャ				小売業 コウリギョウ								サービス業 ギョウ

		全体 ゼンタイ						1,427		100.0				主な取扱商品 オモ トリアツカイ ショウヒン		企業数 キギョウスウ		構成比 (%) コウセイヒ		企業数 キギョウスウ		構成比 (%) コウセイヒ		企業数 キギョウスウ		構成比 (%) コウセイヒ				主な取扱商品 オモ トリアツカイ ショウヒン		企業数 キギョウスウ		構成比 (%) コウセイヒ																				卸売業・商社/主な取扱商品

				製造業 セイゾウギョウ				256		17.9				電子部品・デバイス		40		2.8		57		4.0		4		0.3				情報通信業		152		10.7																						  全  体		電子部品・デバイス		電気機械器具		化学品		輸送用機械器具		生産用機械器具		医薬品･化粧品		金属製品		飲食料品		業務用機械器具		情報通信機械器具		プラスチック製品		繊維製品･衣服		はん用機械器具		文具・玩具・スポーツ用品		ゴム製品		生活用品・リビング雑貨		その他

				卸売業・商社 オロシウリギョウ ショウシャ				563		39.5				電気機械器具		23		1.6		56		3.9		7		0.5				学術研究，専門・技術サービス業		71		5.0

				小売業 コウリギョウ				76		5.3				化学品		22		1.5		46		3.2		0		0.0				金融業，保険業		66		4.6

				サービス業 ギョウ				481		33.7				輸送用機械器具		21		1.5		28		2.0		2		0.1				運輸業，郵便業		34		2.4

				大企業 ダイキギョウ				53		3.7				生産用機械器具		21		1.5		36		2.5		4		0.3				建設業		16		1.1

				中小企業 チュウショウキギョウ				1,315		92.2				医薬品･化粧品		19		1.3		24		1.7		5		0.4				教育，学習支援業		10		0.7

														金属製品		14		1.0		28		2.0		1		0.1				生活関連サービス業，娯楽業		9		0.6

														飲食料品		10		0.7		38		2.7		1		0.1				宿泊業		8		0.6

														業務用機械器具		8		0.6		30		2.1		2		0.1				不動産業，物品賃貸業		6		0.4

														情報通信機械器具		8		0.6		25		1.8		2		0.1				飲食サービス業		5		0.4																						557		57		56		46		28		36		24		28		38		30		25		8		12		5		14		3		8		145		563

														プラスチック製品		7		0.5		8		0.6		0		0.0				医療，福祉		3		0.2																						100.0		10.2		10.1		8.3		5.0		6.5		4.3		5.0		6.8		5.4		4.5		1.4		2.2		0.9		2.5		0.5		1.4		25.0

														繊維製品･衣服		5		0.4		12		0.8		8		0.6				その他（不明含む） フメイフク		101		7.1

														はん用機械器具		4		0.3		5		0.4		0		0.0

														文具・玩具・スポーツ用品		3		0.2		14		1.0		3		0.2																												

														ゴム製品		2		0.1		3		0.2		0		0.0																												

														生活用品・リビング雑貨		0		0.0		8		0.6		5		0.4																												小売業/主な取扱商品

														その他（不明含む） フメイフク		49		3.4		145		10.2		31		2.2																														  全  体		電子部品・デバイス		電気機械器具		化学品		輸送用機械器具		生産用機械器具		医薬品･化粧品		金属製品		飲食料品		業務用機械器具		情報通信機械器具		プラスチック製品		繊維製品･衣服		はん用機械器具		文具・玩具・スポーツ用品		ゴム製品		生活用品・リビング雑貨		その他

																																																								75		4		7		0		2		4		5		1		1		2		2		0		8		0		3		0		5		31		75

																																																								100.0		5.3		9.3		0.0		2.7		5.3		6.7		1.3		1.3		2.7		2.7		0.0		10.7		0.0		4.0		0.0		6.7		41.3











































																																																										  全  体		大企業		中小企業		中小企業製造業その他		中小卸売業		中小小売業		中小サービス業		  無回答

																																																										1427		53		1315		291		556		71		397		59

																																																										100.0		3.7		92.2		20.4		39.0		5.0		27.8		4.1





4.回答企業の概要 (項目名短縮版）

		全体・業種・規模 ゼンタイ ギョウシュ キボ						企業数 キギョウスウ		構成比 (%) コウセイヒ

		全体 ゼンタイ						1,427		100.0

				製造業 セイゾウギョウ				256		17.9

						電子部品・デバイス		40		2.8

						電気機械器具		23		1.6

						化学品		22		1.5

						輸送用機械器具		21		1.5

						生産用機械器具		21		1.5

						医薬品･化粧品		19		1.3

						金属製品		14		1.0

						飲食料品		10		0.7

						業務用機械器具		8		0.6

						情報通信機械器具		8		0.6

						プラスチック製品		7		0.5

						繊維製品･衣服		5		0.4

						はん用機械器具		4		0.3

						文具・玩具・スポーツ用品		3		0.2

						ゴム製品		2		0.1

						生活用品・リビング雑貨		0		0.0

						その他（不明含む） フメイフク		49		3.4

				卸売業・商社 オロシウリギョウ ショウシャ				563		39.5

				小売業 コウリギョウ				76		5.3

				サービス業 ギョウ				481		33.7

						情報通信業		152		10.7

						学術研究，専門・技術サービス業		71		5.0

						金融業，保険業		66		4.6

						運輸業，郵便業		34		2.4

						建設業		16		1.1

						教育，学習支援業		10		0.7

						生活関連サービス業，娯楽業		9		0.6

						宿泊業		8		0.6

						不動産業，物品賃貸業		6		0.4

						飲食サービス業		5		0.4

						医療，福祉		3		0.2

						その他（不明含む） フメイフク		101		7.1

				大企業 ダイキギョウ				53		3.7

				中小企業 チュウショウキギョウ				1,315		92.2

														  全  体		大企業		中小企業		中小企業製造業その他		中小卸売業		中小小売業		中小サービス業		  無回答

														1427		53		1315		291		556		71		397		59

														100.0		3.7		92.2		20.4		39.0		5.0		27.8		4.1





8.国内外資系企業の詳細業種

				製造業、卸売業・商社、小売業の取扱商品 ウ ギョウ ショウシャ								サービス業の詳細業種

				電子部品・デバイス		101		11.4				情報通信業		152		31.7

				電気機械器具		86		9.7				学術研究，専門・技術サービス業		71		14.8

				化学品		68		7.7				金融業，保険業		66		13.8

				生産用機械器具		61		6.9				運輸業，郵便業		34		7.1

				輸送用機械器具		51		5.7				建設業		16		3.3

				飲食料品		49		5.5				教育，学習支援業		10		2.1

				医薬品･化粧品		48		5.4				生活関連サービス業，娯楽業		9		1.9

				金属製品		43		4.8				宿泊業		8		1.7

				業務用機械器具		40		4.5				不動産業，物品賃貸業		6		1.3

				情報通信機械器具		35		3.9				飲食サービス業		5		1.0

				繊維製品･衣服		25		2.8				医療，福祉		3		0.6

				文具・玩具・スポーツ用品		20		2.3				その他		99		20.7

				プラスチック製品		15		1.7				全体		479		100.0

				生活用品・リビング雑貨		13		1.5

				はん用機械器具		9		1.0

				ゴム製品		5		0.6

				その他		218		24.6

				全体		887		100.0





8.外国親会社業種



				

				

						業種/外国親会社

				　

				　		1,343

















































































































































































































































































































































































































































































































































































						業種/外国親会社

						全体		製造業		卸売業・商社		小売業		サービス業		投資ファンド

				　		1343		56.1		9.4		2.5		28.4		3.6



(N = 1,343）

製造業	



　	56.1	卸売業・商社	



　	9.4	小売業	



　	2.5	サービス業	



　	28.4	投資ファンド	



　	3.6	7.0



　	







8.国内外資系企業業種



				

				

						業種/貴社

				　

				　		1,376

















































































































































































































































































































































































































































































































































































						業種/貴社

						全体		製造業		卸売業・商社		小売業		サービス業

				　		1376		18.6		40.9		5.5		35.0



(N = 1,376)

製造業	



　	18.600000000000001	卸売業・商社	



　	40.9	小売業	



　	5.5	サービス業	



　	35	4.4



　	







9.外国親会社の国・地域





				

				











































































































































































































































































































































































































































































































































































						貴社の直近決算年度の売上高																																																						　

						全体		北米		アジア		欧州		その他 タ								不明 フメイ

						1427		23.1		34.6		37.8		3.9								0.9

						全体		北米				アジア												欧州												その他 タ		無回答

						全体		米国 ベイコク		カナダ		　中国		　台湾		　韓国		　香港		シンガポール		その他アジア		　ドイツ		　フランス		　英国		　スイス		　オランダ		その他欧州 オウシュウ		その他 タ		母国籍不明

						1427		21.9		1.1		9.7		6.9		6.3		3.9		4.7		3.2		12.9		4.6		4.3		4.3		2.0		9.7		3.9		0.9



(N=1,427)

[分類名]
23.1%
[分類名]
34.6%
[分類名]
37.8%
[分類名]
3.9%
[分類名]
0.9%

北米	アジア	欧州	その他	不明	21.9	33.599999999999994	39.599999999999994	3.7	1	[分類名]
21.9%
[分類名]
1.1%
[分類名]
9.7%
[分類名]
6.9%
[分類名]
6.3%
[分類名]
3.9%
[分類名]
4.7%
[分類名]
3.2%
[分類名]
12.9%
[分類名]
4.6%
[分類名]
4.3%
[分類名]
4.3%
[分類名]
2.0%
[分類名]
9.7%
3.9%
0.9%

米国	カナダ	　中国	　台湾	　韓国	　香港	シンガポール	その他アジア	　ドイツ	　フランス	　英国	　スイス	　オランダ	その他欧州	その他	母国籍不明	20.9	1	9.6	5.8	6	4.9000000000000004	4	3.3	12.4	5.0999999999999996	5.4	4	2.5	10.199999999999999	3.7	1	

9.統括拠点



				

				

						アジアにおける統括拠点として機能している国・地域

















								日本 ニホン		中国		シンガポール		台湾		韓国		香港		インド		その他

						N=																(％)

		全体より5p以上 ゼンタイ イジョウ		全体 ゼンタイ		1,232		26.5		17.4		16.8		7.5		6.6		6.0		2.4		16.9

				【北米】		266		32.0		17.3		21.4		1.9		3.0		5.3		4.1		15.1

				【アジア】		471		17.8		22.3		10.2		17.4		14.9		7.4		2.5		7.3

				【欧州】		446		31.6		12.8		21.3		0.9		0.7		4.9		1.1		26.5

				その他		41		34.1		9.8		14.6		2.4		0.0		7.3		2.4		29.3



				【北米】				5.5		-0.1 		4.6		-5.6 		-3.6 		-0.7 		1.7		-1.8 

				【アジア】				-8.7 		4.9		-6.6 		9.9		8.3		1.4		0.1		-9.6 

				【欧州】				5.1		-4.6 		4.5		-6.6 		-5.9 		-1.1 		-1.3 		9.6

				その他				7.6		-7.6 		-2.2 		-5.1 		-6.6 		1.3		0.0		12.4











































































































































































































































































































































































































































































































































						外国親会社のアジアでの展開について、日本以外に法人のある国・地域

						全体		日本		中国		シンガポール		台湾		韓国		香港		インド		その他

		　		　		1232		26.5		17.4		16.8		7.5		6.6		6.0		2.4		16.9



　	

日本	中国	シンガポール	台湾	韓国	香港	インド	その他	26.5	17.399999999999999	16.8	7.5	6.6	6	2.4	16.899999999999999	



10.国内外資系企業の本社所在地



				

				

						本社所在地 ホンシャショザイチ































































































































































































































































































































































































































































































































































						本社所在地 ホンシャショザイチ																																																						　

						全体		北海道・東北		関東		中部		関西		中国・四国		九州・沖縄

						1427		1.3		80.6		5.5		10.0		0.8		1.8

								1		2		3		4		5		6		7		8		9		10		11		12		13		14		15		16		17		18		19		20		21		22		23		24		25		26		27		28		29		30		31		32		33		34		35		36		37		38		39		40		41		42		43		44		45		46		47

						全体		北海道		青森県		岩手県		宮城県		秋田県		山形県		福島県		茨城県		栃木県		群馬県		埼玉県		千葉県		東京都		神奈川県		新潟県		富山県		石川県		福井県		山梨県		長野県		岐阜県		静岡県		愛知県		三重県		滋賀県		京都府		大阪府		兵庫県		奈良県		和歌山県		鳥取県		島根県		岡山県		広島県		山口県		徳島県		香川県		愛媛県		高知県		福岡県		佐賀県		長崎県		熊本県		大分県		宮崎県		鹿児島県		沖縄県

						1427		6		0		3		1		1		4		3		6		3		5		27		26		916		167		5		1		1		1		2		8		3		14		35		8		6		14		82		39		1		1		0		1		1		7		1		0		1		1		0		14		2		2		3		1		1		2		1

						100.0		0.4		0.0		0.2		0.1		0.1		0.3		0.2		0.4		0.2		0.4		1.9		1.8		64.2		11.7		0.4		0.1		0.1		0.1		0.1		0.6		0.2		1.0		2.5		0.6		0.4		1.0		5.7		2.7		0.1		0.1		0.0		0.1		0.1		0.5		0.1		0.0		0.1		0.1		0.0		1.0		0.1		0.1		0.2		0.1		0.1		0.1		0.1

						全体		北海道・東北 トウホク		東京都		神奈川県		その他の
関東 タ カントウ		愛知県		その他の
中部 タ チュウブ		大阪府		兵庫県 ヒョウゴケン		その他の
関西 タ カンサイ		中国・四国 チュウゴク シコク		九州・沖縄 キュウシュウ オキナワ

						1427		18		916		167		67		35		43		82		39		22		12		26

						100.0		1.3		64.2		11.7		4.7		2.5		3.0		5.7		2.7		1.6		0.8		1.8

						全体		北海道・東北 トウホク		東京		神奈川		その他の
関東 タ カントウ		愛知		その他の
中部 タ チュウブ		大阪		兵庫 ヒョウゴ		その他の
関西 タ カンサイ		中国・四国 チュウゴク シコク		九州・沖縄 キュウシュウ オキナワ

						1427		1.3		64.2		11.7		4.7		2.5		3.0		5.7		2.7		1.6		0.8		1.8



(n=1,427)













北海道・東北	関東	中部	関西	中国・四国	九州・沖縄	1.3	80.599999999999994	5.5	10	0.8	1.8	









北海道・東北	東京	神奈川	その他の
関東	愛知	その他の
中部	大阪	兵庫	その他の
関西	中国・四国	九州・沖縄	1.3	64.2	11.7	4.7	2.5	3	5.7	2.7	1.6	0.8	1.8	

10.業種別東京拠点有無

				業種/貴社

				

				

						拠点（東京都のみ/東京都以外）

						N =

				  全  体		1,345

				製造業		238

				卸売業・商社		542

				小売業		71

				サービス業		450





















































































































































































































































































































































































































































































































































































						拠点（東京都のみ/東京都以外）

						  全  体		東京都のみに拠点		東京都以外にも拠点あり

				  全  体		1345		44.8		55.2

				製造業		238		19.3		80.7

				卸売業・商社		542		43.2		56.8

				小売業		71		57.7		42.3

				サービス業		450		58.2		41.8



東京都のみに拠点	











  全  体	製造業	卸売業・商社	小売業	サービス業	44.8	19.3	43.2	57.7	58.2	東京都以外にも拠点あり	











  全  体	製造業	卸売業・商社	小売業	サービス業	55.2	80.7	56.8	42.3	41.8	3.8

4.5

2.9

2.7

2.9



  全  体	製造業	卸売業・商社	小売業	サービス業	







11.都道府県別拠点機能

				①経営企画・管理拠点
(N=997) キョテン								④研究開発拠点
(N=249） キョテン								 ⑤製造・加工拠点
(N=200) キョテン

				順位 ジュンイ		都道府県 トドウフケン		拠点数 キョテンスウ		構成比（％) コウセイヒ		順位 ジュンイ		都道府県 トドウフケン		拠点数 キョテンスウ		構成比（％) コウセイヒ		順位 ジュンイ		都道府県 トドウフケン		拠点数 キョテンスウ		構成比（％) コウセイヒ

				1		東京都		752		61.9		1		東京都		115		33.9		1		東京都		38		13.8

				2		神奈川県		143		11.8		2		神奈川県		63		18.6		2		神奈川県		28		10.1

				3		大阪府		82		6.7		3		大阪府		21		6.2		3		埼玉県		21		7.6

				4		愛知県		36		3.0		4		埼玉県		15		4.4		4		静岡県		18		6.5

				5		兵庫県		32		2.6		5		千葉県		13		3.8		5		愛知県		16		5.8

				6		埼玉県		26		2.1		6		茨城県		12		3.5		6		千葉県		14		5.1

				7		千葉県		21		1.7		6		愛知県		12		3.5		7		栃木県		13		4.7

				8		茨城県		15		1.2		8		京都府		8		2.4		8		大阪府		10		3.6

				9		福岡県		14		1.2		8		兵庫県		8		2.4		9		福島県		9		3.3

				10		静岡県		11		0.9		8		福岡県		8		2.4		9		茨城県		9		3.3

				10		京都府		11		0.9										9		岐阜県		9		3.3

																				9		兵庫県		9		3.3



































12.常時従業員数

						全体 ゼンタイ										製造業										卸売業・商社										小売業										サービス業								不明 フメイ

				順位 ジュンイ		地域 チイキ		常時従業員数 ジョウジジュウギョウインスウ		構成比（％） コウセイヒ				順位 ジュンイ		地域 チイキ		常時従業員数 ジョウジジュウギョウインスウ		構成比（％） コウセイヒ				順位 ジュンイ		地域 チイキ		常時従業員数 ジョウジジュウギョウインスウ		構成比（％） コウセイヒ				順位 ジュンイ		地域 チイキ		常時従業員数 ジョウジジュウギョウインスウ		構成比（％） コウセイヒ				順位 ジュンイ		地域 チイキ		常時従業員数 ジョウジジュウギョウインスウ		構成比（％） コウセイヒ

				1		東京都		22,166		35.7				1		広島県		4,502		14.8				1		東京都		5,573		56.7				1		東京都		1,861		32.5				1		東京都		9,833		68.2				北海道		187

				2		神奈川県		5,688		9.2				2		東京都		4,076		13.4				2		神奈川県		1,434		14.6				2		千葉県		877		15.3				2		大阪府		1,426		9.9				青森県		0

				3		広島県		4,623		7.5				3		神奈川県		3,137		10.3				3		大阪府		859		8.7				3		神奈川県		582		10.2				3		埼玉県		530		3.7				岩手県		0

				4		大阪府		4,553		7.3				4		埼玉県		2,830		9.3				4		群馬県		405		4.1				4		大阪府		529		9.2				4		神奈川県		478		3.3				宮城県		18

				5		埼玉県		3,914		6.3				5		大阪府		1,612		5.3				5		愛知県		310		3.2				5		愛知県		356		6.2				5		千葉県		451		3.1				秋田県		0

				6		群馬県		1,954		3.2				6		群馬県		1,356		4.5				6		埼玉県		195		2.0				6		福岡県		354		6.2				6		福岡県		384		2.7				山形県		0

				7		千葉県		1,802		2.9				7		福島県		1,232		4.0				7		千葉県		188		1.9				7		埼玉県		341		6.0				7		三重県		293		2.0				福島県		0

				8		愛知県		1,731		2.8				8		茨城県		1,225		4.0				8		兵庫県		144		1.5				8		兵庫県		266		4.6				8		愛知県		214		1.5				茨城県		100

				9		福岡県		1,593		2.6				9		三重県		1,133		3.7				9		福岡県		131		1.3				9		群馬県		193		3.4				9		静岡県		150		1.0				栃木県		0

				10		三重県		1,509		2.4				10		栃木県		975		3.2				10		静岡県		105		1.1				10		宮城県		180		3.1				10		北海道		83		0.6				群馬県		0

						全体 ゼンタイ		62,021		100.0						全体 ゼンタイ		30,445		100.0						全体 ゼンタイ		9,824		100.0						全体 ゼンタイ		5,721		100.0						全体 ゼンタイ		14,413		100.0				全体 ゼンタイ		1618

																																																						全体 ゼンタイ		製造業		サービス業		卸売業・商社		小売業		不明 フメイ

																																																						62,021		30,445		14,413		9,824		5,721		1,618

																																																								49.1		23.2		15.8		9.2		2.6



[分類名]
[値]人
[パーセンテージ]



[分類名]
[値]人
[パーセンテージ]
[分類名]
[値]人
[パーセンテージ]
[分類名]
[値]人
[パーセンテージ]
[分類名]
[値]人
[パーセンテージ]

製造業	サービス業	卸売業・商社	小売業	不明	30445	14413	9824	5721	1618	製造業	サービス業	卸売業・商社	小売業	不明	49.088212057206434	23.23890295222586	15.839796198061947	9.2242949968559049	2.6087937956498606	


14.売上高増減(経年)



				

				

						貴社の直近決算年度の売上高の前年度比増減

				　		N=

				2021年 ネン		1,253

				2022年 ネン		1,296

				2023年 ネン		1,419

				2024年 ネン		1,340















































































































































































































































































































































































































































































































































































						貴社の直近決算年度の売上高の前年度比増減

						全体		10％以上増加		1～10％未満増加		横ばい		1～10％未満減少		10％以上減少

				2021年 ネン		1253		22.5		13.5		23.0		12.1		28.9

				2022年 ネン		1296		32.6		18.1		25.9		7.3		16.0

				2023年 ネン		1419		34.7		20.6		23.9		8.4		12.5						55.3

				2024年 ネン		1340		29.4		19.3		27.3		9.9		14.0						48.7

																						6.6



10％以上増加	

2021年	2022年	2023年	2024年	22.5	32.6	34.700000000000003	29.4	1～10％未満増加	

2021年	2022年	2023年	2024年	13.5	18.100000000000001	20.6	19.3	横ばい	

2021年	2022年	2023年	2024年	23	25.9	23.9	27.3	1～10％未満減少	

2021年	2022年	2023年	2024年	12.1	7.3	8.4	9.9	10％以上減少	

2021年	2022年	2023年	2024年	28.9	16	12.5	14	

2021年	2022年	2023年	2024年	2021年	2022年	2023年	2024年	

















15.事業計画進行度合い (経年)

								事業計画は想定通り進行していますか

				　		N=

				2023年		1,482

				2024年		1,387

										  

































































































































































































































































































































































































































































































































































						事業計画は想定通り進行していますか

						全体		想定よりも進行度合いが良い		想定通り進行している		想定よりも進行度合いが悪い

		　		2023年 ネン		1482		7.0		56.0		37.0

				2024年 ネン		1387		5.3		59.2		35.5



想定よりも進行度合いが良い	



2023年	2024年	7	5.3	想定通り進行している	



2023年	2024年	56	59.2	想定よりも進行度合いが悪い	



2023年	2024年	37	35.5	3.6



2023年	2024年	2023年	2024年	







16.国内事業計画(経年)



				

				

						将来的な国内事業の計画について

				　		N=

				2021年 ネン		1,289

				2022年 ネン		1,333

				2023年 ネン		1,493

				2024年 ネン		1,385















































































































































































































































































































































































































































































































































































						将来的な国内事業の計画について

						全体		強化・拡大する		現状維持する		縮小する		撤退する

				2021年 ネン		1289		53.7		42.7		3.0		0.5

				2022年 ネン		1333		56.7		40.8		2.1		0.4

				2023年 ネン		1493		62.4		34.4		2.3		0.8

				2024年 ネン		1385		54.2		42.1		2.7		0.9



強化・拡大する	









2021年	2022年	2023年	2024年	53.7	56.7	62.4	54.2	現状維持する	









2021年	2022年	2023年	2024年	42.7	40.799999999999997	34.4	42.1	縮小する	3.0 

2.1

2.3





2021年	2022年	2023年	2024年	3	2.1	2.2999999999999998	2.7	撤退する	0.5

0.4

0.8





2021年	2022年	2023年	2024年	0.5	0.4	0.8	0.9	2.0 

1.1

2.9



2021年	2022年	2023年	2024年	2021年	2022年	2023年	2024年	







16.親会社地域別事業計画

				親会社地域5category

				

				

						将来的な国内事業の計画について

						N=

				  全  体		1,385

				北米		313

				アジア		486

				欧州		524

				その他		53

				不明		9

												 

























































































































































































































































































































































































































































































































































						将来的な国内事業の計画について

						  全  体		強化・拡大する		現状維持する		縮小する		撤退する

				  全  体		1385		54.2		42.1		2.7		0.9

				北米		313		48.6		48.2		1.9		1.3

				アジア		486		54.9		40.5		3.7		0.8

				欧州		524		57.8		38.9		2.3		1.0

				その他		53		49.1		49.1		1.9

				不明		9		33.3		55.6		11.1



強化・拡大する	













  全  体	北米	アジア	欧州	その他	不明	54.2	48.6	54.9	57.8	49.1	33.299999999999997	現状維持する	













  全  体	北米	アジア	欧州	その他	不明	42.1	48.2	40.5	38.9	49.1	55.6	縮小する	













  全  体	北米	アジア	欧州	その他	不明	2.7	1.9	3.7	2.2999999999999998	1.9	11.1	撤退する	













  全  体	北米	アジア	欧州	その他	不明	0.9	1.3	0.8	1	2.9

3.6

1.7

2.8

6.9

12.5



  全  体	北米	アジア	欧州	その他	不明	







17.拠点設置・拡大予定(経年)



				

				

						今後3 年程度の新規拠点の設置または既存拠点の強化の予定





				新規拠点設置の
予定がある・検討している

				既存拠点強化の
予定がある・検討している

				新規拠点設置や既存拠点強化の予定はない



































										  

























































































































































































































































































































































































































































































































































						今後3 年程度の新規拠点の設置または既存拠点の強化の予定

						全体		新規拠点設置の予定がある・検討している		既存拠点強化の予定がある・検討している		新規拠点設置や既存拠点強化の予定はない

				2021年(N=1,315)		1315		8.7		17.6		71.5

				2022年(N=1,348)		1348		12.9		24.9		62.8

				2023年(N=1,537)		1537		14.6		27.8		58.1

				2024年(N=1,378)		1378		12.5		21.3		68.4



2021年(N=1,315)	8.7

17.6

71.5



新規拠点設置の予定がある・検討している	既存拠点強化の予定がある・検討している	新規拠点設置や既存拠点強化の予定はない	8.6999999999999993	17.600000000000001	71.5	2022年(N=1,348)	12.9

24.9

62.8



新規拠点設置の予定がある・検討している	既存拠点強化の予定がある・検討している	新規拠点設置や既存拠点強化の予定はない	12.9	24.9	62.8	2023年(N=1,537)	14.6

27.8

58.1



新規拠点設置の予定がある・検討している	既存拠点強化の予定がある・検討している	新規拠点設置や既存拠点強化の予定はない	14.6	27.8	58.1	2024年(N=1,378)	

新規拠点設置の予定がある・検討している	既存拠点強化の予定がある・検討している	新規拠点設置や既存拠点強化の予定はない	12.5	21.3	68.400000000000006	







17.親会社国別拠点設置・拡大予定



				

				

				Q25

				日本国内において新規拠点の設置または既存拠点の強化の予定

								N=		新規拠点設置の予定がある・
検討している		既存拠点強化の予定がある・
検討している		新規拠点設置や既存拠点強化の予定はない

						  全  体		1,378		12.5		21.3		68.4

						【北米】		314		7.6		16.9		76.4

						【アジア】		484		15.9		24.0		63.0

						　シンガポール		65		23.1		23.1		55.4

						　中国		136		16.9		31.6		53.7

						　香港		55		14.5		20.0		69.1

						　台湾		96		15.6		25.0		63.5

						　韓国		87		8.0		16.1		77.0

						　その他アジア		45		20.0		20.0		66.7

						【欧州】		520		12.5		21.7		68.3

						その他		52		9.6		23.1		69.2

														単位：件、％

						【北米】				-4.9 		-4.4 		8.0

						【アジア】				3.4		2.7		-5.4 

						　シンガポール				10.6		1.8		-13.0 

						　中国				4.4		10.3		-14.7 

						　香港				2.0		-1.3 		0.7

						　台湾				3.1		3.7		-4.9 

						　韓国				-4.5 		-5.2 		8.6

						　その他アジア				7.5		-1.3 		-1.7 

						【欧州】				0.0		0.4		-0.1 

						その他				-2.9 		1.8		0.8





18.立地場所の選定における重視項目



				

				

				Q26

				新規拠点の設置または既存拠点の強化を行う場合、立地場所の選定において重視する点

								N=		新規の
顧客獲得が
見込める		充実した
インフラ　		ビジネス
コスト　		現地にて
優秀な人材の確保が見込める		本社との
近接性・
アクセス		関連産業
クラスターが存在する		BCPを
考慮した
拠点の分散　 コウリョ キョテン ブンサン		魅力的な
地方自治体のインセンティブ		許認可等に
要する期間の短さ		大学や企業と研究開発
できる		教育環境　		その他


                (%)

						  全  体		1,246		49.4		40.9		38.3		35.0		14.8		11.5		10.0		8.9		5.5		5.1		1.8		6.0

				都市規模 トシ キボ		大都市圏 ダイトシケン		1,038		50.2		40.0		36.8		34.4		15.0		11.6		10.2		8.8		5.7		4.6		1.9		6.1

						中堅都市圏 チュウケントシケン		142		45.8		47.2		43.7		33.8		12.7		11.3		8.5		8.5		5.6		9.2		1.4		6.3

						その他地域 チイキ		66		43.9		40.9		50.0		47.0		15.2		10.6		9.1		12.1		1.5		4.5		1.5		4.5

				拠点機能 キョテンキノウ		経営企画・管理拠点		896		48.9		42.0		39.5		35.7		16.2		11.3		10.9		9.0		4.9		4.7		1.6		5.9

						営業・販売・
マーケティング拠点		947		51.7		42.0		39.5		35.9		15.8		11.3		10.5		8.8		5.1		4.5		1.6		5.5

						調達拠点		365		45.5		49.3		47.4		39.7		18.9		11.5		13.2		11.5		6.0		3.3		1.1		6.0

						研究開発拠点		227		33.9		53.3		46.3		47.1		17.2		10.6		16.3		15.0		5.3		11.0		1.8		7.9

						製造・加工拠点		183		33.9		52.5		53.0		45.9		21.9		10.4		19.1		13.1		6.0		5.5		1.1		6.6

						物流拠点		313		41.9		53.7		52.1		39.6		15.3		13.1		13.4		10.9		6.7		5.1		1.3		5.4

						販売・サービス提供拠点		518		50.8		41.1		42.3		34.6		13.7		11.8		9.8		8.5		4.4		4.6		1.2		6.8

						顧客対応拠点		632		50.0		45.4		41.1		37.0		15.0		13.0		12.5		9.0		5.2		5.2		1.7		7.1

						データセンター		120		45.8		61.7		43.3		47.5		19.2		17.5		20.8		15.8		5.0		6.7		3.3		5.8

						その他		76		52.6		35.5		38.2		38.2		13.2		11.8		13.2		11.8		13.2		6.6		5.3		11.8

																																単位：件、％

						大都市圏 ダイトシケン				0.8		-0.9 		-1.5 		-0.6 		0.2		0.1		0.2		-0.1 		0.2		-0.5 		0.1		0.1

						中堅都市圏 チュウケントシケン				-3.6 		6.3		5.4		-1.2 		-2.1 		-0.2 		-1.5 		-0.4 		0.1		4.1		-0.4 		0.3

						その他地域 チイキ				-5.5 		0.0		11.7		12.0		0.4		-0.9 		-0.9 		3.2		-4.0 		-0.6 		-0.3 		-1.5 

						経営企画・管理拠点				-0.5 		1.1		1.2		0.7		1.4		-0.2 		0.9		0.1		-0.6 		-0.4 		-0.2 		-0.1 

						営業・販売・
マーケティング拠点				2.3		1.1		1.2		0.9		1.0		-0.2 		0.5		-0.1 		-0.4 		-0.6 		-0.2 		-0.5 

						調達拠点				-3.9 		8.4		9.1		4.7		4.1		0.0		3.2		2.6		0.5		-1.8 		-0.7 		0.0

						研究開発拠点				-15.5 		12.4		8.0		12.1		2.4		-0.9 		6.3		6.1		-0.2 		5.9		0.0		1.9

						製造・加工拠点				-15.5 		11.6		14.7		10.9		7.1		-1.1 		9.1		4.2		0.5		0.4		-0.7 		0.6

						物流拠点				-7.5 		12.8		13.8		4.6		0.5		1.6		3.4		2.0		1.2		0.0		-0.5 		-0.6 

						販売・サービス提供拠点				1.4		0.2		4.0		-0.4 		-1.1 		0.3		-0.2 		-0.4 		-1.1 		-0.5 		-0.6 		0.8

						顧客対応拠点				0.6		4.5		2.8		2.0		0.2		1.5		2.5		0.1		-0.3 		0.1		-0.1 		1.1

						データセンター				-3.6 		20.8		5.0		12.5		4.4		6.0		10.8		6.9		-0.5 		1.6		1.5		-0.2 

						その他				3.2		-5.4 		-0.1 		3.2		-1.6 		0.3		3.2		2.9		7.7		1.5		3.5		5.8





20.業種別ビジネス環境魅力



				

				

				Q16

				世界のほかの市場と比較して、貴社が日本の魅力と感じる項目

								N=		市場全体の規模や
成長性		社会・経済の安定性／地政学上の安定性		インフラの充実		顧客産業・関連産業の集積・存在		自社のビジネス分野の中長期的な成長性		洗練された消費者の
存在		国内企業や大学・研究機関の技術・製品開発力の高さ		消費者の
所得水準の高さ		社会課題先進国としてのビジネス機会がある（※）		アジア地域の統括拠点としての
適性		高度人材の獲得		知財等の
法整備

						  全  体		1,353		46.2		39.1		36.6		31.9		26.4		22.1		13.3		12.2		10.5		10.2		8.1		7.5

				業種別 ギョウシュベツ		製造業		244		35.2		41.0		41.0		35.2		18.9		22.5		18.4		12.3		12.7		12.7		12.3		7.8

						卸売業・商社		540		44.8		39.3		35.6		34.4		25.2		25.2		13.3		12.2		8.9		8.9		5.6		6.7

						小売業		71		42.3		26.8		39.4		19.7		26.8		23.9		8.5		18.3		9.9		8.5		4.2		4.2

						サービス業		454		53.3		40.3		34.8		30.4		31.7		18.5		11.9		11.5		12.1		11.2		9.3		8.6

				製造
卸小売
詳細 セイゾウ オロシ コウ ショウサイ		機械器具		267		45.3		34.1		38.6		40.8		24.0		18.4		16.5		3.7		11.2		7.5		7.5		5.2

						電子部品		100		41.0		41.0		37.0		45.0		29.0		18.0		16.0		15.0		8.0		12.0		17.0		7.0

						化学品		66		33.3		40.9		36.4		47.0		21.2		24.2		15.2		4.5		9.1		12.1		4.5		9.1

						その他		415		41.4		40.7		37.3		23.4		22.4		29.6		12.8		19.3		9.9		10.4		5.1		7.2

				サービス詳細 ショウサイ		情報通信業		144		64.6		36.1		35.4		34.0		34.7		20.8		9.7		13.2		16.7		11.1		9.0		9.7

						学術研究,専門・技術サービス業		69		42.0		37.7		26.1		34.8		26.1		8.7		31.9		5.8		11.6		10.1		15.9		10.1

						金融業・保険業		62		71.0		40.3		32.3		22.6		30.6		9.7		1.6		17.7		11.3		12.9		6.5		6.5

						その他		178		42.1		44.9		38.8		28.7		31.5		23.6		9.6		10.1		9.0		11.2		7.9		7.3

																																単位：件、％

				※「高齢化などの社会課題先進国であり、新技術・サービス開発によるビジネス機会がある」

						製造業				-11.0 		1.9		4.4		3.3		-7.5 		0.4		5.1		0.1		2.2		2.5		4.2		0.3

						卸売業・商社				-1.4 		0.2		-1.0 		2.5		-1.2 		3.1		0.0		0.0		-1.6 		-1.3 		-2.5 		-0.8 

						小売業				-3.9 		-12.3 		2.8		-12.2 		0.4		1.8		-4.8 		6.1		-0.6 		-1.7 		-3.9 		-3.3 

						サービス業				7.1		1.2		-1.8 		-1.5 		5.3		-3.6 		-1.4 		-0.7 		1.6		1.0		1.2		1.1

						機械器具				-0.9 		-5.0 		2.0		8.9		-2.4 		-3.7 		3.2		-8.5 		0.7		-2.7 		-0.6 		-2.3 

						電子部品				-5.2 		1.9		0.4		13.1		2.6		-4.1 		2.7		2.8		-2.5 		1.8		8.9		-0.5 

						化学品				-12.9 		1.8		-0.2 		15.1		-5.2 		2.1		1.9		-7.7 		-1.4 		1.9		-3.6 		1.6

						その他				-4.8 		1.6		0.7		-8.5 		-4.0 		7.5		-0.5 		7.1		-0.6 		0.2		-3.0 		-0.3 

						情報通信業				18.4		-3.0 		-1.2 		2.1		8.3		-1.3 		-3.6 		1.0		6.2		0.9		0.9		2.2

						学術研究,専門・技術サービス業				-4.2 		-1.4 		-10.5 		2.9		-0.3 		-13.4 		18.6		-6.4 		1.1		-0.1 		7.8		2.6

						金融業・保険業				24.8		1.2		-4.3 		-9.3 		4.2		-12.4 		-11.7 		5.5		0.8		2.7		-1.6 		-1.0 

						その他				-4.1 		5.8		2.2		-3.2 		5.1		1.5		-3.7 		-2.1 		-1.5 		1.0		-0.2 		-0.2 





21.ビジネス環境変化



						

						





								N=

				改善 カイゼン		ビジネスにおける行政手続きの簡素化・デジタル化		1,356

						コーポレートガバナンス（企業統治）・企業価値の意識 イシキ		1,354

						ビジネスにおける外国語での
コミュニケーション		1,359

						外資系企業に対する日本企業・社会の受け入れ態勢		1,352

						ビジネスパートナーの発掘		1,354

						オフィス・事業用地の確保		1,353

				変化なし ヘンカ		入国管理制度(高度外国人材の就労・在留手続き等)		1,354

						銀行取引		1,358

						会社設立手続きや許認可制度に関する法規		1,351

						資金調達		1,350

				悪化 アッカ		高度人材の確保		1,357

						一般人材の確保		1,359









































































































































































































































































































































































































































































































































































						  全  体		改善している		変わらない		悪化している

				ビジネスにおける行政手続きの簡素化・デジタル化		1356		29.5		63.1		7.3				22.2

				.コーポレートガバナンス（企業統治）・企業価値の意		1354		26.4		71.3		2.3				24.1

				ビジネスにおける外国語でのコミュニケーション		1359		25.5		69.4		5.1				20.4

				外資系企業に対する日本企業・社会の受け入れ態勢		1352		16.2		79.1		4.8				11.4

				ビジネスパートナーの発掘		1354		14.2		79.4		6.3				7.9

				オフィス・事業用地の確保		1353		12.0		76.1		11.9				0.1

				入国管理制度(高度外国人材の就労・在留手続き等)		1354		10.6		81.5		7.9				2.7

				銀行取引		1358		9.2		82.0		8.8				0.4

				会社設立手続きや許認可制度に関する法規		1351		8.4		88.2		3.4				5.0

				資金調達		1350		6.3		90.1		3.7				2.6

				高度人材の確保		1357		7.1		62.5		30.5				-23.4

				一般人材の確保		1359		6.5		56.1		37.3



改善している	

























ビジネスにおける行政手続きの簡素化・デジタル化	.コーポレートガバナンス（企業統治）・企業価値の意	ビジネスにおける外国語でのコミュニケーション	外資系企業に対する日本企業・社会の受け入れ態勢	ビジネスパートナーの発掘	オフィス・事業用地の確保	入国管理制度(高度外国人材の就労・在留手続き等)	銀行取引	会社設立手続きや許認可制度に関する法規	資金調達	高度人材の確保	一般人材の確保	29.5	26.4	25.5	16.2	14.2	12	10.6	9.1999999999999993	8.4	6.3	7.1	6.5	変わらない	























ビジネスにおける行政手続きの簡素化・デジタル化	.コーポレートガバナンス（企業統治）・企業価値の意	ビジネスにおける外国語でのコミュニケーション	外資系企業に対する日本企業・社会の受け入れ態勢	ビジネスパートナーの発掘	オフィス・事業用地の確保	入国管理制度(高度外国人材の就労・在留手続き等)	銀行取引	会社設立手続きや許認可制度に関する法規	資金調達	高度人材の確保	一般人材の確保	63.1	71.3	69.400000000000006	79.099999999999994	79.400000000000006	76.099999999999994	81.5	82	88.2	90.1	62.5	56.1	悪化している	























ビジネスにおける行政手続きの簡素化・デジタル化	.コーポレートガバナンス（企業統治）・企業価値の意	ビジネスにおける外国語でのコミュニケーション	外資系企業に対する日本企業・社会の受け入れ態勢	ビジネスパートナーの発掘	オフィス・事業用地の確保	入国管理制度(高度外国人材の就労・在留手続き等)	銀行取引	会社設立手続きや許認可制度に関する法規	資金調達	高度人材の確保	一般人材の確保	7.3	2.2999999999999998	5.0999999999999996	4.8	6.3	11.9	7.9	8.8000000000000007	3.4	3.7	30.5	37.299999999999997	4.7

4.7

5.1

5.5

5.3

5.7

5.9

6.4

4.9

4.8

5.1

ビジネスにおける行政手続きの簡素化・デジタル化	.コーポレートガバナンス（企業統治）・企業価値の意	ビジネスにおける外国語でのコミュニケーション	外資系企業に対する日本企業・社会の受け入れ態勢	ビジネスパートナーの発掘	オフィス・事業用地の確保	入国管理制度(高度外国人材の就労・在留手続き等)	銀行取引	会社設立手続きや許認可制度に関する法規	資金調達	高度人材の確保	一般人材の確保	ビジネスにおける行政手続きの簡素化・デジタル化	.コーポレートガバナンス（企業統治）・企業価値の意	ビジネスにおける外国語でのコミュニケーション	外資系企業に対する日本企業・社会の受け入れ態勢	ビジネスパートナーの発掘	オフィス・事業用地の確保	入国管理制度(高度外国人材の就労・在留手続き等)	銀行取引	会社設立手続きや許認可制度に関する法規	資金調達	高度人材の確保	一般人材の確保	







22.特に改善を期待する項目



				

				

						日本でのビジネス活動にあたり、特に改善を期待する項目





				一般人材の確保

				高度人材の確保

				ビジネスにおける行政手続きの
簡素化・デジタル化

				ビジネスにおける外国語での
コミュニケーション

				ビジネスパートナーの発掘

				銀行取引

				入国管理制度

				外資系企業に対する日本企業・
社会の受け入れ態勢

				会社設立手続きや許認可制度に
関する法規制

				資金調達

				オフィス・事業用地の確保

				コーポレートガバナンス
（企業統治）・企業価値の意識















								 



























































































































































































































































































































































































































































































































































						世界のほかの市場と比較して、貴社が日本の魅力と感じる項目

						全体		一般人材の確保		高度人材の確保		ビジネスにおける行政手続きの簡素化・デジタル化		ビジネスにおける外国語でのコミュニケーション		ビジネスパートナーの発掘		銀行取引		入国管理制度		外資系企業に対する日本企業・社会の受け入れ態勢		会社設立手続きや許認可制度に関する法規制		資金調達		オフィス・事業用地の確保		コーポレートガバナンス（企業統治・企業価値の意識）

		　		　		1537		21.7		18.0		14.1		12.8		7.4		6.2		6.0		5.2		3.7		2.0		1.4		1.3



(N = 1,192)

　	

























一般人材の確保	高度人材の確保	ビジネスにおける行政手続きの簡素化・デジタル化	ビジネスにおける外国語でのコミュニケーション	ビジネスパートナーの発掘	銀行取引	入国管理制度	外資系企業に対する日本企業・社会の受け入れ態勢	会社設立手続きや許認可制度に関する法規制	資金調達	オフィス・事業用地の確保	コーポレートガバナンス（企業統治・企業価値の意識）	21.7	18	14.1	12.8	7.4	6.2	6	5.2	3.7	2	1.4	1.3	



24.業種別採用計画達成度

				業種/貴社

				

				

						過去1年間の採用計画は達成できましたか

						N =

				  全  体		1,297

				製造業		234

				卸売業・商社		518

				小売業		67

				サービス業		435

												 

























































































































































































































































































































































































































































































































































						過去1年間の採用計画は達成できましたか

						  全  体		達成した		ほぼ達成した		あまり達成できなかった		達成できなかった

				  全  体		1297		26.4		39.9		20.4		13.3

				製造業		234		15.8		46.6		23.5		14.1						62.4		37.6

				卸売業・商社		518		31.1		37.5		17.2		14.3						68.6		31.5

				小売業		67		26.9		47.8		9.0		16.4						74.7		25.4

				サービス業		435		26.9		37.7		24.1		11.3						64.6		35.4



達成した	











  全  体	製造業	卸売業・商社	小売業	サービス業	26.4	15.8	31.1	26.9	26.9	ほぼ達成した	











  全  体	製造業	卸売業・商社	小売業	サービス業	39.9	46.6	37.5	47.8	37.700000000000003	あまり達成できなかった	











  全  体	製造業	卸売業・商社	小売業	サービス業	20.399999999999999	23.5	17.2	9	24.1	達成できなかった	











  全  体	製造業	卸売業・商社	小売業	サービス業	13.3	14.1	14.3	16.399999999999999	11.3	9.2

8.6

9.1

12.2

7.7



  全  体	製造業	卸売業・商社	小売業	サービス業	







24.都市規模別採用計画達成度

				都市規模

				

				

						過去1年間の採用計画は達成できましたか



						N =

				  全  体		1,297

				大都市圏		1,088

				中堅都市圏		142

				その他地域		67

												 

























































































































































































































































































































































































































































































































































						過去1年間の採用計画は達成できましたか

						  全  体		達成した		ほぼ達成した		あまり達成できなかった		達成できなかった

				  全  体		1297		26.4		39.9		20.4		13.3						66.3		33.7

				大都市圏		1088		26.9		41.2		19.8		12.1						68.1		31.9

				中堅都市圏		142		26.8		32.4		21.8		19.0						59.2		40.8

				その他地域		67		16.4		35.8		28.4		19.4						52.2		47.8



達成した	

  全  体	大都市圏	中堅都市圏	その他地域	26.4	26.9	26.8	16.399999999999999	ほぼ達成した	

  全  体	大都市圏	中堅都市圏	その他地域	39.9	41.2	32.4	35.799999999999997	あまり達成できなかった	

  全  体	大都市圏	中堅都市圏	その他地域	20.399999999999999	19.8	21.8	28.4	達成できなかった	

  全  体	大都市圏	中堅都市圏	その他地域	13.3	12.1	19	19.399999999999999	

  全  体	大都市圏	中堅都市圏	その他地域	







24.新規採用者数(経年)

						過去1年間の新規採用者数



				　		N=

				2023年 ネン		1,510

				2024年 ネン		1,405















































































































































































































































































































































































































































































































































								過去1年間の新規採用者数

								全体		3人未満		3～5人		6～10人		11～20人		21～30人		31～50人		51～100人		101人以上		新規採用なし

						2023年 ネン		1510		40.6		16.6		10.1		7.0		2.6		1.9		1.1		0.8		19.3

						2024年 ネン		1405		40.4		16.6		8.5		4.8		1.9		1.1		1.1		0.6		25.1



(N = 1,405)

3人未満	



2023年	2024年	40.596026490066222	40.4	3～5人	



2023年	2024年	16.622516556291391	16.600000000000001	6～10人	



2023年	2024年	10.066225165562914	8.5	11～20人	



2023年	2024年	7.0198675496688745	4.8	21～30人	



2023年	2024年	2.5827814569536423	1.9	31～50人	



2023年	2024年	1.8543046357615895	1.1000000000000001	51～100人	



2023年	2024年	1.1258278145695364	1.1000000000000001	101人以上	



2023年	2024年	0.79470198675496684	0.6	新規採用なし	



2023年	2024年	19.337748344370862	25.1	1.8



2023年	2024年	







25.確保が困難な人材の分野



				

				

						確保が困難な人材の分野について





						N=		営業・
マーケティング
人材		IT・技術人材		経営・企画人材		一般作業人材		経理・財務人材		総務・人事人材		その他

				全体		583		57.3		39.1		18.2		16.0		12.7		8.4		16.0

				【北海道・東北】		11		9.1		45.5		0.0		45.5		9.1		0.0		27.3

				【関東】		451		61.2		38.4		18.0		12.2		12.0		8.0		16.0

				　東京		350		62.3		40.3		19.1		9.7		12.6		7.7		16.0

				　それ以外		101		57.4		31.7		13.9		20.8		9.9		8.9		15.8

				【中部】		46		45.7		45.7		17.4		21.7		13.0		4.3		19.6

				【関西】		55		52.7		36.4		18.2		25.5		18.2		12.7		10.9

				【中国・四国】		7		42.9		42.9		28.6		42.9		14.3		14.3		14.3

				【九州・沖縄】		13		30.8		46.2		38.5		46.2		15.4		23.1		15.4

																				単位：件、％









































































































































































































































































































































































































































































































































						確保が困難な人材の分野について

						  全  体		営業・マーケティング人材		IT・技術人材（デジタルトランスフォーメーション（DX）推進など）		経営・企画人材		一般作業人材（工場・倉庫・配送など）		経理・財務人材		総務・人事人材		その他

				全体		583		57.3		39.1		18.2		16.0		12.7		8.4		16.0

				北海道・東北		11		9.1		45.5		0.0		45.5		9.1		0.0		27.3

				関東		451		61.2		38.4		18.0		12.2		12.0		8.0		16.0

				中部		46		45.7		45.7		17.4		21.7		13.0		4.3		19.6

				関西		55		52.7		36.4		18.2		25.5		18.2		12.7		10.9

				中国・四国		7		42.9		42.9		28.6		42.9		14.3		14.3		14.3

				九州・沖縄		13		30.8		46.2		38.5		46.2		15.4		23.1		15.4













全体	営業・マーケティング人材	IT・技術人材（デジタルトランスフォーメーション（DX）推進など）	経営・企画人材	一般作業人材（工場・倉庫・配送など）	経理・財務人材	総務・人事人材	その他	57.3	39.1	18.2	16	12.7	8.4	16	北海道・東北	営業・マーケティング人材	IT・技術人材（デジタルトランスフォーメーション（DX）推進など）	経営・企画人材	一般作業人材（工場・倉庫・配送など）	経理・財務人材	総務・人事人材	その他	9.1	45.5	0	45.5	9.1	0	27.3	関東	営業・マーケティング人材	IT・技術人材（デジタルトランスフォーメーション（DX）推進など）	経営・企画人材	一般作業人材（工場・倉庫・配送など）	経理・財務人材	総務・人事人材	その他	61.2	38.4	18	12.2	12	8	16	中部	営業・マーケティング人材	IT・技術人材（デジタルトランスフォーメーション（DX）推進など）	経営・企画人材	一般作業人材（工場・倉庫・配送など）	経理・財務人材	総務・人事人材	その他	45.7	45.7	17.399999999999999	21.7	13	4.3	19.600000000000001	関西	営業・マーケティング人材	IT・技術人材（デジタルトランスフォーメーション（DX）推進など）	経営・企画人材	一般作業人材（工場・倉庫・配送など）	経理・財務人材	総務・人事人材	その他	52.7	36.4	18.2	25.5	18.2	12.7	10.9	中国・四国	営業・マーケティング人材	IT・技術人材（デジタルトランスフォーメーション（DX）推進など）	経営・企画人材	一般作業人材（工場・倉庫・配送など）	経理・財務人材	総務・人事人材	その他	42.9	42.9	28.6	42.9	14.3	14.3	14.3	九州・沖縄	営業・マーケティング人材	IT・技術人材（デジタルトランスフォーメーション（DX）推進など）	経営・企画人材	一般作業人材（工場・倉庫・配送など）	経理・財務人材	総務・人事人材	その他	30.8	46.2	38.5	46.2	15.4	23.1	15.4	営業・マーケティング人材	IT・技術人材（デジタルトランスフォーメーション（DX）推進など）	経営・企画人材	一般作業人材（工場・倉庫・配送など）	経理・財務人材	総務・人事人材	その他	









26.国内事業における人材雇用状況





				

						人材雇用の状況 ジンザイコヨウ ジョウキョウ



						N=

				全体		1,385

		業種 ギョウシュ		製造業		248

				卸売業・商社		553

				小売業		74

				サービス業		465

		本社地の都市規模 ホンシャチ トシキボ		大都市		1,162

				　東京都		880

				　神奈川県		167

				　愛知県		33

				　大阪府		82

				中堅都市		155

				その他都市		68













































































































































































































































































































































































































































































































































































						人材雇用の状況 ジンザイコヨウ ジョウキョウ

						全体		採用活動を実施し、必要な人材を確保できている。あるいは確保できる見込みである		採用活動を実施しているが、必要な人材の確保が困難。あるいは困難な見込みである		採用活動は実施していない あるいは予定していない				 

		貴社業種 キシャギョウシュ		全体		1385		24.3		42.4		33.3						66.7

				製造業		248		25.4		49.6		25.0						75.0

				卸売業・商社		553		22.2		37.8		40.0						60.0

				小売業		74		23.0		41.9		35.1						64.9

				サービス業		465		26.7		43.0		30.3						69.7

				大都市		1162		25.5		41.0		33.6						66.5

				　東京都		880		27.5		40.1		32.4						67.6

				　神奈川県		167		22.8		45.5		31.7						68.3

				　愛知県		33		6.1		45.5		48.5						51.6

				　大阪府		82		17.1		39.0		43.9						56.1

				中堅都市		155		18.1		45.8		36.1						63.9

				その他地方都市		68		19.1		58.8		22.1						77.9



採用活動を実施し、必要な人材を確保できている。あるいは確保できる見込みである	

全体	製造業	卸売業・商社	小売業	サービス業	大都市	　東京都	　神奈川県	　愛知県	　大阪府	中堅都市	その他地方都市	24.3	25.4	22.2	23	26.7	25.5	27.5	22.8	6.1	17.100000000000001	18.100000000000001	19.100000000000001	採用活動を実施しているが、必要な人材の確保が困難。あるいは困難な見込みである	

全体	製造業	卸売業・商社	小売業	サービス業	大都市	　東京都	　神奈川県	　愛知県	　大阪府	中堅都市	その他地方都市	42.4	49.6	37.799999999999997	41.9	43	41	40.1	45.5	45.5	39	45.8	58.8	採用活動は実施していない あるいは予定していない	

全体	製造業	卸売業・商社	小売業	サービス業	大都市	　東京都	　神奈川県	　愛知県	　大阪府	中堅都市	その他地方都市	33.299999999999997	25	40	35.1	30.3	33.6	32.4	31.7	48.5	43.9	36.1	22.1	全体	製造業	卸売業・商社	小売業	サービス業	大都市	　東京都	　神奈川県	　愛知県	　大阪府	中堅都市	その他地方都市	 	全体	製造業	卸売業・商社	小売業	サービス業	大都市	　東京都	　神奈川県	　愛知県	　大阪府	中堅都市	その他地方都市	











27.親会社国別人材確保取組



				

				





								N=		自社の知名度向上・広報
強化		給与引上げ		社員の英語等外国語能力
向上		リモート
ワークの推進		採用活動への予算・
資源配分増		女性活躍の
推進		国外人材の
採用・異動（高度人材）		成果重視の
評価制度改革		リスキリング		国外人材の
採用・異動（その他の
人材）		大学等教育
機関からの
インターンシップ
受け入れ		留学生の
雇用		その他

						  全  体		1,238		39.4		34.7		28.8		26.3		21.5		21.4		19.4		16.7		13.8		12.4		7.4		5.3		2.4

						【北米】		280		41.8		32.1		32.5		28.9		21.1		23.9		19.6		16.4		15.4		8.2		8.2		2.9		2.1

						【アジア】		436		36.9		34.9		18.3		18.3		21.6		16.1		21.6		13.3		11.0		16.7		6.7		9.2		2.1

						　シンガポール		58		37.9		36.2		29.3		25.9		27.6		17.2		31.0		17.2		19.0		17.2		10.3		10.3		3.4

						　中国		124		35.5		29.8		10.5		18.5		20.2		9.7		24.2		14.5		10.5		20.2		4.8		12.9		0.8

						　香港		48		39.6		31.3		25.0		10.4		20.8		14.6		14.6		20.8		4.2		16.7		2.1		6.3		0.0

						　台湾		86		39.5		37.2		22.1		16.3		14.0		22.1		23.3		16.3		14.0		20.9		9.3		10.5		0.0

						【欧州】		470		40.2		36.2		36.8		30.6		22.6		24.5		17.2		19.6		15.1		10.9		7.9		3.0		2.6

																																		単位：件、％

						【北米】				2.4		-2.6 		3.7		2.6		-0.4 		2.5		0.2		-0.3 		1.6		-4.2 		0.8		-2.4 		-0.3 

						【アジア】				-2.5 		0.2		-10.5 		-8.0 		0.1		-5.3 		2.2		-3.4 		-2.8 		4.3		-0.7 		3.9		-0.3 

						　シンガポール				-1.5 		1.5		0.5		-0.4 		6.1		-4.2 		11.6		0.5		5.2		4.8		2.9		5.0		1.0

						　中国				-3.9 		-4.9 		-18.3 		-7.8 		-1.3 		-11.7 		4.8		-2.2 		-3.3 		7.8		-2.6 		7.6		-1.6 

						　香港				0.2		-3.4 		-3.8 		-15.9 		-0.7 		-6.8 		-4.8 		4.1		-9.6 		4.3		-5.3 		1.0		-2.4 

						　台湾				0.1		2.5		-6.7 		-10.0 		-7.5 		0.7		3.9		-0.4 		0.2		8.5		1.9		5.2		-2.4 

						【欧州】				0.8		1.5		8.0		4.3		1.1		3.1		-2.2 		2.9		1.3		-1.5 		0.5		-2.3 		0.2





28.就労在留円滑化top3



						

						

								日本国内での就労・在留にあたり必要な環境整備の重要度/3つまで





				手続き・制度 テツヅ セイド		行政手続きの簡素化・デジタル化

						在留資格（ビザ）の取得のしやすさ

						社会保障制度（国民年金・厚生年金・確定拠出年金等）における事務手続き負担の軽減

						相続税や報酬に対する課税など在留外国人資産家・投資家が直面する税負担の軽減

				生活環境 セイカツカンキョウ		公共機関・医療機関等の多言語対応

						住居探し・契約手続きの円滑化

						銀行における個人口座の開設の円滑化

						生活面に関する相談体制の充実

						子弟等の教育環境(インターナショナルスクール)の充実

				就労環境 シュウロウカンキョウ		ワークライフバランスや多様な働き方の推進

						成果重視の評価制度の推進

				その他 タ		その他

						該当しない、わからない



































































































































































































































































































































































































































































































































































								日本国内での就労・在留にあたり必要な環境整備の重要度/1番目に重要

								全体		行政手続きの簡素化・デジタル化		在留資格（ビザ）の取得のしやすさ		社会保障制度（国民年金・厚生年金・確定拠出年金等）における事務手続き負担の軽減		相続税や報酬に対する課税など在留外国人資産家・投資家が直面する税負担の軽減		公共機関・医療機関等の多言語対応		住居探し・契約手続きの円滑化		銀行における個人口座の開設の円滑化		生活面に関する相談体制の充実		子弟等の教育環境(インターナショナルスクール)の充実		ワークライフバランスや多様な働き方の推進		成果重視の評価制度の推進		その他		該当しない、わからない

								1537		41.8		36.6		27.4		13.8		30.5		18.9		15.6		13.5		9.2		25.3		17.3		1.8		17.0



(n=1,310)





























行政手続きの簡素化・デジタル化	在留資格（ビザ）の取得のしやすさ	社会保障制度（国民年金・厚生年金・確定拠出年金等）における事務手続き負担の軽減	相続税や報酬に対する課税など在留外国人資産家・投資家が直面する税負担の軽減	公共機関・医療機関等の多言語対応	住居探し・契約手続きの円滑化	銀行における個人口座の開設の円滑化	生活面に関する相談体制の充実	子弟等の教育環境(インターナショナルスクール)の充実	ワークライフバランスや多様な働き方の推進	成果重視の評価制度の推進	その他	該当しない、わからない	41.8	36.6	27.4	13.8	30.5	18.899999999999999	15.6	13.5	9.1999999999999993	25.3	17.3	1.8	17	





29.資金調達実績



				

				





								N=		自己資金
（内部留保など）		親会社等の関係
会社からの借入		金融機関からの
融資		補助金・助成金		自治体制度融資		VC（ベンチャーキャピタル）出資		エンジェル投資家出資		IPO
（新規公開株式）		その他

						  全  体		1,365		56.5		54.1		20.0		6.7		1.1		1.1		0.7		0.1		2.0

						製造業 セイゾウギョウ		243		54.3		54.3		30.9		13.2		1.2		1.2		0.4		0.4		2.1

						卸売業・商社 オロシウリギョウ ショウシャ		548		57.3		53.6		22.6		5.7		1.6		0.0		0.0		0.0		0.7

						小売業 コウリギョウ		72		63.9		45.8		15.3		4.2		0.0		1.4		0.0		0.0		1.4

						サービス業 ギョウ		457		55.8		56.5		12.7		5.7		0.7		2.4		1.8		0.2		3.1

																										単位：件、％

						製造業 セイゾウギョウ				-2.2 		0.2		10.9		6.5		0.1		0.1		-0.3 		0.3		0.1

						卸売業・商社 オロシウリギョウ ショウシャ				0.8		-0.5 		2.6		-1.0 		0.5		-1.1 		-0.7 		-0.1 		-1.3 

						小売業 コウリギョウ				7.4		-8.3 		-4.7 		-2.5 		-1.1 		0.3		-0.7 		-0.1 		-0.6 

						サービス業 ギョウ				-0.7 		2.4		-7.3 		-1.0 		-0.4 		1.3		1.1		0.1		1.1







								N=		自己資金
（内部留保など）		親会社等の関係
会社からの借入		金融機関からの
融資		補助金・助成金		自治体制度
融資		VC（ベンチャーキャピタル）出資		エンジェル投資家出資		IPO
（新規公開株式）		その他

						  全  体		1,365		56.5		54.1		20.0		6.7		1.1		1.1		0.7		0.1		2.0

						1980年以前 ネン イゼン		122		59.8		39.3		33.6		5.7		0.0		0.0		0.0		0.0		4.1

						1981～1990年 ネン		125		65.6		43.2		29.6		5.6		2.4		0.0		0.0		0.0		1.6

						1991～2000年 ネン		199		63.8		46.2		23.1		5.5		1.5		0.0		0.0		0.0		2.5

						2001～2010年 ネン		303		63.4		47.2		20.1		7.6		0.7		0.3		0.0		0.0		1.0

						2011～2015年 ネン		212		51.4		64.2		17.9		7.5		1.9		1.4		0.9		0.0		2.4

						2016年～2020年 ネン ネン		249		50.2		61.8		16.5		6.8		1.2		1.2		0.8		0.4		2.0

						2021年以降 ネン イコウ		148		40.5		71.6		5.4		7.4		0.0		5.4		3.4		0.7		1.4

						不明 フメイ		7		42.9		71.4		14.3		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

																										単位：件、％

						1980年以前 ネン イゼン				3.3		-14.8 		13.6		-1.0 		-1.1 		-1.1 		-0.7 		-0.1 		2.1

						1981～1990年 ネン				9.1		-10.9 		9.6		-1.1 		1.3		-1.1 		-0.7 		-0.1 		-0.4 

						1991～2000年 ネン				7.3		-7.9 		3.1		-1.2 		0.4		-1.1 		-0.7 		-0.1 		0.5

						2001～2010年 ネン				6.9		-6.9 		0.1		0.9		-0.4 		-0.8 		-0.7 		-0.1 		-1.0 

						2011～2015年 ネン				-5.1 		10.1		-2.1 		0.8		0.8		0.3		0.2		-0.1 		0.4

						2016年～2020年 ネン ネン				-6.3 		7.7		-3.5 		0.1		0.1		0.1		0.1		0.3		0.0

						2021年以降 ネン イコウ				-16.0 		17.5		-14.6 		0.7		-1.1 		4.3		2.7		0.6		-0.6 

						不明 フメイ				-13.6 		17.3		-5.7 		-6.7 		-1.1 		-1.1 		-0.7 		-0.1 		-2.0 





31.協業実施状況





				

				

						（1）協業・連携の実施状況





						N=

		全体				1,380

		製造業、卸・商社、
小売業		医薬品・化粧品		48

				電子部品		100

				機械器具		275

				金属製品		41

				飲食料品		48

				化学品		66

		サービス業		情報通信業		144

				学術研究,専門・技術サービス業		70

				金融業・保険業		64















































































































































































































































































































































































































































































































































































						（1）協業・連携の実施状況

						全体		実施している		過去実施も、現在は行っていない		実施したことはないが、検討している		実施したことはなく、検討もしていない				 

		規模		全体		1380		20.7		7.5		11.5		60.3

				医薬品・化粧品		48		45.8		2.1		2.1		50.0

				電子部品		100		22.0		11.0		13.0		54.0

				機械器具		275		20.0		9.1		10.5		60.4

				金属製品		41		19.5		4.9		7.3		68.3

				飲食料品		48		6.3		10.4		4.2		79.2

				化学品		66		19.7		10.6		12.1		57.6



				情報通信業		144		25.0		9.0		17.4		48.6

				学術研究,専門・技術サービス業		70		35.7		8.6		11.4		44.3

				金融業・保険業		64		17.2		3.1		6.3		73.4





																								作業用

																										全体		実施している		過去に実施も、現在は行っていない		実施したことはないが、検討している		実施したことはなく、検討もしていない		無回答						全体		実施している		過去に実施したことがあるが、現在は行っていない		実施したことはないが、検討している		実施したことはなく、検討もしていない		無回答

				機械器具		301		20.6		9.3		14.3		53.8		2.0								1980年以前		126		32		11		6		69		8				2016年以降		407		108		28		95		160		16

				電子部品		89		22.5		12.4		16.9		48.3		0.0										100.0		25.4		8.7		4.8		54.8		6.3						100.0		26.5		6.9		23.3		39.3		3.9

				化学品		74		28.4		5.4		17.6		44.6		4.1								1981～1990年		132		21		11		6		87		7				2015年以前		1115		220		86		118		650		41

				金属製品		51		19.6		5.9		15.7		54.9		3.9										100.0		15.9		8.3		4.5		65.9		5.3						100.0		19.7		7.7		10.6		58.3		3.7

				飲食料品		56		12.5		12.5		7.1		62.5		5.4								1991～2000年		240		40		18		23		152		7

				医薬品・化粧品		47		34.0		6.4		14.9		40.4		4.3										100.0		16.7		7.5		9.6		63.3		2.9

				その他		194		20.1		11.3		9.8		55.2		3.6								2001～2010年		396		86		30		48		219		13

				情報通信業		168		27.4		6.0		23.2		41.1		2.4										100.0		21.7		7.6		12.1		55.3		3.3

				学術研究,専門・技術サービス業		72		27.8		5.6		23.6		36.1		6.9								2011～2015年		221		41		16		35		123		6

				金融業・保険業		72		19.4		4.2		8.3		63.9		4.2										100.0		18.6		7.2		15.8		55.7		2.7

				その他		184		22.8		3.3		13.6		57.6		2.7								2016～2020年		298		76		19		56		133		14

																										100.0		25.5		6.4		18.8		44.6		4.7

																								2021年以降		109		32		9		39		27		2

		1		医薬品・化粧品		47		34		6.4		14.9		40.4		4.3										100.0		29.4		8.3		35.8		24.8		1.8

		2		電子部品		89		22.5		12.4		16.9		48.3		0								不明		7		1		0		2		2		2

		3		機械器具		301		20.6		9.3		14.3		53.8		2										100.0		14.3		0.0		28.6		28.6		28.6

		4		金属製品		51		19.6		5.9		15.7		54.9		3.9								全体		1537		331		115		215		817		59

		5		飲食料品		56		12.5		12.5		7.1		62.5		5.4										100.0		21.5		7.5		14.0		53.2		3.8

		6		化学品		74		28.4		5.4		17.6		44.6		4.1

				その他		194		20.1		11.3		9.8		55.2		3.6



実施している	

全体	医薬品・化粧品	電子部品	機械器具	金属製品	飲食料品	化学品	情報通信業	学術研究,専門・技術サービス業	金融業・保険業	20.7	45.8	22	20	19.5	6.3	19.7	25	35.700000000000003	17.2	過去実施も、現在は行っていない	

全体	医薬品・化粧品	電子部品	機械器具	金属製品	飲食料品	化学品	情報通信業	学術研究,専門・技術サービス業	金融業・保険業	7.5	2.1	11	9.1	4.9000000000000004	10.4	10.6	9	8.6	3.1	実施したことはないが、検討している	

全体	医薬品・化粧品	電子部品	機械器具	金属製品	飲食料品	化学品	情報通信業	学術研究,専門・技術サービス業	金融業・保険業	11.5	2.1	13	10.5	7.3	4.2	12.1	17.399999999999999	11.4	6.3	実施したことはなく、検討もしていない	

全体	医薬品・化粧品	電子部品	機械器具	金属製品	飲食料品	化学品	情報通信業	学術研究,専門・技術サービス業	金融業・保険業	60.3	50	54	60.4	68.3	79.2	57.6	48.6	44.3	73.400000000000006	

全体	医薬品・化粧品	電子部品	機械器具	金属製品	飲食料品	化学品	情報通信業	学術研究,専門・技術サービス業	金融業・保険業	 	全体	医薬品・化粧品	電子部品	機械器具	金属製品	飲食料品	化学品	情報通信業	学術研究,専門・技術サービス業	金融業・保険業	

















32.詳細業種別協業・連携内容



				

				

				Q34.02

				具体的な協業・連携の内容

								N=		共同マーケティング・
販路開拓
(日本市場)		共同研究開発		新製品・
サービスの
共同開発		共同マーケティング・
販路開拓
(日本以外の
外国市場)		資本提携
(協業・連携パートナーへの出資やM&Aなど)		共同生産		資本提携
(合弁会社の設立など)		（設備などの）共同購入・利用		その他

						  全  体		519		40.5		37.6		37.0		11.6		6.7		5.0		3.7		2.7		9.1

				製造・卸小売 セイゾウ オロシコウリ		機械器具		101		44.6		45.5		30.7		7.9		4.0		8.9		3.0		4.0		1.0

						電子部品		44		38.6		38.6		34.1		4.5		4.5		4.5		2.3		2.3		0.0

						化学品		28		17.9		42.9		35.7		3.6		7.1		10.7		7.1		0.0		3.6

						金属製品		13		46.2		30.8		61.5		15.4		7.7		7.7		0.0		0.0		15.4

						飲食料品		10		30.0		50.0		30.0		0.0		0.0		20.0		0.0		10.0		10.0

						医薬品・化粧品		22		36.4		63.6		36.4		18.2		4.5		4.5		4.5		0.0		9.1

						繊維製品・衣服		6		50.0		16.7		83.3		16.7		16.7		0.0		0.0		0.0		16.7

						文具・玩具・生活用品等		6		50.0		0.0		83.3		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

						プラスチック・ゴム製品		9		22.2		22.2		55.6		0.0		33.3		22.2		0.0		0.0		11.1

						その他		74		35.1		32.4		32.4		8.1		4.1		1.4		1.4		4.1		14.9

				サービス		情報通信業		73		58.9		35.6		45.2		15.1		6.8		2.7		6.8		2.7		6.8

						学術研究,専門・技術サービス業		37		24.3		37.8		27.0		18.9		5.4		2.7		5.4		5.4		18.9

						金融業・保険業		17		52.9		29.4		29.4		17.6		23.5		0.0		5.9		0.0		5.9

						運輸業，郵便業		7		57.1		0.0		28.6		42.9		14.3		0.0		14.3		0.0		14.3

						その他		55		34.5		32.7		40.0		18.2		7.3		1.8		3.6		1.8		20.0

																										単位：件、％

						機械器具				4.1		7.9		-6.3 		-3.7 		-2.7 		3.9		-0.7 		1.3		-8.1 

						電子部品				-1.9 		1.0		-2.9 		-7.1 		-2.2 		-0.5 		-1.4 		-0.4 		-9.1 

						化学品				-22.6 		5.3		-1.3 		-8.0 		0.4		5.7		3.4		-2.7 		-5.5 

						金属製品				5.7		-6.8 		24.5		3.8		1.0		2.7		-3.7 		-2.7 		6.3

						飲食料品				-10.5 		12.4		-7.0 		-11.6 		-6.7 		15.0		-3.7 		7.3		0.9

						医薬品・化粧品				-4.1 		26.0		-0.6 		6.6		-2.2 		-0.5 		0.8		-2.7 		0.0

						繊維製品・衣服				9.5		-20.9 		46.3		5.1		10.0		-5.0 		-3.7 		-2.7 		7.6

						文具・玩具・生活用品等				9.5		-37.6 		46.3		-11.6 		-6.7 		-5.0 		-3.7 		-2.7 		-9.1 

						プラスチック・ゴム製品				-18.3 		-15.4 		18.6		-11.6 		26.6		17.2		-3.7 		-2.7 		2.0

						その他				-5.4 		-5.2 		-4.6 		-3.5 		-2.6 		-3.6 		-2.3 		1.4		5.8

						情報通信業				18.4		-2.0 		8.2		3.5		0.1		-2.3 		3.1		0.0		-2.3 

						学術研究,専門・技術サービス業				-16.2 		0.2		-10.0 		7.3		-1.3 		-2.3 		1.7		2.7		9.8

						金融業・保険業				12.4		-8.2 		-7.6 		6.0		16.8		-5.0 		2.2		-2.7 		-3.2 

						運輸業，郵便業				16.6		-37.6 		-8.4 		31.3		7.6		-5.0 		10.6		-2.7 		5.2

						その他				-6.0 		-4.9 		3.0		6.6		0.6		-3.2 		-0.1 		-0.9 		10.9





33.業種別協業・連携パートナー



				

				

						協業・連携（検討中を含む）のパートナー





						N=		大企業
（代理店を除く）		中小企業
（代理店、
スタートアップを除く）		大学
（研究室、
教授などとの連携を含む）		代理店		大学以外の
研究機関		スタートアップ		その他

				全体		522		45.0		42.7		38.5		25.9		12.6		12.5		5.2

				製造業		112		42.9		37.5		47.3		19.6		16.1		13.4		3.6

				卸売業・商社		190		37.9		40.5		36.3		34.7		11.1		9.5		5.3

				小売業		18		44.4		50.0		27.8		38.9		11.1		0.0		0.0

				サービス業		187		55.1		47.6		34.8		20.3		12.3		16.6		7.0

																				単位：件、％

				製造業				-2.1 		-5.2 		8.8		-6.3 		3.5		0.9		-1.6 

				卸売業・商社				-7.1 		-2.2 		-2.2 		8.8		-1.5 		-3.0 		0.1

				小売業				-0.6 		7.3		-10.7 		13.0		-1.5 		-12.5 		-5.2 

				サービス業				10.1		4.9		-3.7 		-5.6 		-0.3 		4.1		1.8









































































































































































































































































































































































































































































































































						協業・連携（検討中を含む）のパートナー

						  全  体		大企業（代理店を除く）		中小企業（代理店、スタートアップを除く）		大学（研究室、教授などとの連携を含む）		代理店		大学以外の研究機関		スタートアップ		その他

				  全  体		522		45.0		42.7		38.5		25.9		12.6		12.5		5.2

				製造業		112		42.9		37.5		47.3		19.6		16.1		13.4		3.6

				卸売業・商社		190		37.9		40.5		36.3		34.7		11.1		9.5		5.3

				小売業		18		44.4		50.0		27.8		38.9		11.1		0.0		0.0

				サービス業		187		55.1		47.6		34.8		20.3		12.3		16.6		7.0

		  全  体 (n=522)

		製造業 (n=112)

		卸売業・商社 (n=190)

		小売業 (n=18)

		サービス業 (n=187)



  全  体	大企業（代理店を除く）	中小企業（代理店、スタートアップを除く）	大学（研究室、教授などとの連携を含む）	代理店	大学以外の研究機関	スタートアップ	その他	45	42.7	38.5	25.9	12.6	12.5	5.2	製造業	大企業（代理店を除く）	中小企業（代理店、スタートアップを除く）	大学（研究室、教授などとの連携を含む）	代理店	大学以外の研究機関	スタートアップ	その他	42.9	37.5	47.3	19.600000000000001	16.100000000000001	13.4	3.6	卸売業・商社	大企業（代理店を除く）	中小企業（代理店、スタートアップを除く）	大学（研究室、教授などとの連携を含む）	代理店	大学以外の研究機関	スタートアップ	その他	37.9	40.5	36.299999999999997	34.700000000000003	11.1	9.5	5.3	小売業	大企業（代理店を除く）	中小企業（代理店、スタートアップを除く）	大学（研究室、教授などとの連携を含む）	代理店	大学以外の研究機関	スタートアップ	その他	44.4	50	27.8	38.9	11.1	0	0	サービス業	大企業（代理店を除く）	中小企業（代理店、スタートアップを除く）	大学（研究室、教授などとの連携を含む）	代理店	大学以外の研究機関	スタートアップ	その他	55.1	47.6	34.799999999999997	20.3	12.3	16.600000000000001	7	大企業（代理店を除く）	中小企業（代理店、スタートアップを除く）	大学（研究室、教授などとの連携を含む）	代理店	大学以外の研究機関	スタートアップ	その他	







34.協業・連携と今後の事業計画

				国内企業・大学・研究機関などとの協業・連携の取り組みについて、実施状況

				

				

						将来的な国内事業の計画について

						N =

				  全  体		1,385

				実施している		283

				過去に実施したことがあるが、現在は行っていない		101

				実施したことはないが、
検討している		157

				実施したことはなく、
検討もしていない		827

												 

























































































































































































































































































































































































































































































































































						将来的な国内事業の計画について

						  全  体		強化・拡大する		現状維持する		縮小する		撤退する

				  全  体		1385		54.2		42.1		2.7		0.9

				実施している		283		66.4		32.2		1.1		0.4

				過去に実施したことがあるが、現在は行っていない		101		58.4		38.6		3.0

				実施したことはないが、検討している		157		78.3		21.0		0.6

				実施したことはなく、検討もしていない		827		45.1		50.1		3.6		1.2



強化・拡大する	











  全  体	実施している	過去に実施したことがあるが、現在は行っていない	実施したことはないが、検討している	実施したことはなく、検討もしていない	54.2	66.400000000000006	58.4	78.3	45.1	現状維持する	











  全  体	実施している	過去に実施したことがあるが、現在は行っていない	実施したことはないが、検討している	実施したことはなく、検討もしていない	42.1	32.200000000000003	38.6	21	50.1	縮小する	











  全  体	実施している	過去に実施したことがあるが、現在は行っていない	実施したことはないが、検討している	実施したことはなく、検討もしていない	2.7	1.1000000000000001	3	0.6	3.6	撤退する	











  全  体	実施している	過去に実施したことがあるが、現在は行っていない	実施したことはないが、検討している	実施したことはなく、検討もしていない	0.9	0.4	1.2	2.9

1.5

0.9

1.4

1.2



  全  体	実施している	過去に実施したことがあるが、現在は行っていない	実施したことはないが、検討している	実施したことはなく、検討もしていない	







34.協業・連携と今後の事業計画 (経年)

				国内企業・大学・研究機関などとの協業・連携の取り組みについて、実施状況

				

				

						将来的な国内事業の計画について

						N =

				2023年 ネン		1,493

				2024年 ネン		1,385







																										2023年 ネン



















												 

























































































































































































































































































































































































































































































































































						将来的な国内事業の計画について																				  全  体		強化・拡大する		現状維持する		縮小する		撤退する		  無回答		  全  体（DK除外） ジョガイ		強化・拡大する		現状維持する		縮小する		撤退する

						  全  体		強化・拡大する		現状維持する		縮小する		撤退する												1537		932		514		35		12		44		1493		932		514		35		12

				2023年 ネン		1493		62.4		34.4		2.3		0.8												100		60.6		33.4		2.3		0.8		2.9				62.4		34.4		2.3		0.8

				2024年 ネン		1385		54.2		42.1		2.7		0.9









強化・拡大する	





2023年	2024年	62.424648359008707	54.2	





現状維持する	





2023年	2024年	34.427327528466172	42.1	





縮小する	





2023年	2024年	2.344273275284662	2.7	





撤退する	





2023年	2024年	0.80375083724045537	0.9	





2.9

1.5



2023年	2024年	0.9

1.4

1.2

2023年	2024年	







35.パートナーの発掘手段

						協業・連携のパートナーを発掘するにあたり、活用したあるいは活用予定の手段（複数回答可）

				

				





										展示会やイベントへの参加（国内）		既存のパートナー企業を通じた紹介		海外親会社を通じた紹介		大学等の研究機関を通じた紹介		展示会やイベントへの参加（海外）		自社ウェブサイト・SNS等を活用した広報や
アプローチ		自治体等の公的機関による支援		外部専門人材の
活用		その他

								N=																		(%)

						  全  体		507		68.8		49.1		28.0		22.1		21.3		21.3		7.9		7.1		4.7

				業種 ギョウシュ		製造業 セイゾウギョウ		106		71.7		44.3		26.4		24.5		25.5		13.2		8.5		6.6		5.7

						卸売業・商社 オロシウリギョウ ショウシャ		189		75.7		48.7		26.5		21.2		19.0		21.2		3.7		6.9		4.2

						小売業 コウリギョウ		17		76.5		29.4		23.5		11.8		35.3		23.5		5.9		0.0		0.0

						サービス業 ギョウ		183		61.2		54.6		30.6		21.9		21.3		27.3		12.0		8.7		4.4

				会社設立時期 カイシャ セツリツ ジキ		1980年以前 ネン イゼン		48		68.8		43.8		14.6		35.4		22.9		12.5		8.3		6.3		8.3

						1981～1990年 ネン		36		58.3		38.9		25.0		19.4		19.4		8.3		2.8		0.0		8.3

						1991～2000年 ネン		52		69.2		46.2		21.2		15.4		15.4		25.0		3.8		5.8		1.9

						2001～2010年 ネン		99		63.6		47.5		30.3		29.3		22.2		23.2		9.1		11.1		4.0

						2011～2015年 ネン		75		65.3		52.0		21.3		17.3		18.7		16.0		5.3		5.3		8.0

						2016年～2020年 ネン ネン		100		74.0		49.0		38.0		19.0		19.0		25.0		6.0		8.0		3.0

						2021年以降 ネン イコウ		96		76.0		56.3		32.3		19.8		28.1		27.1		14.6		7.3		3.1























37.親会社国別_日本の重要性

				親会社地域（アジア、欧州国別）

				

				

						地政学的リスクを踏まえた、日本市場・事業及び日本法人の重要性について





						N =

				  全  体		1,368

				【北米】		308

				【アジア】		484

				　シンガポール		64

				　中国		137

				　香港		55

				　台湾		95

				【欧州】		516





















												 

























































































































































































































































































































































































































































































































































						地政学的リスクを踏まえた、日本市場・事業及び日本法人の重要性について

						  全  体		向上した		変化なし		低下した		不明		  無回答

				  全  体		1368		12.7		56.1		7.7		23.4

				【北米】		308		13.0		57.5		6.8		22.7

				【アジア】		484		15.3		51.2		8.3		25.2

				　シンガポール		64		7.8		50.0		10.9		31.3

				　中国		137		20.4		48.9		8.8		21.9

				　香港		55		12.7		61.8		7.3		18.2

				　台湾		95		21.1		48.4		10.5		20.0

				　韓国		88		8.0		52.3		8.0		31.8

				　その他アジア		45		15.6		51.1		0.0		33.3

				【欧州】		516		10.9		59.5		7.8		21.9

				　英国		57		14.0		45.6		14.0		26.3

				　フランス		64		12.5		62.5		6.3		18.8

				　ドイツ		180		10.6		59.4		5.0		25.0

				　スイス		54		14.8		64.8		7.4		13.0

				　オランダ		26		3.8		61.5		19.2		15.4

				　その他欧州		135		8.9		61.5		7.4		22.2

				その他		51		7.8		56.9		9.8		25.5

				不明		9		0.0		77.8		0.0		22.2



向上した	



































  全  体	【北米】	【アジア】	　シンガポール	　中国	　香港	　台湾	　韓国	　その他アジア	【欧州】	　英国	　フランス	　ドイツ	　スイス	　オランダ	　その他欧州	その他	12.7	13	15.3	7.8	20.399999999999999	12.7	21.1	8	15.6	10.9	14	12.5	10.6	14.8	3.8	8.9	7.8	変化なし	



































  全  体	【北米】	【アジア】	　シンガポール	　中国	　香港	　台湾	　韓国	　その他アジア	【欧州】	　英国	　フランス	　ドイツ	　スイス	　オランダ	　その他欧州	その他	56.1	57.5	51.2	50	48.9	61.8	48.4	52.3	51.1	59.5	45.6	62.5	59.4	64.8	61.5	61.5	56.9	低下した	



































  全  体	【北米】	【アジア】	　シンガポール	　中国	　香港	　台湾	　韓国	　その他アジア	【欧州】	　英国	　フランス	　ドイツ	　スイス	　オランダ	　その他欧州	その他	7.7	6.8	8.3000000000000007	10.9	8.8000000000000007	7.3	10.5	8	0	7.8	14	6.3	5	7.4	19.2	7.4	9.8000000000000007	不明	



































  全  体	【北米】	【アジア】	　シンガポール	　中国	　香港	　台湾	　韓国	　その他アジア	【欧州】	　英国	　フランス	　ドイツ	　スイス	　オランダ	　その他欧州	その他	23.4	22.7	25.2	31.3	21.9	18.2	20	31.8	33.299999999999997	21.9	26.3	18.8	25	13	15.4	22.2	25.5	  無回答	5.6

8.0

4.1

8.1

2.0

1.3

3.4

5.4

8.0

4.8

3.6

3.8

4.2

8.1

7.9

4.5

10.3



  全  体	【北米】	【アジア】	　シンガポール	　中国	　香港	　台湾	　韓国	　その他アジア	【欧州】	　英国	　フランス	　ドイツ	　スイス	　オランダ	　その他欧州	その他	







39.今後の資金調達

				

				

						今後の調達方針 コンゴ チョウタツホウシン





				特に変更の予定なし

				日本国内での調達比率を拡大し、
海外からの調達比率を縮小する

				海外からの調達比率を拡大し、
日本国内での調達比率を縮小する

































								 



























































































































































































































































































































































































































































































































































						全体		特に変更の予定なし		日本国内での調達比率を拡大し、海外からの調達比率を縮小する		海外からの調達比率を拡大し、日本国内での調達比率を縮小する

		　		　		1381		82.8		11.6		5.6

								1143		160		78



(N = 1,381)

　	

特に変更の予定なし	日本国内での調達比率を拡大し、海外からの調達比率を縮小する	海外からの調達比率を拡大し、日本国内での調達比率を縮小する	82.8	11.6	5.6	



39.調達において重視する国、地域

				海外からの調達比率を拡大する企業が、調達において重視する国/地域（複数回答可）

				※貴機構の情報により作成、体裁を合わせるためグラフのみ作成しました。 キキコウ ジョウホウ サクセイ テイサイ ア サクセイ

				適宜ご利用ください。 テキギ リヨウ

																		（N=78）

				全体 ゼンタイ		中国 チュウゴク		米国 ベイコク		ベトナム		台湾 タイワン		インド		ドイツ		シンガポール		香港 ホンコン		タイ		韓国 カンコク		スイス		英国 エイコク		オランダ		インドネシア		マレーシア		その他 タ

				78		37		21		17		16		11		10		9		8		8		6		4		3		2		2		2		8





中国	米国	ベトナム	台湾	インド	ドイツ	シンガポール	香港	タイ	韓国	スイス	英国	オランダ	インドネシア	マレーシア	その他	37	21	17	16	11	10	9	8	8	6	4	3	2	2	2	8	







40.日本以外で重視している国

				今後の調達方針において、日本以外で重視している国・地域（複数回答可）





																		（N=1,073）

				全体 ゼンタイ		中国		米国		ドイツ		台湾		インド		韓国		ベトナム		シンガポール		タイ		英国		香港		スイス		オランダ		その他

				1073		365		325		169		159		154		151		149		111		111		76		63		39		29		163





中国	米国	ドイツ	台湾	インド	韓国	ベトナム	シンガポール	タイ	英国	香港	スイス	オランダ	その他	365	325	169	159	154	151	149	111	111	76	63	39	29	163	







40.日本以外で重視している国（業種別）

				今後の調達方針において、日本以外で重視している国・地域（業種別・複数回答可） ギョウシュベツ







				N		中国		米国		ドイツ		台湾		インド		韓国		ベトナム		シンガポール		タイ		英国		香港		スイス		オランダ		その他

		製造業(N=208) セイゾウギョウ		208		101		47		31		42		44		24		29		8		27		7		5		9		5		29

		卸売業・商社(N=451) オロシウリギョウ ショウシャ		451		160		138		91		63		55		49		59		30		44		23		13		14		16		76

		小売業(N=53) コウリギョウ		53		15		15		11		6		3		14		5		4		6		3		6		2		1		7

		サービス業(N-325) ギョウ		325		77		115		34		44		46		57		49		66		31		41		38		13		7		48



製造業(N=208)	

中国	米国	ドイツ	台湾	インド	韓国	ベトナム	シンガポール	タイ	英国	香港	スイス	オランダ	その他	101	47	31	42	44	24	29	8	27	7	5	9	5	29	卸売業・商社(N=451)	

中国	米国	ドイツ	台湾	インド	韓国	ベトナム	シンガポール	タイ	英国	香港	スイス	オランダ	その他	160	138	91	63	55	49	59	30	44	23	13	14	16	76	小売業(N=53)	

中国	米国	ドイツ	台湾	インド	韓国	ベトナム	シンガポール	タイ	英国	香港	スイス	オランダ	その他	15	15	11	6	3	14	5	4	6	3	6	2	1	7	サービス業(N-325)	

中国	米国	ドイツ	台湾	インド	韓国	ベトナム	シンガポール	タイ	英国	香港	スイス	オランダ	その他	77	115	34	44	46	57	49	66	31	41	38	13	7	48	







41.親会社国別機能移転(実施・検討) (経年)

				親会社地域（アジア、欧州国別）

				

				

						親会社の保有する海外拠点における機能について、日本国内に移転予定の有無

								N =

				  全  体		2023年 ネン		1471

						2024年 ネン		1362



				【北米】		2023年 ネン		320

						2024年 ネン		306



				【アジア】		2023年 ネン		496																								1471		320		496		58		141		75		85		591

						2024年 ネン		479																								1362		306		479		64		134		56		94		518



				　シンガポール		2023年 ネン		58

						2024年 ネン		64



				　中国		2023年 ネン		141

						2024年 ネン		134				 



				　香港		2023年 ネン		75

						2024年 ネン		56



				　台湾		2023年 ネン		85

						2024年 ネン		94



				【欧州】		2023年 ネン		591

						2024年 ネン		518

















































































































































































































































































































































































































































































































						親会社の保有する海外拠点における機能について、日本国内に移転予定の有無

						  全  体		実施した・予定がある		検討している

				  全  体		1362		2.8		5.5

								3.9		4.4



				【北米】		306		1.6		3.1

								3.6		3.9



				【アジア】		479		3.0		7.5

								4.0		6.1



				　シンガポール		64		5.2		3.4

								7.8		6.3



				　中国		134		2.1		10.6

								3.0		8.2



				　香港		56		2.7		9.3

								3.6		5.4



				　台湾		94		2.4		8.2

								3.2		7.4



				【欧州】		518		3.4		5.2

								3.9		3.3















																		2023年 ネン

								  全  体		実施した・予定がある		検討している		予定はない				  全  体		実施した・予定がある		検討している		予定はない		  無回答								実施した・予定がある

TSR: TSR:
2023年無回答除外％		検討している

				  全  体				1362		53		60		1249				1537		41		81		1349		66				1362		1471		2.8		5.5

								100.0		3.9		4.4		91.7				100.0		2.7		5.3		87.8		4.3				306		320		1.6		3.1

				親会社国・地域		【北米】		306		11		12		283				337		5		10		305		17				479		496		3.0		7.5

								100.0		3.6		3.9		92.5				100.0		1.5		3.0		90.5		5.0				64		58		5.2		3.4

						【アジア】		479		19		29		431				516		15		37		444		20				134		141		2.1		10.6

								100.0		4.0		6.1		90.0				100.0		2.9		7.2		86.0		3.9				56		75		2.7		9.3

						　シンガポール		64		5		4		55				62		3		2		53		4				94		85		2.4		8.2

								100.0		7.8		6.3		85.9				100.0		4.8		3.2		85.5		6.5				518		591		3.4		5.2

						　中国		134		4		11		119				147		3		15		123		6

								100.0		3.0		8.2		88.8				100.0		2.0		10.2		83.7		4.1

						　香港		56		2		3		51				76		2		7		66		1

								100.0		3.6		5.4		91.1				100.0		2.6		9.2		86.8		1.3

						　台湾		94		3		7		84				89		2		7		76		4

								100.0		3.2		7.4		89.4				100.0		2.2		7.9		85.4		4.5

						【欧州】		518		20		17		481				610		20		31		540		19

								100.0		3.9		3.3		92.9				100.0		3.3		5.1		88.5		3.1



実施した・予定がある	

  全  体	【北米】	【アジア】	　シンガポール	　中国	　香港	　台湾	【欧州】	2.7872195785180147	3.9	1.5625	3.6	3.024193548387097	4	5.1724137931034484	7.8	2.1276595744680851	3	2.666666666666667	3.6	2.3529411764705883	3.2	3.3840947546531304	3.9	検討している	

  全  体	【北米】	【アジア】	　シンガポール	　中国	　香港	　台湾	【欧州】	5.5064581917063222	4.4000000000000004	3.125	3.9	7.459677419354839	6.1	3.4482758620689653	6.3	10.638297872340425	8.1999999999999993	9.3333333333333339	5.4	8.235294117647058	7.4	5.2453468697123524	3.3	

  全  体	【北米】	【アジア】	　シンガポール	　中国	　香港	　台湾	【欧州】	







41.機能別機能移転(実施・検討) (経年)

				親会社地域（アジア、欧州国別）

				

				

						親会社の保有する海外拠点における機能について、日本国内に移転予定の有無

								N =

				  全  体		2023年 ネン		122

						2024年 ネン		113



				経営企画・管理拠点		2023年 ネン		41

						2024年 ネン		31



				営業・販売・マーケティング拠点		2023年 ネン		58

						2024年 ネン		51



				調達拠点		2023年 ネン

						2024年 ネン		17



				研究開発拠点		2023年 ネン		25				 

						2024年 ネン		19



				製造・加工拠点		2023年 ネン		34

						2024年 ネン		27



				物流拠点		2023年 ネン		9

						2024年 ネン		13



				販売・サービス提供
拠点		2023年 ネン

						2024年 ネン		26



				顧客対応拠点		2023年 ネン		42

						2024年 ネン		35



				データセンター		2023年 ネン		11

						2024年 ネン		9









































































































































































































































































































































































































































































































































						親会社の保有する海外拠点における機能について、日本国内に移転予定の有無



						  全  体		実施した・予定がある		検討している																  全  体		実施した・予定がある		検討している						

TSR: TSR:
2024年　Q23×Q22		

TSR: TSR:
2023年														  全  体		実施した・予定がある		検討している		予定はない		  無回答

				  全  体		122		41		81														  全  体		122		41		81						  全  体		113		53		60		0		0

						113		53		60														経営企画・管理拠点		41		15		26								100.0		46.9		53.1		0.0		0.0

																								営業・販売・マーケティング拠点		58		20		38						経営企画・管理拠点		31		16		15		0		0

				経営企画・管理拠点		41		15		26														研究開発拠点		25		4		21								100.0		51.6		48.4		0.0		0.0

						31		16		15														製造・加工拠点		34		8		26						営業・マーケティング拠点		51		24		27		0		0

																								物流拠点		9		3		6								100.0		47.1		52.9		0.0		0.0

				営業・販売・マーケティング拠点		58		20		38														顧客対応拠点		42		15		27						調達拠点		17		10		7		0		0

						51		24		27														データセンター		11		3		8								100.0		58.8		41.2		0.0		0.0

																																				研究開発拠点		19		5		14		0		0

				調達拠点																																		100.0		26.3		73.7		0.0		0.0

						17		10		7																										製造・加工拠点		27		10		17		0		0

																																						100.0		37.0		63.0		0.0		0.0

				研究開発拠点		25		4		21																										物流拠点		13		5		8		0		0

						19		5		14																												100.0		38.5		61.5		0.0		0.0

																																				販売・サービス提供拠点		26		14		12		0		0

				製造・加工拠点		34		8		26																												100.0		53.8		46.2		0.0		0.0

						27		10		17																										顧客対応拠点		35		19		16		0		0

																																						100.0		54.3		45.7		0.0		0.0

				物流拠点		9		3		6																										データセンター		9		4		5		0		0

						13		5		8																												100.0		44.4		55.6		0.0		0.0

																																				その他		5		3		2		0		0

				販売・サービス提供拠点																																		100.0		60.0		40.0		0.0		0.0

						26		14		12																										  無回答		2		2		0		0		0

																																						100.0		100.0		0.0		0.0		0.0

				顧客対応拠点		42		15		27

						35		19.0		16.0



				データセンター		11		3.0		8.0

						9		4		5



実施した・予定がある	

  全  体	経営企画・管理拠点	営業・販売・マーケティング拠点	調達拠点	研究開発拠点	製造・加工拠点	物流拠点	販売・サービス提供拠点	顧客対応拠点	データセンター	41	53	15	16	20	24	10	4	5	8	10	3	5	14	15	19	3	4	検討している	

  全  体	経営企画・管理拠点	営業・販売・マーケティング拠点	調達拠点	研究開発拠点	製造・加工拠点	物流拠点	販売・サービス提供拠点	顧客対応拠点	データセンター	81	60	26	15	38	27	7	21	14	26	17	6	8	12	27	16	8	5	

  全  体	経営企画・管理拠点	営業・販売・マーケティング拠点	調達拠点	研究開発拠点	製造・加工拠点	物流拠点	販売・サービス提供拠点	顧客対応拠点	データセンター	







42.協業・連携状況別日本への機能移転



				

				





								N=		営業・
マーケティング拠点		顧客対応
拠点		経営企画・管理拠点		製造・加工拠点		販売・
サービス
提供拠点		研究開発
拠点		調達拠点		物流拠点		データ
センター		その他

						  全  体		111		45.9		31.5		27.9		24.3		23.4		17.1		15.3		11.7		8.1		4.5

						実施している		42		57.1		42.9		28.6		19.0		31.0		23.8		14.3		9.5		7.1		7.1

						過去に実施したことがあるが、現在は行っていない		9		55.6		44.4		33.3		33.3		22.2		11.1		11.1		0.0		22.2		11.1

						実施したことはないが、検討している		25		44.0		36.0		28.0		24.0		24.0		32.0		28.0		24.0		8.0		4.0

						実施したことはなく、検討もしていない		35		31.4		11.4		25.7		28.6		14.3		0.0		8.6		8.6		5.7		0.0

																												単位：件、％

						実施している				11.2		11.4		0.7		-5.3 		7.6		6.7		-1.0 		-2.2 		-1.0 		2.6

						過去に実施したことがあるが、現在は行っていない				9.7		12.9		5.4		9.0		-1.2 		-6.0 		-4.2 		-11.7 		14.1		6.6

						実施したことはないが、検討している				-1.9 		4.5		0.1		-0.3 		0.6		14.9		12.7		12.3		-0.1 		-0.5 

						実施したことはなく、検討もしていない				-14.5 		-20.1 		-2.2 		4.3		-9.1 		-17.1 		-6.7 		-3.1 		-2.4 		-4.5 





43.ビジネス展開(個社)



				

				

						貴社が取組を推進している/その検討をしているテーマ/1番目





				サプライチェーンの再構築

				デジタルトランスフォーメーション（DX）

				サステナビリティ

				データセキュリティ・プライバシー

				健康・ヘルスケア

				AI・ロボティクス

				リモートワーク

				人権の保護と推進

				女性活躍の推進

				その他



















































































































































































































































































































































































































































































































































































						貴社が取組推進・検討をしているテーマ

						全体		サプライチェーンの再構築：ローカライゼーション、多角化、サプライチェーンの透明性など		デジタルトランスフォーメーション（DX）：データ利活用、業務プロセスのデジタル化など		サステナビリティ：環境（脱炭素化など）、循環経済、ESGの取り組みなど		データセキュリティ・プライバシー：データの保護とプライバシーに関する規制への対応、セキュリティシステムの強化など		健康・ヘルスケア：従業員の健康増進、関連福利厚生・社内制度の強化		AI・ロボティクス：AIを活用した自動化、ロボティクスの活用、新たなビジネスモデルの探求など		リモートワーク：リモートワーク環境の整備、リモート下での人事制度の最適化など		人権の保護と推進：多様性の促進、不当な労働慣行の排除など		女性活躍の推進：女性のリーダーシップの強化、女性従業員へのキャリア支援、職場の均等な機会の提供など		その他

		　		　		1252		23.7		22.9		12.1		11.7		8.1		8.0		5.8		4.1		2.1		1.5

												サプライチェーンの再構築：ローカライゼーション、多角化、サプライチェーンの透明性など		23.7

												デジタルトランスフォーメーション（DX）：データ利活用、業務プロセスのデジタル化など		22.9

												サステナビリティ：環境（脱炭素化など）、循環経済、ESGの取り組みなど		12.1

												データセキュリティ・プライバシー：データの保護とプライバシーに関する規制への対応、セキュリティシステムの強化など		11.7

												健康・ヘルスケア：従業員の健康増進、関連福利厚生・社内制度の強化		8.1

												AI・ロボティクス：AIを活用した自動化、ロボティクスの活用、新たなビジネスモデルの探求など		8

												リモートワーク：リモートワーク環境の整備、リモート下での人事制度の最適化など		5.8

												人権の保護と推進：多様性の促進、不当な労働慣行の排除など		4.1

												女性活躍の推進：女性のリーダーシップの強化、女性従業員へのキャリア支援、職場の均等な機会の提供など		2.1

												その他		1.5



(N = 1,252)

　	サプライチェーンの再構築：ローカライゼーション、多角化、サプライチェーンの透明性など	デジタルトランスフォーメーション（DX）：データ利活用、業務プロセスのデジタル化など	サステナビリティ：環境（脱炭素化など）、循環経済、ESGの取り組みなど	データセキュリティ・プライバシー：データの保護とプライバシーに関する規制への対応、セキュリティシステムの強化など	健康・ヘルスケア：従業員の健康増進、関連福利厚生・社内制度の強化	AI・ロボティクス：AIを活用した自動化、ロボティクスの活用、新たなビジネスモデルの探求など	リモートワーク：リモートワーク環境の整備、リモート下での人事制度の最適化など	人権の保護と推進：多様性の促進、不当な労働慣行の排除など	女性活躍の推進：女性のリーダーシップの強化、女性従業員へのキャリア支援、職場の均等な機会の提供など	その他	23.7	22.9	12.1	11.7	8.1	8	5.8	4.0999999999999996	2.1	1.5	



43.ビジネス展開(政府経済界)



				

				

						日本政府・経済界の取り組むべきテーマ(1番目） バンメ





				デジタルトランスフォーメーション（DX）

				サステナビリティ

				サプライチェーンの再構築

				データセキュリティ・プライバシー

				AI・ロボティクス

				人権の保護と推進

				女性活躍の推進

				健康・ヘルスケア

				リモートワーク

				その他

















































































































































































































































































































































































































































































































































































						日本政府・経済界の取り組むべきテーマ

						全体		デジタルトランスフォーメーション（DX）：データ利活用、業務プロセスのデジタル化など		サステナビリティ：環境（脱炭素化など）、循環経済、ESGの取り組みなど		サプライチェーンの再構築：ローカライゼーション、多角化、サプライチェーンの透明性など		データセキュリティ・プライバシー：データの保護とプライバシーに関する規制への対応、セキュリティシステムの強化など		AI・ロボティクス：AIを活用した自動化、ロボティクスの活用、新たなビジネスモデルの探求など		人権の保護と推進：多様性の促進、不当な労働慣行の排除など		女性活躍の推進：女性のリーダーシップの強化、女性従業員へのキャリア支援、職場の均等な機会の提供など		健康・ヘルスケア：従業員の健康増進、関連福利厚生・社内制度の強化		リモートワーク：リモートワーク環境の整備、リモート下での人事制度の最適化など		その他

		　		　		1224		25.1		14.3		13.2		10.5		9.2		7.6		7.2		6.0		3.3		3.8

								デジタルトランスフォーメーション（DX）：データ利活用、業務プロセスのデジタル化など		25.1

								サステナビリティ：環境（脱炭素化など）、循環経済、ESGの取り組みなど		14.3

								サプライチェーンの再構築：ローカライゼーション、多角化、サプライチェーンの透明性など		13.2

								データセキュリティ・プライバシー：データの保護とプライバシーに関する規制への対応、セキュリティシステムの強化など		10.5

								AI・ロボティクス：AIを活用した自動化、ロボティクスの活用、新たなビジネスモデルの探求など		9.2

								人権の保護と推進：多様性の促進、不当な労働慣行の排除など		7.6

								女性活躍の推進：女性のリーダーシップの強化、女性従業員へのキャリア支援、職場の均等な機会の提供など		7.2

								健康・ヘルスケア：従業員の健康増進、関連福利厚生・社内制度の強化		6

								リモートワーク：リモートワーク環境の整備、リモート下での人事制度の最適化など		3.3

								その他		3.8



(N = 1,224)

　	デジタルトランスフォーメーション（DX）：データ利活用、業務プロセスのデジタル化など	サステナビリティ：環境（脱炭素化など）、循環経済、ESGの取り組みなど	サプライチェーンの再構築：ローカライゼーション、多角化、サプライチェーンの透明性など	データセキュリティ・プライバシー：データの保護とプライバシーに関する規制への対応、セキュリティシステムの強化など	AI・ロボティクス：AIを活用した自動化、ロボティクスの活用、新たなビジネスモデルの探求など	人権の保護と推進：多様性の促進、不当な労働慣行の排除など	女性活躍の推進：女性のリーダーシップの強化、女性従業員へのキャリア支援、職場の均等な機会の提供など	健康・ヘルスケア：従業員の健康増進、関連福利厚生・社内制度の強化	リモートワーク：リモートワーク環境の整備、リモート下での人事制度の最適化など	その他	25.1	14.3	13.2	10.5	9.1999999999999993	7.6	7.2	6	3.3	3.8	



Microsoft_Excel_Worksheet.xlsx

定義


						分類 ブンルイ			製造業その他 セイゾウギョウ タ			卸売業 オロシウリギョウ			小売業 コウリギョウ			サービス業 ギョウ


						大企業 ダイキギョウ			中小企業以外の企業 チュウショウキギョウイガイ キギョウ


						中小企業 チュウショウキギョウ			3億円以下
または300人以下 オクエンイカ ニンイカ			1億円以下
または100人以下 オクエンイカ ニンイカ			5,000万円以下
または50人以下 マンエンイカ ニンイカ			5,000万円以下
または100人以下 マンエンイカ ニンイカ










image1.emf

分類 製造業その他 卸売業 小売業 サービス業


大企業 中小企業以外の企業


中小企業


3億円以下


または300人以下


1億円以下


または100人以下


5,000万円以下


または50人以下


5,000万円以下


または100人以下
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北米

23.1%

アジア

34.6%

欧州

37.8%

その他

3.9%

不明

0.9%

米国

21.9% カナダ

1.1%

中国

9.7%

台湾

6.9%

韓国

6.3%

香港

3.9%シンガポール

4.7%

その他アジア

3.2%

ドイツ

12.9%

フランス

4.6%

英国

4.3%

スイス

4.3%

オランダ

2.0%

その他欧州

9.7%

56.1%

9.4%2.5%

28.4%

3.6%

製造業 卸売業・商社 小売業 サービス業 投資ファンド

調査概要④I.
■回答企業の概要

回答企業の親会社（外国）の業種 回答企業の親会社（外国）の国・地域

(n=1,427)
(n=1,343)

（注）一部、無回答の企業がいる。（以下同様）
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n =

全  体 1,345

製造業 238

卸売業・商社 542

小売業 71

サービス業 450

調査概要⑤

61.9%11.8%

6.7%
3.0%
2.6%

14.0%

経営企画・管理拠点(n=997)

東京都 神奈川県 大阪府

愛知県 兵庫県 その他

33.9%

18.6%6.2%4.4%
3.8%

33.0%

研究開発拠点(n=249)

東京都 神奈川県 大阪府

埼玉県 千葉県 その他

13.8%

10.1%

7.6%

6.5%
5.8%

56.2%

製造・加工拠点(n=200)

東京都 神奈川県 埼玉県

静岡県 愛知県 その他

国内外資系企業が有する機能別拠点分布(上位5都府県、複数回答)

I.
■回答企業の概要

58.2

57.7

43.2

19.3

44.8

41.8

42.3

56.8

80.7

55.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
東京都のみに拠点 東京都以外にも拠点あり（東京に拠点がないケースを含む）

国内拠点の所在地（業種別）
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 増収企業は、前年度調査より減少するも約5割を占め、減収企業の2倍以上。サービス業の増収企業は、5割超で前年度水準を維持。
 事業計画が想定通り進行している企業は、前年度を上回り約6割。主な要因は、顧客やパートナーとの良好な関係の維持・強化など。
 事業拡大意向は、前年度比減も5割超え。サービス業で全体平均を唯一上回った一方、小売業は落ち込みが顕著で、現状維持が主流

に。

調査結果のポイントII.

1．外資系企業の約5割が増収を維持、景況は概ね好調

 市場規模と成長性に対する評価が最多を維持したが、前年度からは減少。続く社会・経済／地政学上の安定性に対する評価はポイ
ントを上げ、相対的に存在感が増すかたちに。

 直近1～2年の日本のビジネス環境は、変化していないとの受け止めが太宗。他方、行政手続きの簡素化・デジタル化、コーポレー
トガバナンス、外国語コミュニケーション等について、改善を評価する声も。

2．日本のビジネス環境の魅力は市場規模・成長性が最多、安定性への評価が存在感増す

 人材確保は高度人材、一般人材のいずれも難化傾向が顕著で、改善を期待する声も行政手続き等を上回り最多。
 採用活動では、製造業で確保が困難とする割合が、確保できているとする割合の2倍に。確保が困難な職種は、営業・マーケティ

ング人材が最多で約6割、次いでIT・技術人材が約4割で、他の職種を大きく上回った。

3．高度人材、一般人材ともに確保が難化、営業・マーケティングとIT・技術人材が特に困難

 日本国内の企業・大学・研究機関等との協業（業務提携・技術提携等）を実施・検討している企業は、医薬品・化粧品で5割に迫
り最多。主な協業内容は、国内市場向けマーケティング・販路開拓、研究開発、新製品・サービス開発など。

 協業を実施・検討している企業は、実施・検討していない企業に比べ増収企業の割合が減収企業に比して高く、日本国内のリソー
スの有効活用が売上増につながることを示唆する結果に。

4．協業に取り組む企業は医薬品・化粧品が5割弱で最多、協業実施・検討企業は増収傾向

 過半の企業は地政学リスク伴う日本の重要性に変化なしとするも、アジア系を筆頭に重要性が向上したとする企業も一定数存在。
 米国系企業のみ、向上したとする割合が前年度調査から増加。シンガポール系・米国系で、日本への機能移転の実施・検討が増加。
 地政学リスクへの対策として、サプライチェーン再編による製造拠点分散化などの動きが継続。特に、中国での生産にコストメ

リットがなくなりつつある、同国との取引が難しくなっているなどの声があり、東南アジア等への生産移転の動きも。

5．地政学リスクを踏まえた製造拠点分散化などの動きが継続



外資系企業の活動状況

9
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増収企業は減少も約5割を占め、減収企業の2倍を維持1

 直近決算年度（2023年9月～2024年8月までに決算を迎えた年度）の売上高の前年度比増減をみると、
1％以上の増加となった企業は全体の48.7％を占め、1％以上の減益となった企業（24.0％注）の約2倍と
なった。 

 経年推移をみると、増収企業の割合は2021年度から2023年度にかけて継続的に伸びたが、2024年度調査
では前年度比6.6ポイントの減少に転じた。

前年度比売上高増減

外資系企業の活動状況

n=

2021年 1,253

2022年 1,296

2023年 1,419

2024年 1,340 29.4 

34.7 

32.6 

22.5 

19.3 

20.6 

18.1 

13.5 

27.3 

23.9 

25.9 

23.0 

9.9 

8.4 

7.3 

12.1 

14.0 

12.5 

16.0 

28.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
10％以上増加 1～10％未満増加 横ばい 1～10％未満減少 10％以上減少

（注）文中の合計値は小数点第2以下を含めた値。グラフでは小数点第2以下を省略しているため、文中の合計値とグラフ内の数字の単純足し上げとは一致しない。



11禁無断転載Copyright © 2025 JETRO. All rights reserved.

n=

全体
2023年 1,419

2024年 1,340

製造業
2023年 248

2024年 242

卸売業・
商社

2023年 555

2024年 541

小売業
2023年 68

2024年 69

サービス業
2023年 492

2024年 446 29.8

33.3

29.0

35.3

31.1

38.2

24.4

31.5

29.4

34.7

20.6

17.5

17.4

23.5

17.7

21.1

20.7

24.2

19.3

20.6

30.3

28.0

26.1

23.5

25.1

19.8

26.9

25.4

27.3

23.9

7.6

9.1

14.5

5.9

10.2

8.8

12.8

6.0

9.9

8.4

11.7

12.0

13.0

11.8

15.9

12.1

15.3

12.9

14.0

12.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%
10％以上増加 1～10％未満増加 横ばい 1～10％未満減少 10％以上減少

サービス業の増収企業は5割を超え、前年度水準を維持2

 売上高の前年度比増減を業種別でみると、全業種で7割以上が増収または横ばいとなった。
 特にサービス業で増収企業の割合が過半（50.4％）となり、全体平均（48.7％）を1.7ポイント上回った。
経年でみると製造業、卸売業・商社、小売業で軒並み増収企業の割合が減少する中、サービス業は前年度
水準を維持した。

前年度比売上高増減（業種別）

外資系企業の活動状況
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 事業計画の進行度合いは、想定通り進行している企業が前年度比3.2ポイント増で59.2％となった。想定
よりも進行度合いが良い企業は5.3%（同1.7ポイント減）となった。順調な事業進捗の要因として、顧客
やパートナーとの良好な関係の維持・強化などが複数挙げられたほか、AIなど新技術を用いた製品への需
要の高まりや、データセンター等の海外からの投資増を挙げる声もあった 。

 一方で、想定よりも進行度合いが悪い企業は35.5％で、前年度比1.5ポイント減少したものの、想定より
も進行度合いが良い企業を2年連続で大幅に上回った。前年度に続いて円安を要因とする声が多いほか、
景気停滞・市況悪化を指摘する企業も複数みられた。

事業計画が想定通り進行の企業は前年度を上回り約６割3

n=

2023年 1,482

2024年 1,387

想定よりも悪いと回答した企業が考える要因
（自由回答）

• 円安の影響により、輸入品の原価が高騰し、コストアップに
より収益が減少している。【飲食】

• 長引く円安による利益圧迫と投資への影響。【機械卸】
• 円安の進行が想定値より激しい為。【医薬化粧品小売】
• 市場経済環境の悪化。【スポーツ用品製造】
• 国内外の景気の低迷。【機械製造】
• 景気の不透明性、人材不足。【運輸・郵便】

想定以上/想定通りと回答した企業が考える要因（自由回答）

• 顧客との関係が良好な為。【素材卸】
• 良いパートナーが見つかりました。【化学卸】
• 金利の上昇、新規ビジネス、既存顧客からの追加ビジネスの獲得。

【金融・保険】
• 新規イノベーティブな製品を取扱っている為、将来的な需要が高

まっていると理解している。【輸送用機械卸】
• 国内の半導体設備投資が活発であること。【電気機械小売】
• 旺盛な海外投資家からの需要に支えられている。データセン

ター・セミコンホテル・大阪エキスポ等。【業種未回答】

7.0 

5.3 

56.0 

59.2 

37.0 

35.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

想定よりも進行度合いが良い 想定通り進行している 想定よりも進行度合いが悪い

事業計画の進行度合い

外資系企業の活動状況
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n=

全体
2023年 1,482

2024年 1,387

製造業
2023年 263

2024年 250

卸売業・
商社

2023年 583

2024年 549

小売業
2023年 70

2024年 73

サービス業
2023年 520

2024年 468

製造業で想定よりも進行度が良い割合が微増4

 事業計画の進行度合いを業種別でみると、製造業は想定より進行度合いが良い企業が前年度比0.3ポイン
ト増の6.8％となった。小売業（6.8%、同0.3ポイント減）とともに、全体平均（5.3％）を上回った。

 サービス業では、想定より良い企業は少ないものの、想定通り進行している割合が66.7％と最多だった。
想定よりも悪い企業の割合（29.3％）は全業種の中で最も少なく、唯一3割を下回った。

事業計画の進行度合い（業種別）

4.1

7.5

6.8

7.1

5.5

7.0

6.8

6.5

5.3

7.0

66.7

59.8

52.1

51.4

55.9

51.2

53.2

59.3

59.2

56.0

29.3

32.7

41.1

41.4

38.6

41.7

40.0

34.2

35.5

37.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%
想定よりも進行度合いが良い 想定通り進行している 想定よりも進行度合いが悪い

外資系企業の活動状況
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国内事業の拡大意向は前年度比減も、5割以上を維持5

 将来的な国内事業計画について、強化・拡大すると回答した企業は54.2％で、2021年度の初回調査以降
で、初めて減少に転じた。一方で、他のすべての項目を上回り、総体としては引き続き積極的な姿勢がう
かがえた。

 現状維持の意向は42.1％、縮小は2.7％、撤退は0.9％で、いずれも前年度から増加したが、縮小・撤退は
合わせて4％に満たなかった。

n=

2021年 1,289

2022年 1,333

2023年 1,493

2024年 1,385 54.2

62.4

56.7

53.7

42.1

34.4

40.8

42.7

2.7

2.3

2.1

3.0 

0.9

0.8

0.4

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強化・拡大する 現状維持する 縮小する 撤退する

将来的な国内事業計画

外資系企業の活動状況
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n=

全体
2023年 1,493

2024年 1,385

製造業
2023年 264

2024年 246

卸売業・商社
2023年 574

2024年 555

小売業
2023年 69

2024年 74

サービス業
2023年 528

2024年 464

サービス業で事業を強化・拡大する意向が全体平均超え6

 前年度と比較すると、全業種で強化・拡大の意向が減少し、現状維持が増加した。
 サービス業では、強化・拡大の意向（57.8％）が全業種の中で最多で、全体平均（54.2％）を3.6ポイン
ト上回った。

 小売業では、強化・拡大（44.6％）が前年度比13.5ポイント減、現状維持（47.3％）が同18.3ポイント
増となり、やや様子見に変化している業界動向が顕著だった。

将来的な国内事業計画（業種別）

57.8

62.7

44.6

68.1

54.2

61.3

51.6

64.0

54.2

62.4

38.8

33.1

47.3

29.0

42.5

35.5

45.1

34.8

42.1

34.4

2.2

3.2

6.8

2.9

2.3

2.4

2.8

0.4

2.7

2.3

1.3

0.9

1.4

0.0

0.9

0.7

0.4

0.8

0.9

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%
強化・拡大する 現状維持する 縮小する 撤退する

外資系企業の活動状況
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単位：件、％

n=

新規の
顧客獲得が
見込める

充実した
インフラ

ビジネス
コスト

現地にて
優秀な人材
の確保が見
込める

本社との
近接性・
アクセス

関連産業
クラス
ターが存
在する

BCPを
考慮した
拠点の分
散

魅力的な
地方自治体
のインセン
ティブ

許認可等
に要する
期間の短
さ

大学や企
業と研究
開発でき
る

教育環境 その他

  全  体 1,246 49.4 40.9 38.3 35.0 14.8 11.5 10.0 8.9 5.5 5.1 1.8 6.0

大都市圏 1,038 50.2 40.0 36.8 34.4 15.0 11.6 10.2 8.8 5.7 4.6 1.9 6.1
中堅都市圏 142 45.8 47.2 43.7 33.8 12.7 11.3 8.5 8.5 5.6 9.2 1.4 6.3
その他地域 66 43.9 40.9 50.0 47.0 15.2 10.6 9.1 12.1 1.5 4.5 1.5 4.5
経営企画・管理拠点 896 48.9 42.0 39.5 35.7 16.2 11.3 10.9 9.0 4.9 4.7 1.6 5.9
営業・販売・マーケティング拠点 947 51.7 42.0 39.5 35.9 15.8 11.3 10.5 8.8 5.1 4.5 1.6 5.5
調達拠点 365 45.5 49.3 47.4 39.7 18.9 11.5 13.2 11.5 6.0 3.3 1.1 6.0
研究開発拠点(R&D) 227 33.9 53.3 46.3 47.1 17.2 10.6 16.3 15.0 5.3 11.0 1.8 7.9
製造・加工拠点 183 33.9 52.5 53.0 45.9 21.9 10.4 19.1 13.1 6.0 5.5 1.1 6.6
物流拠点 313 41.9 53.7 52.1 39.6 15.3 13.1 13.4 10.9 6.7 5.1 1.3 5.4
販売・サービス提供拠点 518 50.8 41.1 42.3 34.6 13.7 11.8 9.8 8.5 4.4 4.6 1.2 6.8
顧客対応拠点 632 50.0 45.4 41.1 37.0 15.0 13.0 12.5 9.0 5.2 5.2 1.7 7.1
データセンター 120 45.8 61.7 43.3 47.5 19.2 17.5 20.8 15.8 5.0 6.7 3.3 5.8
その他 76 52.6 35.5 38.2 38.2 13.2 11.8 13.2 11.8 13.2 6.6 5.3 11.8

都市規模

拠点機能

立地場所の選定では新規顧客の獲得見込みを最重要視7
 日本国内での立地場所の選定にあたって重視する点は、新規の顧客獲得が49.4％と最多で、次いで充実したイ
ンフラ（40.9％）、ビジネスコスト（38.3％） と続いた。

 都市の規模別では、大都市圏・中堅都市圏以外の地域でビジネスコスト（50.0％）、優秀な人材（47.0％）
の確保が特に重視され、同地域進出に際して利点となっている。

 拠点機能別でみると、製造・加工拠点はビジネスコストを最も重視しており、新規顧客やインフラに重きを置
く他の機能の拠点とは異なる傾向が示された。ビジネスコストは、物流拠点も過半（52.1％）が重視している。

立地場所の選定において重視する点（都市規模別・拠点機能別、複数回答）

（注）各分類で最も重視される項目を で色付けしている。選択肢の一部を抜粋。「都市規模」の定義はp.5参照。

外資系企業の活動状況
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社会・経済の安定性が日本の強みとして存在感増す1

 世界のほかの市場と比較した日本のビジネス環境の魅力については、市場全体の規模や成長性が46.2％で、
前回に続き最多だったが、前年度比6.6ポイント減少。他方、これに続く社会・経済の安定性（39.1％）
は同0.1ポイント増加し、日本の魅力として存在感が増す結果となった。

 充実したインフラ（36.6％）も引き続き高く評価されており、地政学リスクやインフラを含む社会・経済
の安定性や予見可能性が、外資系企業にとっての日本の強みであることを示している。

日本のビジネス環境の魅力と課題

日本のビジネス環境の魅力（複数回答）

52.8

39.0

38.0

30.7

29.0

22.3

13.8

13.3

12.0

10.5

9.1

6.6

6.2

5.1

4.8

3.7

46.2
39.1

36.6
31.9

26.4
22.1

13.3

12.2
10.5

10.2
8.1

7.5
6.5

4.7

3.7
3.2

3.6
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

市場全体の規模や成長性
社会・経済の安定性／地政学上の安定性

インフラの充実
顧客産業・関連産業の集積・存在

自社のビジネス分野の中長期的な成長性
洗練された消費者の存在

国内の技術・製品開発力の高さ
消費者の所得水準の高さ

社会課題先進国としてのビジネス機会
アジア地域の統括拠点としての適性

高度人材の獲得
知財等の法整備
一般人材の獲得

税制・規制の開放性・透明性
補助金・減税等の行政による優遇策
ビジネス推進にかかるコストの低さ

その他

（2023年 n=1,446）

（2024年 n=1,353）

（注）選択肢「ビジネス推進にかかるコストの低さ」は2023年度調査にはない。
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化学品と電子部品では、顧客・関連産業の集積を特に評価2

 日本のビジネス環境の魅力を業種・取扱製品別でみると、 顧客産業・関連産業の集積・存在が、特に化学品
（47.0％）と電子部品（45.0％）で魅力として評価された。電子部品では、高度人材の獲得を挙げた割合
（17.0％）が全業種の中で最多で、全体平均（8.1％）の2倍以上となった。

 サービス業では、金融業・保険業と情報通信業で、市場全体の規模や成長性に対する評価が目立って高く（各
71.0％、64.6％）、他の産業に増して日本が有望な市場と認識されている。

日本のビジネス環境の魅力と課題

（注）各分類で最大の項目を で色付けしている。選択肢の一部を抜粋。
※選択肢全文は「高齢化などの社会課題先進国であり、新技術・サービス開発によるビジネス機会がある」。

単位：件、％

n=

市場全体の
規模や成長
性

社会・経済
の安定性／
地政学上の
安定性

インフラの
充実

顧客産業・
関連産業の
集積・存在

自社のビジ
ネス分野の
中長期的な
成長性

洗練された
消費者の存
在

国内の技
術・製品開
発力の高さ

消費者の
所得水準の
高さ

社会課題先
進国として
のビジネス
機会(※)

アジア地域
の統括拠点
としての適
性

高度人材の
獲得

知財等の法
整備

  全  体 1,353 46.2 39.1 36.6 31.9 26.4 22.1 13.3 12.2 10.5 10.2 8.1 7.5

製造業 244 35.2 41.0 41.0 35.2 18.9 22.5 18.4 12.3 12.7 12.7 12.3 7.8

卸売業・商社 540 44.8 39.3 35.6 34.4 25.2 25.2 13.3 12.2 8.9 8.9 5.6 6.7

小売業 71 42.3 26.8 39.4 19.7 26.8 23.9 8.5 18.3 9.9 8.5 4.2 4.2

サービス業 454 53.3 40.3 34.8 30.4 31.7 18.5 11.9 11.5 12.1 11.2 9.3 8.6

機械器具 267 45.3 34.1 38.6 40.8 24.0 18.4 16.5 3.7 11.2 7.5 7.5 5.2

電子部品 100 41.0 41.0 37.0 45.0 29.0 18.0 16.0 15.0 8.0 12.0 17.0 7.0

化学品 66 33.3 40.9 36.4 47.0 21.2 24.2 15.2 4.5 9.1 12.1 4.5 9.1

その他 415 41.4 40.7 37.3 23.4 22.4 29.6 12.8 19.3 9.9 10.4 5.1 7.2

情報通信業 144 64.6 36.1 35.4 34.0 34.7 20.8 9.7 13.2 16.7 11.1 9.0 9.7
学術研究,専門・
技術サービス業

69 42.0 37.7 26.1 34.8 26.1 8.7 31.9 5.8 11.6 10.1 15.9 10.1

金融業・保険業 62 71.0 40.3 32.3 22.6 30.6 9.7 1.6 17.7 11.3 12.9 6.5 6.5

その他 178 42.1 44.9 38.8 28.7 31.5 23.6 9.6 10.1 9.0 11.2 7.9 7.3

サービス業
詳細

業種

製造業/
卸売業・
商社/
小売業に
おける
取扱製品

日本のビジネス環境の魅力（業種・取扱製品別、複数回答）
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行政手続きや企業統治の改善は評価されるも、人材確保は困難に3
 直近1～2年の日本のビジネス環境の変化については、すべての項目で変化していないとの評価が最多だっ
た。その中でも改善を評価する声が比較的多かったのは、行政手続きの簡素化・デジタル化、企業統治
（コーポレートガバナンス）の意識、外国語コミュニケーションなどだった。

 他方で人材確保は難化しているとする声も多く、高度人材、一般人材いずれも「とても悪化している」ま
たは「悪化している」とした企業の割合が、他の項目に比べ顕著に高かった。

日本のビジネス環境の魅力と課題

0.1

0.4

0.6

0.5

0.4

0.6

0.4

0.4

0.7

1.3

1.0

1.0

6.2

6.1

6.5

7.9

8.8

10.0

11.6

13.8

15.5

24.2

25.4

28.5

90.1

56.1

62.5

88.2

82.0

81.5

76.1

79.4

79.1

69.4

71.3

63.1

3.0

31.9

26.8

2.6

6.3

6.5

11.2

5.6

4.0

3.9

1.9

5.5

0.7

5.4

3.7
0.8

2.5

1.4

0.7

0.7

0.8

1.2

0.4

1.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
とても改善している 改善している 変わらない 悪化している とても悪化している

n=
行政手続きの簡素化・デジタル化 1,356 

企業統治（コーポレートガバナンス）の意識 1,354 

外国語でのコミュニケーション 1,359 

外資系企業に対する日本企業・社会の受け入れ態勢 1,352 

ビジネスパートナーの発掘 1,354 

オフィス・事業用地の確保 1,353 

入国管理制度 1,354 

銀行取引 1,358 

会社設立手続きや許認可制度に関する法規 1,351 

高度人材の確保 1,357 

一般人材の確保 1,359 

資金調達 1,350 

直近1～2年の日本のビジネス環境の変化（各項目で評価を1つ選択して回答）
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人材確保に関する改善要望が最多4
 日本でのビジネス活動にあたり特に改善を期待する項目は、一般人材・高度人材の確保が上位2位を占め
（各21.7％、18.0％）、一般人材の確保は前年度比2.5ポイント増となった。これらは直近1～2年のビジ
ネス環境で悪化が顕著であり（p.20参照）、課題感が高まっていることを示している。

 人材確保に続き、行政手続きの簡素化・デジタル化（14.1％）、外国語コミュニケーション（12.8％）な
どが挙がった。これらについては改善を評価する声もあるものの（p.20参照）、更なる改善余地があるこ
とを示す結果となった。

日本のビジネス環境の魅力と課題

日本でのビジネス活動にあたり、特に改善を期待する項目（複数回答）

具体的な改善要望・困りごと（自由回答）

人材確保（一般・高度）
• 人材確保（適切な人材）が非常に難しい。【機械卸】
• 地方都市に関わらず、人材確保が厳しい状況が続いてい
る。（特に若年層）【化学卸】

• 優秀な理系大学生/大学院生の獲得競争が激化。【電子部
品製造】

• 賃金の上昇に追いつけておらず、少しでも待遇のいいと
ころに一般人材が流出する傾向がある。【医薬品製造】

行政手続きの簡素化・デジタル化
• インボイス制度、電子帳簿保存法は手間ばかりかかり企
業側へは何のメリットもないばかりではなく、負担増と
なっている。【機械卸】

• 日本固有のオペレーション業務や報告手続きが多く、ア
ジアの他国に比べビジネスを執行するうえでのコストが
相対的に高どまっている。【金融・保険】

• 外国製品に対する法規制及び先入観が厳しく、予定通り
の展開が出来ない。【医薬品卸】

外国語でのコミュニケーション
• 外国人労働者を事業所外（客先）で働かせることが不可
能、相手先が日本語のみの対応となっている。【機械卸】

（注）選択肢「コーポレートガバナンスの意識」は2023年調査にはない。選択肢の一部を抜粋。

1.3

1.4

2.0

3.7
5.2

6.0

6.2

7.4

12.8

14.1

18.0

21.7

1.5

2.5

3.8

4.3

6.8
5.2

7.5

14.3

16.4

18.7
19.2

0% 5% 10% 15% 20% 25%

コーポレートガバナンスの意識

オフィス・事業用地の確保

資金調達

会社設立や許認可制度に関する法規制

日本企業/社会の外資系企業受け入れ態勢

入国管理制度

銀行取引

ビジネスパートナーの発掘

外国語でのコミュニケーション

行政手続きの簡素化・デジタル化

高度人材の確保

一般人材の確保

2023年（n=1,302）
2024年（n=1,192）
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行政手続きの簡素化・デジタル化
• 行政手続きの複数DX化不足、口座開設の難しさ。【コンサル
ティング】

在留資格（ビザ）の取得
• IT関係の技術者にはビザが発行され易いが、製造の固有技術
者は、単純労働者と同様に扱われてビザ発行が難しい。【金属
製造】

その他
• 起業家・経営者については、少なくとも3年間の在留資格付与
と、オフィス要件の撤廃。外国人投資家については、簡易な税
制システムと、恩恵のあるキャピタルゲインの制度。ビジネス
パーソンや就労ビザが必要なあらゆる外国人就労者については、
在留資格のオンライン申請。【飲食料品製造】

• 高度外国人材・特定技能の採用を検討したが、代表取締役が日
本に在住していない企業には適用されないとのことでがっかり
した。【電気機械製造】

• 将来の帰国に備えて、子女が質の高いグローバルレベルの教育
を受けられる環境整備が必要だと思う（特に東京以外）。【ス
ポーツ用品卸】

高度外国人材の就労・在留では特に行政手続き改善を望む声5

 高度外国人材などの円滑な就労・在留に必要な環境整備について聞いたところ、行政手続きの簡素化・デ
ジタル化（41.8％）が最も高く、次いで在留資格（ビザ）の取得のしやすさ（36.6％）が挙がるなど、手
続き・制度面の改善を求める声が引き続き多かった。

外国人投資家・起業家・経営者・ビジネスマン（高度外国人材など）の
円滑な就労・在留にあたって必要な環境整備（上位３つ選択式）

拡充・改善・導入が望まれる施設・サービス・制度（自由回答）

日本のビジネス環境の魅力と課題

（注）選択肢の一部を抜粋。

9.2 

13.5 

13.8 

15.6 

17.3 

18.9 

25.3 

27.4 

30.5 

36.6 

41.8 

11.2

12.1

16.0

15.6

19.4

17.9

26.8

25.9

32.2

36.2

43.8

0% 10% 20% 30% 40% 50%

子弟等の教育環境の充実

生活面に関する相談体制の充実

相続税や報酬に対する税負担の軽減

銀行における個人口座の開設の円滑化

成果重視の評価制度の推進

住居探し・契約手続きの円滑化

ワークライフバランスや多様な働き方の推進

社会保障制度の事務手続き負担の軽減

公共機関・医療機関等の多言語対応

在留資格（ビザ）の取得のしやすさ

行政手続きの簡素化・デジタル化

2023年(n=1,416)
2024年(n=1,310)



人材確保の現状と取り組み
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n=
全体 1,385

製造業 248

卸売業・商社 553

小売業 74

サービス業 465

北海道・東北 17

関東 1,114

中部 74

関西 142

中国・四国 12

九州・沖縄 26

全国的に厳しい採用事情1
 人材雇用の状況については、42.4％の企業が人材確保が困難（見込み含む、以下同様）と回答。業種別で
は、特に製造業で困難と回答した割合が、確保できている（同）割合と比べて高かった（2.0倍） 。他の
業種もすべて、困難が確保できているを上回り、ここでも人材確保に課題を抱える企業が多いことが浮き
彫りとなった。

 地域別でみると、困難が確保できているを大きく上回ったのは中部（9.1倍）と中国・四国（7.0倍）で、
九州・沖縄（2.6倍）、北海道・東北（2.2倍）、関西（2.2倍）も2倍を超えるなど、全国的に厳しい採用
事情が顕著だった。

国内事業における人材雇用の状況（業種・地域別）

人材確保の現状と取り組み

50.0

58.3

39.4

62.2

40.8

64.7

43.0

41.9

37.8

49.6

42.4

19.2

8.3

18.3

6.8

26.5

29.4

26.7

23.0

22.2

25.4

24.3

30.8

33.3

42.3

31.1

32.8

5.9

30.3

35.1

40.0

25.0

33.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
採用活動を実施しているが、必要な人材の確保が困難。あるいは困難な見込みである
採用活動を実施し、必要な人材を確保できている。あるいは確保できる見込みである
採用活動は実施していない あるいは予定していない
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大都市圏は営業、大・中都市圏以外はIT・技術人材の不足が顕著2

 人材確保が困難と回答した企業に対し、その職種について尋ねたところ、全体では営業・マーケティング人
材が57.3％と最多だった。次いでIT・技術人材が39.1％と続き、両職種が他を大きく上回った。

 都市の規模別でみると、大都市圏は営業・マーケティング人材の確保が困難とする回答が6割を超え
（61.7％）、大都市圏・中堅都市圏以外の地域ではIT・技術人材が5割に達するなど、地域間で異なる特徴
が見られた。中堅都市圏では営業・マーケティング人材（39.4％）とIT・技術人材（40.8％）が拮抗した。

確保が困難な人材の分野（都市規模別、複数回答）

人材確保の現状と取り組み

（注） 「都市規模」の定義はp.5参照

57.3
61.7

39.4 37.539.1 37.9
40.8

50.0

18.2 17.8
22.5

15.016.0
11.9

31.0

37.5

12.7 12.3 11.3

20.0

8.4 7.8 8.5

15.016.0 15.5
21.1

12.5

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

全体(n=583) 大都市圏(n=472) 中堅都市圏(n=71) その他地域(n=40)

営業・マーケティング人材 IT・技術人材 経営・企画人材 一般作業人材（工場・倉庫・配送など） 経理・財務人材 総務・人事人材 その他
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人材確保のための取り組みは知名度向上、給与引上げが多数3
 人材確保のために実施している（予定含む）取り組みは自社の知名度向上・広報強化（39.4％）が最も高
く、次いで給与引上げ（34.7％）、社員の英語等外国語能力向上（28.8％）と続いた。

 業種別でみると、知名度向上・広報強化は小売業が全体平均を大きく上回り、47.0％となった。他方、同
業種では給与引き上げ（25.8％）と外国語能力向上（13.6％）が他業種に比べて顕著に低く、業界として
打ち手が限られる特性が見受けられる。

人材確保のために実施している（実施予定の）取り組み（業種別、複数回答）

人材確保の現状と取り組み

単位：件、％

ｎ=

自社の知名
度向上・広
報強化

給与引上げ 社員の英語
等外国語能
力向上

リモート
ワークの推
進（遠隔地
を視野に入
れた雇用）

採用活動へ
の予算・資
源配分増(人
材エージェ
ントの積極
活用など含
む)

女性活躍の
推進

国外人材の
採用・異動
（高度人
材）

成果重視の
評価制度改
革

リスキリン
グ(時代の変
革に合わせ
た必要なス
キルの習得)

国外人材の
採用・異動
（その他の
人材）

大学等教育
機関からの
インターン
シップ受け
入れ

留学生の雇
用

その他

  全  体 1,238 39.4 34.7 28.8 26.3 21.5 21.4 19.4 16.7 13.8 12.4 7.4 5.3 2.4

製造業 225 39.1 33.8 31.1 18.2 21.8 29.3 24.0 19.6 14.7 14.2 10.7 5.3 2.7

卸売業・商社 492 36.8 40.2 34.1 28.0 19.5 18.3 14.6 18.9 13.8 10.0 2.0 3.5 1.8

小売業 66 47.0 25.8 13.6 24.2 18.2 21.2 10.6 9.1 7.6 10.6 6.1 0.0 3.0

サービス業 415 41.9 29.6 25.3 30.1 24.1 21.4 24.8 13.7 14.7 15.2 11.8 8.2 2.7

（注）各分類で最大の項目を で色付けしている。



協業・連携とその活性化にむけて
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信頼関係の構築
• 日本国内企業、機関に対して信頼を得ることが肝要。

【エネルギー】
• 長期的な信頼関係。【エネルギー卸】
• ネットワーキング、信頼できるパートナーとして長

期的な関係性を築く。【宿泊サービス】

人脈・紹介
• 関連業者からの紹介、OBの人脈活用。【金属卸】
• キーパーソンによる仲介（紹介）と技術開発力は大き
な要因。人脈作りの機会は重要。【電子部品製造】

コミュニケーションの工夫
• 意思決定速度の向上。【電子部品製造】
• お互いに権利を主張しすぎないこと。透明性。【医

薬品製造】

イベントや展示会の活用
• 展示会に参加して、エンドユーザーに自社商品をPRし、
新たなパートナーを見つける。【情報通信サービス】

協業・連携に積極的な企業は３割超、医薬品・化粧品で多い1

 国内企業・機関との協業・連携※を実施または検討している企業は32.2％だった。業種・取扱製品でみる
と医薬品・化粧品（47.9％）、学術研究、専門・技術サービス業（士業専門家、コンサルティング等を含
む）（47.1％）、情報通信業（42.4％）で実施・検討の合計が4割を超え、特に高くなっている。

 協業・連携の主な成功要因については、信頼関係の構築やキーパーソンによる仲介、人脈の活用などが複
数挙げられた。

協業・連携とその活性化にむけて

協業・連携の主要な成功要因（自由回答）

（注）取扱製品の一部を抜粋

n=

全体 1,380

製造業／
卸・商社／
小売業
取扱製品

医薬品・化粧品 48

電子部品 100

機械器具 275

化学品 66

金属製品 41

サービス業
詳細

学術研究,専門・
技術サービス業 70

情報通信業 144

金融業・保険業 64 17.2

25.0

35.7

19.5

19.7

20.0

22.0

45.8

20.7

6.3

17.4

11.4

7.3

12.1

10.5

13.0

2.1

11.5

3.1

9.0

8.6

4.9

10.6

9.1

11.0

2.1

7.5

73.4

48.6

44.3

68.3

57.6

60.4

54.0

50.0

60.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%
実施している 実施したことはないが、検討している
過去実施も、現在は行っていない 実施したことはなく、検討もしていない

※ここで言う「協業・連携」とは、日本国内でのビジネス拡大を目指し、国内企業・大学・研究機関等と業務提携・技術提携
等の協力関係を築き、共同で取り組みを行うことを指す。

協業・連携の実施状況（業種・取扱製品別）
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協業は国内向けマーケティング・拡販や研究開発などで活発2
 具体的な協業・連携の内容については、共同マーケティング・販路開拓（日本市場）（40.5％）が最も多く、
共同研究開発（R&D）（37.6％）、新製品・サービスの共同開発（37.0％）と続いた。

 業種・取扱製品でみると、共同マーケティング・販路開拓（日本市場）は情報通信業（58.9%）、運輸業・郵
便業（57.1％）、金融業・保険業（52.9％）で平均を大きく上回った。 医薬品・化粧品（63.6％）、飲食料
品（50.0％）ではR&Dでの協業・連携が目立つ。

協業・連携の内容（業種・取扱製品別、複数回答）

協業・連携とその活性化にむけて

（注）各分類で最大の項目を で色付けしている。 nには実施している、過去実施も現在実施していない、検討中の回答者が含まれる。

単位：件、％

n=

共同マーケ
ティング・
販路開拓
(日本市場)

共同研究
開発
（R&D）

新製品・
サービス
の共同開
発

共同マーケ
ティング・
販路開拓
(日本以外
の
外国市場)

資本提携
(協業・連
携パート
ナーへの出
資やM&Aな
ど)

共同生産 資本提携
(合弁会社
の設立な
ど)

（設備な
どの）共
同購入・
利用

その他

  全  体 519 40.5 37.6 37.0 11.6 6.7 5.0 3.7 2.7 9.1
機械器具 101 44.6 45.5 30.7 7.9 4.0 8.9 3.0 4.0 1.0
電子部品 44 38.6 38.6 34.1 4.5 4.5 4.5 2.3 2.3 0.0
化学品 28 17.9 42.9 35.7 3.6 7.1 10.7 7.1 0.0 3.6
金属製品 13 46.2 30.8 61.5 15.4 7.7 7.7 0.0 0.0 15.4
飲食料品 10 30.0 50.0 30.0 0.0 0.0 20.0 0.0 10.0 10.0
医薬品・化粧品 22 36.4 63.6 36.4 18.2 4.5 4.5 4.5 0.0 9.1
繊維製品・衣服 6 50.0 16.7 83.3 16.7 16.7 0.0 0.0 0.0 16.7
文具・玩具・生活用品等 6 50.0 0.0 83.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
プラスチック・ゴム製品 9 22.2 22.2 55.6 0.0 33.3 22.2 0.0 0.0 11.1
その他 74 35.1 32.4 32.4 8.1 4.1 1.4 1.4 4.1 14.9
情報通信業 73 58.9 35.6 45.2 15.1 6.8 2.7 6.8 2.7 6.8
学術研究,専門・技術サービス業 37 24.3 37.8 27.0 18.9 5.4 2.7 5.4 5.4 18.9
金融業・保険業 17 52.9 29.4 29.4 17.6 23.5 0.0 5.9 0.0 5.9
運輸業，郵便業 7 57.1 0.0 28.6 42.9 14.3 0.0 14.3 0.0 14.3
その他 55 34.5 32.7 40.0 18.2 7.3 1.8 3.6 1.8 20.0

サービス業
詳細

製造業／
卸・商社／
小売業
取扱製品
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協業相手は製造業では大学、サービス業では大企業が最多3

 協業・連携のパートナーは、全体平均で大企業（45.0％）、中小企業（42.7％）、大学（38.5％）の順
で多く、4番手の代理店（25.9％）以下と差が開いている。

 業種別でみると、サービス業は大企業（55.1%）の割合が高く、スタートアップ（16.6％）との協業・連
携も全体平均より4.1ポイント高い。製造業では大学（47.3％）が最も多く、重要なパートナーとなって
いる。また、小売業では中小企業（50.0％）をパートナーとする割合が全業種の中で最多だった。

協業・連携のパートナー（業種別、複数回答）

協業・連携とその活性化にむけて

45.0
42.9

37.9

44.4

55.1

42.7

37.5

40.5

50.0
47.6

38.5

47.3

36.3

27.8

34.8

25.9

19.6

34.7

38.9

20.3

12.6
16.1

11.1 11.1 12.312.5 13.4
9.5

0.0

16.6

5.2 3.6 5.3

0.0

7.0

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

全体(n=522) 製造業(n=112) 卸売業・商社(n=190) 小売業(n=18) サービス業(n=187)

大企業（代理店を除く） 中小企業（代理店、スタートアップを除く） 大学（研究室、教授などとの連携を含む）

代理店 大学以外の研究機関 スタートアップ

その他

（注） nには実施している、過去実施も現在実施していない、検討中の回答者が含まれる。



31禁無断転載Copyright © 2025 JETRO. All rights reserved.

協業相手の発掘は国内の展示会・イベント参加が約7割4
 協業・連携のパートナー発掘の手段（活用予定含む）は、展示会やイベントへの参加（国内）（68.8％）が最
も多く、既存のパートナー企業を通じた紹介（49.1％）が続いた。

 業種別でみると、小売業では国内/海外の展示会やイベント参加（76.5％/35.3％）が、サービス業では既存
パートナーを通じた紹介（54.6％）と自社ウェブサイト・SNS等の活用（27.3％）が、他業種に比べて高い。

 会社設立時期別でみると、1980年以前の設立の企業は、研究機関を通じた紹介が海外親会社経由を唯一上回り、
3割を超えた。また、2021年以降設立の企業は、公的機関の支援活用割合がそれ以前に設立の企業より目立っ
て高い。

協業・連携のパートナー発掘にあたり活用した、あるいは活用予定の手段（業種別・会社設立時期別、複数回答）

協業・連携とその活性化にむけて

（注）各分類で最大の項目を で色付けしている。 nには実施している、過去実施も現在実施していない、検討中の回答者が含まれる。

n=

展示会やイベン
トへの参加（国
内）

既存のパート
ナー企業を通じ
た紹介

海外親会社を通
じた紹介

大学等の研究機
関を通じた紹介

展示会やイベン
トへの参加（海
外）

自社ウェブサイ
ト・SNS等を活
用した広報やア
プローチ

自治体等の公的
機関による支援

外部専門人材の
活用

その他

  全  体 507 68.8 49.1 28.0 22.1 21.3 21.3 7.9 7.1 4.7

製造業 106 71.7 44.3 26.4 24.5 25.5 13.2 8.5 6.6 5.7

卸売業・商社 189 75.7 48.7 26.5 21.2 19.0 21.2 3.7 6.9 4.2

小売業 17 76.5 29.4 23.5 11.8 35.3 23.5 5.9 0.0 0.0

サービス業 183 61.2 54.6 30.6 21.9 21.3 27.3 12.0 8.7 4.4

1980年以前 48 68.8 43.8 14.6 35.4 22.9 12.5 8.3 6.3 8.3

1981～1990年 36 58.3 38.9 25.0 19.4 19.4 8.3 2.8 0.0 8.3

1991～2000年 52 69.2 46.2 21.2 15.4 15.4 25.0 3.8 5.8 1.9

2001～2010年 99 63.6 47.5 30.3 29.3 22.2 23.2 9.1 11.1 4.0

2011～2015年 75 65.3 52.0 21.3 17.3 18.7 16.0 5.3 5.3 8.0

2016年～2020年 100 74.0 49.0 38.0 19.0 19.0 25.0 6.0 8.0 3.0

2021年以降 96 76.0 56.3 32.3 19.8 28.1 27.1 14.6 7.3 3.1

業種

会社
設立
時期
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協業実施・検討企業は売上高増の傾向5

 協業・連携の実施状況と企業の売上高増減の関連性をみたところ、協業・連携を実施している企業のうち、前年度比増
収だった企業は57.0％注で、全体平均を8.1ポイント上回り、最多となった。実施したことはないが検討している企業がこれ
に続き、増収企業は52.0％と5割を超えた。これら実施企業、検討企業のうち、減収企業はいずれも2割未満だった（各
16.6％、16.7％）。

 他方で、協業・連携を実施したことがなく・検討もしていない企業では、増収企業の割合は45.9％と最も少なかった。協
業・連携による日本国内のリソースの有効活用が、外資系企業の売上高を引き上げる要因となっている可能性がある。

協業・連携とその活性化にむけて

売上高前年度比（協業・連携の実施状況別）

n=

全  体 1,317

実施している 270

実施したことはないが、検討している 150

過去に実施したことがあるが、
現在は行っていない 101

実施したことはなく、検討もしていない 796 27.8

29.7

34.7

31.9

29.5

18.1

16.8

17.3

25.2

19.4

27.9

18.8

31.3

26.3

27.3

10.3

14.9

6.0

9.6

10.0

16.0

19.8

10.7

7.0

13.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%
10%以上増加 1～10%未満増加 横ばい 1～10%未満減少 10%以上減少

協
業
連
携
を

（注）文中の合計値は小数点第2以下を含めた値。グラフでは小数点第2以下を省略しているため、文中の合計値とグラフ内の数字の単純足し上げとは一致しない。
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n=
全  体 2023年 1,451

2024年 1,368
【北米】 2023年 310

2024年 308
米国 2023年

2024年
297
293

【アジア】 2023年 495
2024年 484

シンガポール 2023年 57
2024年 64

中国 2023年 144
2024年 137

香港 2023年 75
2024年 55

台湾 2023年 86
2024年 95

韓国 2023年 87
2024年 88

【欧州】 2023年 581
2024年 516

英国 2023年 80
2024年 57

ドイツ 2023年 183
2024年 180 10.6

12.0
14.0
15.0

10.9
13.1

8.0
9.2

21.1
24.4

12.7
14.7

20.4
21.5

7.8
15.8
15.3

18.2
13.0
12.8
13.0
12.9
12.7
14.8

59.4
53.0

45.6
50.0
59.5
54.7

52.3
52.9

48.4
46.5

61.8
50.7

48.9
38.9

50.0
49.1
51.2
45.9
58.0

56.2
57.5

56.1
56.1
52.0

5.0
9.3

14.0
10.0

7.8
8.8

8.0
10.3

10.5
12.8

7.3
14.7

8.8
15.3

10.9
15.8

8.3
13.9

6.8
12.1
6.8
11.9

7.7
11.4

25.0
25.7
26.3
25.0

21.9
23.4

31.8
27.6

20.0
16.3

18.2
20.0

21.9
24.3

31.3
19.3

25.2
22.0
22.2

18.9
22.7

19.0
23.4
21.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
向上した 変化なし 低下した 不明

日本の重要性が増したとする企業はアジア系が最多1
 地政学リスクを踏まえた日本の重要性について、変化なしが56.1％（前年度比4.1ポイント増）、向上したが

12.7％（同2.1ポイント減）、低下したが7.7％（同3.7ポイント減）となった。
 親会社の国・地域別でみると、向上したと回答した割合はアジア（15.3％）が最多で、北米（13.0％）、欧
州（10.9％）を上回った。前年度と比較すると、向上した割合が大半の国で減少する中、米国が親会社の企業
のみ同0.2ポイント増となった。

地政学的リスクを踏まえた日本の重要性（親会社の国・地域別）

地政学リスクの影響とビジネスの新潮流

（注）親会社の国・地域の一部を抜粋
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n=

全  体 1,368

製造業／
卸・商社／
小売業
取扱製品

医薬品･化粧品 46

金属製品 42

電子部品 100

機械器具 271

化学品 68

サービス業
詳細

金融業，保険業 63

学術研究，専門・
技術サービス業 70

情報通信業 140

特に医薬品・化粧品、金属製品などで日本の重要性が向上2

 地政学リスクを踏まえた日本の重要性について業種・取扱製品別でみると、医薬品・化粧品（19.6％）、
金属製品、金融業・保険業（各19.0％）、電子部品（17.0％）の順で高かった。

 このうち医薬品・化粧品、金属製品では、日本の重要性が低下したとの回答が5％未満にとどまり（各
4.3％、2.4％）、相対的に重要性が増すかたちとなった。

地政学的リスクを踏まえた日本の重要性（業種・取扱製品別）

地政学リスクの影響とビジネスの新潮流

12.9

14.3

19.0

2.9

12.2

17.0

19.0

19.6

12.7

53.6

54.3

42.9

69.1

57.2

52.0

59.5

58.7

56.1

6.4

10.0

6.3

8.8

8.5

11.0

2.4

4.3

7.7

27.1

21.4

31.7

19.1

22.1

20.0

19.0

17.4

23.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
向上した 変化なし 低下した 不明（注）取扱製品の一部を抜粋
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生産・調達の分散などサプライチェーン上のリスク対策を継続3
 地政学リスクの影響と対策を尋ねたところ、影響についてはウクライナ戦争等による物流コストの増加や
資源価格高騰を主要因とした輸入コストの上昇、利益率の低下といった回答があった。また、中国につい
ては、同国での生産にコストメリットが無くなりつつある、取引が難しくなるなど、一元的な見方から変
化が生じていることがうかがえた。

 対策としては、サプライチェーン上のリスクを減らすために製造拠点の分散化が進められており、特に中
国からタイやベトナムなど東南アジアへの生産移転や各拠点での現地生産強化を挙げる声が複数みられた。

全般的ビジネスへの影響
• 地政学的な不確実性から投資を控えている。【機械卸】
• 欧州開発拠点の人材への影響、航路制限による欧州の往来の長時間化。
【電子部品卸】

• 影響あり、特に中国との取引は難しくなっている。【機械卸】
• 世界が、中国市場への投資をアジアの他国に移管し始めたと感じる。
【コンサルティング】

• 親会社による日本市場の見方が変わった。中国偏重の投資から、日本
にも投資をするようになった。【情報通信機器製造】

• 地政学的リスクに起因する日本の防衛力強化が、新たな市場を生み出
している。【情報通信サービス】

• 他地域に比べ、日本でのビジネスは安定しているため、本社からの期
待が大きい。【自動車卸】

サプライチェーンへの影響
• 自社グループの中国の生産拠点の活用が難しくなった。【医薬品製造】
• 中国製品を使っていた顧客から当社製品の問い合わせが増えた。【技
術サービス】

• 中国とアメリカのデカップリングの影響で、日本への半導体設備投資
が増えている。【機械小売】

• スエズ運河、紅海の航路が使えずコストアップ。【化学品製造】

全般的ビジネスに関する対策
• 地政学リスクの影響を受けにくい分野での取引増強。【金融保
険】

• 中国ビジネス比率が高いことに対する是正。【機械卸】
• 中国以外と中国というふうに区別している。中国向けの依頼は
中国工場でまかない中国国内用で需要を満たすという考え方。
【専門サービス】

サプライチェーンに関する対策
• 製造拠点の分散化。【電気機械卸】
• 中国での生産でアジア全域、或いは北米拠点に対応すること

は難しい。各拠点での現地生産を強化する。【その他サービス】
• 中国の製造業にコストメリットが無くなりつつあるので、ベ

トナムを視野に入れている。【金属卸】
• 顧客要請により、中国の生産からタイへの生産に切り替えた。

【機械製造】
• 調達先の分散もしくは代替取引先の発掘。【機械製造】
• 中国、可能であれば他の低賃金の国からの調達を減らす。潜

在的敵対国との距離を保ちながら、高い品質を維持するため
に価値基準のサプライチェーン構築を試みている。【電子部品
卸】

地政学リスクの影響とビジネスの新潮流

影響 地政学リスクが与える影響とその対策（自由回答） 対策
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n =

全  体 2023年 1,471
2024年 1,362

【北米】 2023年 320
2024年 306

米国 2023年 306
2024年 291

【アジア】 2023年 496
2024年 479

シンガポール 2023年 58
2024年 64

中国 2023年 141
2024年 134

香港 2023年 75
2024年 56

台湾 2023年 85
2024年 94

【欧州】 2023年 591
2024年 518 3.9

3.4
3.2

2.4
3.6

2.7
3.0

2.1
7.8

5.2
4.0

3.0
3.8

1.6
3.6

1.6
3.9

2.8

3.3
5.2

7.4
8.2
5.4

9.3
8.2
10.6

6.3
3.4
6.1

7.5
4.1

3.3
3.9

3.1
4.4

5.5

7.1
8.6

10.6
10.6

8.9
12.0

11.2
12.8

14.1
8.6

10.0
10.5

7.9
4.9

7.5
4.7

8.3
8.3

0% 5% 10% 15%
実施した・予定がある 検討している

日本への機能移転はシンガポール系、米国系で増加4
 直近前後3年間で海外拠点が持つ機能の日本国内への移転については、予定のない企業が多いものの、実
施・予定がある企業は3.9％、検討が4.4％で、実施・予定は前年度比1.1ポイント増となった。

 親会社の国・地域別でみると、シンガポール系企業が実施・予定と検討を合わせて前年度比5.5ポイント
増の14.1％、米国系企業が同3.0ポイント増の7.9％と、前年度を上回った。

 移転した、または移転する機能別にみると、営業・販売・マーケティングが最多で、顧客対応、経営企
画・管理が続いた。

日本への機能移転（機能別）
海外に保有する機能の日本への移転実施・検討状況（親会社の国・地域別）

地政学リスクの影響とビジネスの新潮流

（注）n数が少ないため件数表示とする。
2023年の選択肢には「調達拠点」
「販売・サービス提供拠点」を含まなかった。

（注）当グラフは経年比較を目的としているため、「予定なし」のデータは省略して掲載する。
合計値は小数点第2以下を含めた値。各項目では小数点第2以下を省略しているため、合計値と各
項目の単純足し上げとは一致しない。

n=

全  体 2023年 122
2024年 113

営業・販売・
マーケティング拠点

2023年 58
2024年 51

顧客対応拠点 2023年 42
2024年 35

経営企画・
管理拠点

2023年 41
2024年 31

製造・加工拠点 2023年 34
2024年 27

販売・
サービス提供拠点

2023年 -
2024年 26

研究開発拠点 2023年 25
2024年 19

調達拠点 2023年 -
2024年 17

物流拠点 2023年 9
2024年 13

データセンター 2023年 11
2024年 9 4

3
5
3
10

5
4
14

10
8
16
15
19
15
24
20

53
41

5
8
8

6
7

14
21

12

17
26
15
26
16
27

27
38

60
81

0件 50件 100件 150件
実施した・予定がある 検討している
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日本政府・経済界が取り組むべきテーマ
（上位３つ選択式）

環境変化対応はDX推進が最多、サプライチェーン再構築が著増5
地政学リスクの影響とビジネスの新潮流

回答企業が取り組み推進・検討のテーマ
（上位３つ選択式）

 ビジネス環境の変化を踏まえ自社で取り組みを推進・検討しているテーマは、DX推進が54.1％となり、前
回の63.9％から10ポイント近く減少したが、他の項目に差をつけて最多を維持した。従業員の健康増進
（38.1％）は前年度比2.0ポイント増で3位から2位に、サプライチェーンの再構築（38.0％）は同7.6ポイ
ント増で5位から3位に上昇し、対策を強化していることがうかがえる。

 日本政府・経済界が取り組むべきテーマでも、DX推進が前年度比10ポイント近く減少したものの最多で、
データセキュリティ（34.6％）が続いた。AI・ロボティクスの活用（34.5％）は同3.5ポイント増で、同
0.2ポイント増のサステナビリティへの取り組みを上回り、3位に浮上した。

2.4

14.4

16.5

24.7

28.5

31.3

34.1

38.0

38.1

54.1

1.3

12.8

17.4

19.3

36.4

29.3

33.5

30.4

36.1
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【参考】調査項目一覧
Ⅰ．貴社の概要について

1. 外国親会社と国内外資系企業の業種
2. 外国親会社の出資比率
3. 外国親会社の国・地域名
4. 外国親会社のアジア（東アジア、東南アジア、南アジア）での展開について、日本以外に法人のある国・地域
5. アジアにおける統括拠点
6. 外国親会社の設立年数
7. 国内拠点の所在地およびその機能
8. 日本法人の設立時期あるいは出資（外資比率が3分の１を超えた）時期
9. 日本法人の資本金（2024年8月31日時点）

10. 日本法人の常時従業員（役員含む、アルバイト・パートを除く）数
11. 日本法人の過去1年間の新規採用者（役員含む、アルバイト・パートを除く）数
12. 日本法人の直近決算年度の売上高
13. 日本法人の直近決算年度の売上高の前年度比増減
14. 日本法人の資金調達実績
15-1.日本法人の事業計画の進行度合い
15-2.日本法人の事業計画の進行状況に影響している要因（自由記述）

Ⅱ．近隣アジア諸国と比較した日本の強みと課題
16. 日本のビジネス環境について、世界のほかの市場と比較した日本の魅力
17-1.日本のビジネス環境の過去1～2年の変化
17-2.日本でのビジネス活動にあたり、特に改善を期待する項目。具体的な改善要望・困りごと（自由記述）
18. 外国人投資家・起業家・経営者・ビジネスマン（高度外国人材など）の日本国内での就労・在留にあたって、必要な環境整備
19. 外国人投資家・起業家・経営者・ビジネスマン（高度外国人材など）の日本国内での就労・在留にあたって、拡充・改善・導入が

望まれる施設・サービス・制度（自由記述）

III.
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Ⅲ．貴社のビジネス計画について
20. 今後の調達方針について
21. 今後の調達方針において、日本以外で重視している国・地域
22. 直近3年（今後3年）程度で海外拠点における機能を日本国内に移したか（移す予定があるか）
23. 海外拠点のもつ機能のうち、移転対象の機能は何か
24. 日本法人の将来的な日本国内における事業計画
25-1.今後3年程度での日本国内における新規拠点の設置または既存拠点の強化の予定
25-2.新規拠点設置の予定・検討内容や既存拠点強化の予定・検討内容（自由記述）
26. 立地場所の選定において重視する点
27. 国内ビジネスの拡大にあたり、活用したあるいは活用したい公的機関の支援サービス
28. 国内事業における人材雇用の状況
29. 確保が困難な人材の分野
30. 過去1年間の採用計画の達成度
31. 採用計画が達成できた（できなかった）要因（自由記述）
32. 必要な人材確保のために実施あるいは実施予定をしている取り組み
33. 人材確保に関して導入・強化を希望する支援策（自由記述）

Ⅳ．国内における協業・連携
34-1.国内ビジネス展開における国内企業・大学・研究機関などとの協業・連携の取り組み
34-2.具体的な協業・連携の内容
35. 協業・連携（検討中を含む）のパートナー
36. 協業・連携（検討中を含む）パートナーの発掘手段
37. 日本における協業・連携の主要な成功要因、成功のために必要な手段・支援（自由記述）

Ⅴ．その他
38-1.米中貿易摩擦や経済安全保障・デリスキングなどの地政学的リスクについて
38-2.影響を与えている具体的な地政学的リスク（自由記述）
39. 今後のビジネス展開にあたり、推進・検討している取り組み

【参考】調査項目一覧III.
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